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① 商工会議所としての意見を公表し、これを国会、行政庁等に具申し、又は建議すること。
② 行政庁等の諮問に応じて答申すること。
③ 商工業に関する調査研究を行うこと。
④ 商工業に関する情報及び資料の収集又は刊行を行うこと。
⑤ 商品の品質又は数量、商工業者の事業の内容その他商工業に係る事項に関する証明、鑑定又は検査
    を行うこと。
⑥ 輸出品の原産地証明を行うこと。
⑦ 商工業に関する施設を設置し、維持し、又は運用すること。
⑧ 商工業に関する講演会又は講習会を開催すること。
⑨ 商工業に関する技術及び技能の普及又は検定を行うこと。
⑩ 博覧会、見本市等を開催し、又はこれらの開催のあっせんを行うこと。
⑪ 商事取引に関する仲介又はあっせんを行うこと。
⑫ 商事取引の紛争に関するあっせん、調停又は仲裁を行うこと。
⑬ 商工業に関して、相談に応じ、又は指導を行うこと。
⑭ 商工業に関して、商工業者の信用調査を行うこと。
⑮ 商工業に関して、観光事業の改善発達を図ること。
⑯ 商工業に関する図書を収集し、一般の閲覧に供すること。
⑰ 国際親善及び通商振興に資する事業を行うこと。
⑱ 社会一般の福祉の増進に資する事業を行うこと。
⑲ 行政庁等から委託を受けた事務を行うこと。
⑳ 各号に掲げるもののほか、本商工会議所の目的を達成するために必要な事業を行うこと。

④管内事業所数

⑤管内小規模事業者数

⑥会員数（組織率）

□主な事業概要（定款記載事項等）

190,629（総務省「平成26年経済センサス-基礎調査結果」）

123,020（総務省「平成26年経済センサス-基礎調査結果」）

29,149（15.29％）

①設立年月日

大阪市③所管地域

明治11(1878)年8月27日

②職員数

（うち経営指導員数）
208人（80人）

〒540-0029
大阪市中央区本町橋2番8号

06(6944)6565

06(6944)6451

中小企業振興部 経営相談室 次長兼課長　荒井 慎一

平成３１（2019）年度
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大阪商工会議所

（１）所管地域の産業経済の現状と課題

○ 本商工会議所の所管地域である大阪市の全企業数は190,629ヵ所で、うち123,020ヵ所（全体の
64.5 ％ ）が 小規 模事 業者 であ る。 小規 模事 業者 数を 産業 別に 見る と、 小売 業17,825 ヵ所
（14.5％）、不動産業・物品賃貸業16,241ヵ所（13.2％）、製造業16,235ヵ所（13.2％）、飲食
店16,166ヵ所（13.1％）、卸売業10,826ヵ所（8.8％）となっている（出典：総務省「平成26年
経済センサス－基礎調査」）。
○大阪地区の製造業については、 総務省「平成28年経済センサス－活動調査」の結果を平成24年のそ
れと比較すると、事業所（従業者4人以上）の数が7,591から6,325に減少（-16.7％）、製造品出荷
額等が3,867,881百万円から3,686,994百万円に減少（-4.7％）、付加価値額も1,725,451百万円
から1,474,412百万円に減少（-14.5％）しており、基礎素材型製造業が高度に集積している当該地
区の工業生産力の低下が長期的に続いている。
○ 商業については（「経済センサス－活動調査」の結果を同様に比較）、卸売業の事業所数が16,368
から16,524に増加（+1.0％）、年間商品販売額も34,434,073百万円から36,985,516百万円に増
加（+7.4％）し、小売業については事業所数が20,121から19,811に減少（-1.5％）したものの、年
間商品販売額が3,707,196百万円から4,578,156百万円に増加（23.5％）した。宿泊業・飲食サー
ビス業については、事業所数が15,931から18,162に増加（+14.0％）、売上（収入）金額が
837,655百万円から999,856百万円に増加（+19.4％）した。海外からの来阪者（インバウンド）の
増加とその消費などにより、物販、宿泊、飲食サービスは堅調な伸びを示している。

＜課題＞
○ 中小企業の人手不足は深刻さを増している。本商工会議所が平成30年2月に行った「中小企業の人
手不足に関するアンケート調査」では、全体の71.0％が「不足」と回答するとともに、最も影響が大
きいものとして「需要の増加への対応が困難（受注機会の逸失）」（37.7％）、「技術やノウハウの
継承が困難」（13.1％）、「従業員の時間外労働の増加・有給休暇取得率の低下」（10.2％）を挙げ
ている。
○ 中小企業の経営者の高齢化が進む中、事業の後継者難に当面している場合が多く、60歳以上の経営
者の半数以上が廃業を予定している（中小企業庁調べ）。当該地区は中小企業がとりわけ集積してお
り、大量の廃業・解散は地域の産業経済に多大な損失を及ぼす（実際に廃業が進んでいる）ことから、
事業承継問題への対応は喫緊の課題である。
○ インバウンドは引き続き増加傾向にあり、大阪は訪問率1位であるものの、訪問先はミナミ、大阪
城、ユニバーサル・スタジオなどに集中しており、その他の地区や商店街においてはインバウンドを取
り込めていない。また、キャッシュレス決済の導入率が他国に比べて低く、インバウンド客にとって不
便となっている。周辺住民の少子高齢化などで来客が減少する商店街や地域においては、域外からの集
客に向けて独自性あふれる魅力を創出（発掘）し、広く発信していくことが肝要である。
○ 工業生産力が低下しているとは言え、優れた技術を有する中小ものづくり企業が高密度に集積してい
ることは地域的強みである。培われた技術の活用と新しいアイデア・技術の導入によって今後成長が期
待される産業分野への進出や市場競争力のある付加価値の高い製品づくりを推し進め、国内外市場への
販路拡大を図っていかなければならない。

（２）所管地域の活性化の方向性

上記の課題等を踏まえ、本商工会議所の中期計画「たんと繁盛 大阪アクション」で定める「大阪・関
西が向かうべき方向性」は以下の通りである。
 ○大阪・関西の現状と強み
   ①特色あるものづくり：ライフサイエンス分野、素材、電子部品などで高い集積やポテンシャル
　②研究開発機能の集積：特に医薬品・医療機器、化学、機械・電機機器、食品分野における企業の
      研究開発拠点、大学の集積
　③アジアとの結びつき：輸出入に占めるアジア比率の高さ、ＬＣＣ就航路線数の多さ
　④流通・サービス業の集積：他地域に比べた相対的な強み、インバウンド効果
　⑤豊富な観光資源：歴史・文化資源の集積
 ○大阪・関西が向かうべき方向性
　①上記のような既存の集積・強みを活用するとともに、広域連携・産学官連携を強化して、アジアと
      直接つながり、イノベーションを誘発することで、最も有力な「極」の一つとして日本の成長を牽
      引していく。
　②今後大きな成長が期待され、当該地域に強み・ポテンシャルがある先端分野において、国内随一の
      研究開発・産業の集積を図り、国内外から多様で高度な人材・企業を呼び寄せ、アジアの中で新た
      なイノベーションの発信拠点となることを目指す。

本商工会議所はこの方向性に基づき、同中期計画において中小企業等の成長分野参入を支援する8つ
の戦略プロジェクトの推進や中小企業・小規模事業者への経営支援などビジネス環境を整備する基盤強
化に取り組む。

2．事業概要



＜事業の実施により期待される効果＞
　小規模事業者個々の経営改善、さらには取引拡大や経営革新などによる企業成長、また事業の円滑な
承継など。これらの総和としての大阪市域の経済力（産業力）の強化、都市魅力の向上など。

＜実施しなかった場合の影響＞
　小規模事業者個々の経営力の弱体化や停滞、企業成長の鈍化、廃業の増加など。これらの総和として
の大阪市域の経済力（産業力）の衰退、国内外における大阪の相対的地位のさらなる低下など。

（３）主たる支援の対象として想定する小規模事業者等のイメージ及び対象事業者数

大阪市内の小規模企業者123,020社（総務省「平成26年経済センサス-基礎調査結果」）、商店街
約480ヵ所、小売市場約100ヵ所とその入居店舗（事業者）などを対象に、経営相談事業・専門相談
事業を実施するとともに、経営に役立つ各種講座・講習会を実施する。

そのうち、第4次産業革命分野や環境・エネルギー、医療機器など成長有望分野への参入などを志向
する製造業者約1,700社を対象に、有力大手企業などとのビジネスマッチング事業などを実施する。ま
た、国内大手流通業者や海外市場へ販路を開拓したい製造業者や卸・小売業者約22,000社などを対象
に、商談会や展示会などでのビジネス機会を提供する。

また、人材の確保や事業承継などの問題を抱える事業者約750社を対象に、効率的かつ効果的に課題
が解決するようセミナーや個別相談を実施する。

（４）事業の目標

　上記（1）(2)を踏まえ、主として以下の事業を実施し、中小企業・小規模事業者の振興に取り組む。

＜販路拡大の支援＞大手流通業との商談会や多業種型総合展示商談会などを開催し、中小企業・小規模
事業者の販路拡大を支援する。また、海外企業とのビジネスマッチング事業を国内外で実施するととも
に、海外市場の開拓などに関する情報提供や相談事業を行い、海外ビジネスをサポートする。
＜新ビジネス創出の支援＞先端技術を活用した実証事業、ブロックチェーンやAI、IoT、ロボットなど
第4次産業革命技術の活用を促進することなどによって新ビジネス創出を支援する。また、オープンイ
ノベーションを促進させ、新しい製品や技術の開発を支援する。
＜インバウンドの増進＞「食」やイベント、買い物などの地域情報を広く発信し、海外からの来訪者数
の増加と域内での消費を喚起する。また、小売・サービス業を主たる対象としてキャッシュレス決済の
導入を促進するとともに、他業種からの観光産業への新規参入・販路拡大を支援する。
＜製品の高付加価値化＞公設試験研究機関や大学、他企業などの技術シーズの活用（産学公連携）を促
進させ、高機能、高性能、高付加価値の製品づくりを支援する。また、商品デザイン力の強化を行い、
市場に受け入れられる商品開発をサポートする。
＜地域商店街の活性化＞商店街やその近隣商店が地元だけでなく広域から集客できるよう情報の発信や
イベント開催、地域内の連携体制の確立などを支援する。
＜町工場ネットワークの構築＞中小ものづくり企業（町工場）の廃業が進み、これまで持てる技術を補
完し合って製品の製造・加工を請け負っていた町工場同士の協業関係を保ち得なくなってきていること
から、交流会を通じてネットワークの構築・強化を図る。また、大手・中堅企業からの受注を目的とし
た商談会を開催し、取引拡大を支援する。
＜人手不足対応と生産性向上＞新規学卒者、若年者、外国人材の採用・定着や女性の活用・活躍、高年
齢者雇用などが円滑かつ効果的にできるよう支援を行う。また、生産性向上に向けてＩＴやロボットの
導入支援を実施する。
＜事業承継の支援＞経営指導員が経営相談事業の一環として事業承継をサポートするほか、「事業承継
相談デスク」を設置して、大阪府内の商工会・商工会議所との連携の下、中小企業経営者、小規模事業
者の相談を受け付け、課題整理、助言、他の支援機関への橋渡しなどを行う。
＜経営の安定・改善・革新の支援＞大阪市内5支部に配置した経営指導員が地域に密着した経営相談支
援に注力する。経営指導員の的確な課題分析に沿って、専門家と二人三脚で伴走型支援を行い、小規模
事業者の持続的発展を支える。特に、10月には消費増税・軽減税率導入が予定されており、円滑に対
応できるようサポートする。また、小規模事業者の高度化・専門化した経営課題に対応すべく、専門家
派遣を一層推進する。さらに、講座・講習会については、アンケートなどで事業者のニーズを的確に把
握して、最新かつ有益・有効な情報を提供することに留意し、参加事業者の経営改善に資する。

（５）事業の実施により期待される効果及び実施しなかった場合の影響（実施する事業の総体的な効果等を記載すること）



＜事業実施のポイント＞ 弁護士、社会保険労務士、税理士、中小企業診断士、ITコーディネーター
や経営コンサルタント（企業OB人材紹介など）を活用し、事業者の専門的な経営課題に対応する。本
部経営相談室にて専門相談窓口を設置し、面談・電話による相談対応を行うほか、必要に応じて事業
所などでも指導する。また、経営指導員と連携して経営課題解決を支援する。特に、平成31年度は、
中小企業・小規模事業者の生産性向上のため、ＩＴ専門相談におけるクラウド会計導入支援などを積
極的に実施する。
＜期待される効果＞ 高度な経営課題に対して専門的見地からアドバイスすることによって、課題解
決への道筋が明確になり、経営改善に役立つことが期待できる。

大阪商工会議所

Ⅰ　経営相談支援事業

支援

支援

事業所

50

900

490

金融支援（経営指導型）

支援機関等へのつなぎ

3．経営相談支援事業・専門相談支援事業　事業調書

決算申告指導 継続
事業が役だっ
たと回答した
事業者の割合

80%
申告期間の税務相談に対応し、適切な申告ができる
ように支援する。

事業実施のポイント・期待される効果

支部管内の事業者が抱える課題（特に税務）につい
て、専門家を派遣して課題解決を図る。

事業名

事業者の相談ニーズにあわせた専門家を調整し、事
業所に派遣して課題解決に対応する（エキスパート
バンク事業）。

支部専門相談
（派遣）

継続
事業が役だっ
たと回答した
事業者の割合

80%

事業概要

専門相談
（派遣）

継続 派遣回数 300回

事業所支援の実施方法（専門家や各種支援機関、支援制度の活用など）

Ⅱ　専門相談支援事業

経営指導員が窓口や巡回訪問などにより事業者の相談に対応し、課題の分析を行う。高度に専門的
な課題については、専門相談や専門家派遣（エキスパートバンク事業など）と連携して課題解決にあ
たる。大阪商工会議所では従前から融資相談が多いことから、日本政策金融公庫や民間の金融機関な
どと密に連携するとともに、国や大阪府など自治体の支援策・施策を活用して事業者ニーズに対応し
ていく。

専門相談
（窓口）

継続
延べ相談件
数

1日1件
以上

指標新規/継続 目標数値

法律、労務、税務、ＩＴ、経営革新・創業、人材活
用、ものづくり・技術、営業・マーケティングの課
題解決ための専門相談窓口を開設して対応する。

＜件数設定の根拠＞ 過去2ヵ年度の実績（平成28年度1,855件、平成29年度1,971件）ならびに
平成30年度の計画数（1,550件）とその中間状況（12月末現在の支援企業数は1,233件で、そのう
ち733件が報告書作成済み。これまでの1～3月の推移からして計画数1,550件を上回る見込み）を
勘案して設定した。
＜実現に向けた取り組み＞ 引き続き小規模企業振興基本法と商工会及び商工会議所による小規模事
業者の支援に関する法律の一部を改正する法律の趣旨に則り、小規模事業者の事業計画の策定と実行
を支援する。大阪市内に5支部を設置して地元事業者に密着した課題解決支援にあたる。また、事業
者からの相談を端緒として、事業計画や資金繰り計画の作成、財務分析など経営改善に向けた多角的
なアプローチに結びつける。

件数設定の根拠及びその実現に向けた取り組み

販路開拓支援

事業承継支援

支援

創業支援

５Ｓ支援

災害時対応支援

債権保全計画作成支援

コスト削減計画作成支援

事業所 10

2 ＩＴ化支援

事業所

前年度支援企業数

財務分析支援

0

1,550

1,600

20

結果報告

事業所事業所

事業計画作成支援

金融支援（紹介型）

事業所カルテ・サービス提案

事業所

1,600
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府施策
連携

（１）単独事業

○

○

○

○

○

中小企業のためのデザ
イン活用促進事業
（№1）

中小企業・小規模事業者の商品デザインにつ
いての意識啓発、デザイン力の強化を行い、
市場に受け入れられる「売れる商品」の開発
を支援する。

5,171,200

開業サポート事業
（№2）

創業希望者へ向けたセミナーや、具体的に創
業手法を学ぶ集中講座を開催し、創業マイン
ドの向上を図るだけでなく、レベルの高いビ
ジネスプランの作成と創業支援を通じて、大
阪での創業を促進する。

3,878,000

４－１．地域活性化事業一覧 大阪商工会議所

事業名 概要 金額（円）

65,421,087

大阪南エリア販路創造
支援 －あべの天王寺
サマーキャンパス－
（№5）

阿倍野・天王寺ターミナル周辺地区におい
て、店舗や事業所が小学生などに職業体験や
社会学習プログラムなどを提供することで、
ファミリー層を同地域に誘引し、販路拡大を
支援する。

10,100,000

中小企業の体質改善強
化支援事業
（№6）

市内５支部と本部において、小規模事業者の
経営改善・企業体質の強化を目的とした講習
会を開催する。

26,684,200

モノづくり企業支援事
業『モノづくりの技、
伝えます』
（№3）

企業動画を効果的に活用する戦略を、アピー
ルすべき自社の強み・ワザなど企業価値の再
認識を、そして実際に動画作成する手法を、
モノづくり企業を例にとり体得いただき、自
社のＰＲ支援を行う。

4,545,000

BCP支援事業
（№4）

大阪府内の中小企業を対象に、災害時に事業
を継続するためのBCP策定やサイバー攻撃に
対するセキュリティマネジメントに関する知
識を提供し、啓発するためのセミナーを実施
する。

2,424,000

大阪市北部地域におけ
る商店街活性化支援事
業
（№9）

商店街の中で、具体的事業へ向けて主体的に
取り組む意欲のある先に対し、意見集約支援
やコーディネーター派遣、勉強会の開催など
を通して組織としての活動を支援し、希望す
る課題解決へつながる仕組みを作る。

2,525,000

ライブ・エンターテイ
メントの街 ミナミ活
性化事業
（№10）

「ライブ・エンターテイメントの街」として
のミナミの地域活性化を促し、地域商業者の
販路拡大につながるイベントに参加・出展す
る。また、各商店街等のイベントやライブ・
エンターテイメント情報を集めたガイドブッ
クを作成・配布し、地域の商店街等への集客
支援、来街者の増加を目指す。

2,020,000

西部エリア Ａｍｏｎ
（えーもん）市
（№7）

商店街と、個店（チャレンジショップ／近隣
店舗）、近隣小型スーパー等が、共同での販
促活動やイベントを通じて、ワンストップ
ショッピングゾーンとしての近隣徒歩圏住民
からの認知を得る。

3,345,625

インバウンドによる買
い物消費支援事業
（№8）

商店街やその周辺店舗への訪日外国人の動線
を作り、商店街の存在とその周辺の魅力を世
界に拡散する。訪日外国人の来街、来店を促
すことで、域内消費を促進する。

2,897,437



府施策
連携

４－１．地域活性化事業一覧 大阪商工会議所

事業名 概要 金額（円）

（２）広域事業

○

○

○

○

○

○

○

○

地域ブランド推進事業
（№12）

東住吉・平野地域のブランド（H２Ｏ）として
認定された商品・サービスをはじめとする管
内事業者の情報を発信し、ブランド力向上を
支援する。

820,625

288,699,745

キャッシュレス化支援
事業
（№13）

世界的な潮流として、物品やサービスの決済
方法はカードやスマホを利用するキャッシュ
レス化が主流となっており、中小事業者に向
けてキャッシュレス経営の促進を図る。

3,838,000

『ハロウィン、どこ生
野』商店街にぎわい創
出事業
（№11）

年齢を問わず来場者が楽しめるイベント企画
の実施を支援。マンネリ化したイベントを打
破し、商店街やその周辺地域の活性化に寄与
することを目的とする。

1,010,000

地域金融支援ネット
ワーク推進事業
（№17）

大阪府、大阪信用保証協会、四信金（大阪、
大阪シティ、大阪商工、北おおさか）、近畿
大阪銀行（4月から関西みらい銀行）、日本政
策金融公庫を参画機関とした地域金融支援
ネットワークの活動として、大阪府の金融施
策普及と中小企業支援強化に向け、セミナー
や交流会などを実施する。

22,321,000

MoTTo OSAKA
オープンイノベーショ
ンフォーラム
（№18）

技術ニーズマッチングと技術シーズ商談会、
オープンイノベーションに関する機運を醸成
するキックオフセミナーの開催等を通して、
大企業と中小企業の連携による技術開発や製
品化・事業化を支援する。

19,440,480

ブロックチェーンを活
用した新ビジネス創出
事業
（№14）

ブロックチェーン（BC）に関する情報提供・
ミートアップを開催する。

2,424,000

海外市場開拓支援事業
（№16）

海外ビジネスに取り組む企業（新規・既存）
に対し、海外進出先（貿易・投資・技術提携
等）に関する市場・人材等の最新情報を提供
するほか、海外渡航(ミッション派遣）や海外
企業の招聘による大阪での個別商談会開催等
によりで新たな販路開拓先を探索する。

35,218,700

中小製造業者と大阪府
内公設試験研究機関・
大学の技術交流
（№19）

大阪産業技術研究所や大学の研究成果、技術
シーズの発表会や交流会などを開催し、中小
製造業者がそれらを活用して高付加価値製品
を開発することや技術力を向上させることな
どを支援する。

5,656,000

大阪・関西IoT活用推
進フォーラム
（№20）

中小企業におけるIoTの導入・活用を推進する
ため、施策や先進事例、活用できるツール等
に関して情報提供するとともに、効率化につ
ながる具体的な取り組みを支援する。

5,454,000

新事業創出のための先
端技術を活用した実証
事業支援
（№15）

社会課題解決ビジネスの創出に不可欠な「実
証事業」のプロセスの重要性を解説するとと
もに、大阪における実証事業支援の取り組み
を広くPRし、同ビジネスの創出につなげる。

1,010,000



府施策
連携

４－１．地域活性化事業一覧 大阪商工会議所

事業名 概要 金額（円）

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

環境法令・エネルギー
課題対応支援セミナー
（№21）

中小企業が対象となる環境関連法令や、省エ
ネ・新エネなどへの取り組みに資する情報を
提供し、府内中小企業の法令順守や環境経営
の推進を通じた経営改善や新事業展開などへ
の取り組みを支援する。

3,333,000

第4次産業革命分野に
おける新規事業創出促
進事業
（№22）

府内中小企業と第４次産業革命技術（IoT、
ビッグデータ、AI、ロボット等）とを結びつ
け、イノベーションを促進することで、大阪
産業の付加価値向上を目指す。

2,828,000

中小企業の新規学卒者
人材確保支援事業
（№25）

新規学卒者採用を検討している、または、採
用計画数を確保できていない中小企業に対し
て「人材獲得のためのノウハウ・手段」を学
んでいただくための「セミナー」や、大学と
のネットワークづくりに寄与する「大学等と
企業との就職情報交換会」を開催する。

7,474,000

成長企業のための新戦
力（女性）発掘・定着
支援事業
（№26）

生産年齢人口が減少するなか、企業活力の増
進に不可欠な人材力を強化するため、女性労
働力の発掘・育成を行う。特に在職中の女性
の活躍や定着を通して、人材育成の余力がな
い中小企業の経営力強化を支援する。

3,636,000

水ビジネスの企業連
携・海外展開支援事業
（№23）

途上国を中心に今後、市場の拡大がますます
期待される水ビジネス分野に関する情報を提
供し、府内中小企業の新規参入や海外展開を
支援する。

2,424,000

医療機器産業事業化促
進事業
（№24）

これから医療機器産業に参入しようとする製
造業などを対象とした参入促進を含む事業家
促進セミナーを実施するとともに、具体的な
商取引につながるよう医療機器分野を対象と
したＢｔｏＢ展示会を実施する。また、昨今
注目を浴びるデジタルヘルスに関する内容に
ついても盛り込む。

1,717,000

中小企業の若年者人材
確保支援事業
（№29）

今後、国の施策として実施される「働き方改
革」について、企業に対応が求められている
課題をはじめ、企業の好事例から学ぶこと
や、求職者にアピールする自社の魅力等を発
見するためのヒントを提供することで、ひい
ては若年者人材の採用・定着につなげる。

2,020,000

大阪クリエイトフェア
（№30）

大阪に縁のあるプロダクトデザイナー・クリ
エーターや生活雑貨製造者・卸売業者・小売
業者等による、デザインに優れたプロダクト
の展示・販売会を開催する。

5,959,000

中小企業に対する高年
齢者雇用サポート事業
（№27）

高年齢者の継続雇用を円滑に行い、戦力とし
て人材活用するための方策などに関するセミ
ナーを開催する。

2,828,000

中小企業のための外国
人材採用支援事業
（№28）

企業の海外展開やインバウンドビジネス強化
等に伴い、高度な知識や技能を有する外国人
留学生及び外国人材の採用に意欲の高い中小
企業を支援するための事業を展開する。

2,222,000



府施策
連携

４－１．地域活性化事業一覧 大阪商工会議所

事業名 概要 金額（円）

○

○

中小企業のためのビジ
ネス講演会
（№33）

中小企業が当面する経営課題の解決や経営力
の向上などに資するテーマに焦点を当てた講
演会を開催し、時宜に適した情報を提供す
る。

41,359,500

大阪勧業展
（№34）

大阪府内すべての商工会議所・商工会が取り
組む多業種型の総合展示商談会を開催する。

36,786,590

クラウドファンディン
グ活用サポート事業
（№31）

クラウドファンディングを活用するために必
要な基本情報を提供するセミナーと、プロ
ジェクト起案に向けて具体的なアドバイスを
行う個別相談を実施する。

1,131,200

経営革新関係事業
（№32）

「経営革新計画」の概要やメリット、手続き
についての解説や先進事例を紹介するセミ
ナーを開催し、同計画に取り組む企業を増や
すとともに新規事業の立ち上げを支援する。

1,111,000

買いまっせ！売れ筋商
品発掘市
（№37）

大手流通業及び海外企業への販路開拓・拡大
を切望する中堅中小・零細の製造・卸売業を
支援する商談会。一般的な見本市とは逆で、
買い手となる大手流通業のバイヤーがブース
を構え、そこに、売り手となる中小企業が商
品等を持参し直接売り込みを行う。

10,998,900

町工場ネットワークの
構築事業
（№38）

機械・金属関連の中小企業・小規模企業者を
対象に、協業網の強化拡充を図る交流会や大
手・中堅メーカーなどとの受発注商談会、課
題解決のためのセミナーなどを実施する。

10,642,875

商店街ショッピング
ツーリズム振興と個店
の集客支援事業
（№35）

商店街の近隣のみならずより海外も含め広域
からも集客できるよう、観光・ショッピング
ツーリズムをキーワードに、特に、訪日外国
人や若者、子育て世代の誘致を目的にした商
店街振興事業を展開する。

17,119,500

小規模事業再生サポー
トセンター事業
（№36）

中小企業・小規模事業者を対象に、資金繰り
難への対応、融資条件の見直しやその後の経
営安定化、さらには整理・清算のための支援
などを行う。

11,173,125

ＡＩやＩoＴ、機能性素材等、ファッション産
業と他分野との連携の場を提供し、新たな
ファッション製品や独創的なファッションビ
ジネスを創出する動きを支援する。加えて、
目まぐるしく動く最新情報や事例を紹介す
る。

5,454,000

ザ・ベストバイヤーズ
（№39）

大手流通業などから バイヤーらを招へいし、
事前マッチングを行ったうえで時間予約制の
個別商談会を開催する。

7,272,000

販路・取引先開拓マッ
チング事業
（№40）

販路開拓支援や仕入先紹介を希望する中小企
業・小規模事業者に対し、企業や業界団体・
関係機関の紹介、専門相談（営業・マーケ
ティング相談）窓口と連携したアドバイスな
どを通じ、具体的なBtoBのビジネスマッチン
グを促進する。

6,666,000

大阪ファッション産業
振興フォーラム
（№41）



府施策
連携

４－１．地域活性化事業一覧 大阪商工会議所

事業名 概要 金額（円）

○

うち府施策連携事業

大阪食彩ブランド事業
（№42）

「食の都・大阪」のブランドイメージ向上を
図るための都市プロモーション事業、ならび
に「食の都・大阪」を支える食関係産業（飲
食店など）の振興事業を実施する。

2,537,625

158,239,330

事業継続計画（ＢＣ
Ｐ）策定支援事業

大阪府商工会連合会（幹事）の事業計画書参
照

75,750

観光産業への新規参
入・販路拡大支援
（№47）

好調なインバウンドの趨勢や観光産業が一大
成長分野と叫ばれる状況下、「ツーリズム
EXPOジャパン2019大阪」に大阪商工会議
所特別ブースを構え、在阪企業の同イベント
への出展、来場者や参加バイヤーとの商談等
を通じた販路開拓を支援する。

963,000

ファッショントレンド
セミナー
（№45）

ファッショントレンドを中心に、業界の市場
動向を解説し、商品開発や販売促進に役立つ
情報を提供する。

1,212,000

Ｍ＆Ａ市場
（№46）

大阪府内でＭ＆Ａニーズを持つ事業者、特に
「成長戦略としてのＭ＆Ａ」に関心のある中
小・若手企業を主対象にセミナーを開催し、
Ｍ＆Ａの進め方・メリット・留意点などを理
解してもらうとともに、Ｍ＆Ａ市場を通じて
具体的なＭ＆Ａ支援を行う。

1,212,000

専門家連携型経営相談
交流会
（№43）

中小事業・小規模事業者の課題解決に資する
「専門家派遣」の利用促進を図るため、セミ
ナー形式の制度紹介と交流会を開催する。交
流会では、参加事業者がそれぞれの経営課題
の解決にふさわしいパートナーを見出してい
ただけるよう、各種専門家との相互理解を促
す。

1,666,500

中小企業の生産性向上
支援事業
（№44）

深刻な人手不足に悩む、中小企業の生産性向
上を「製造現場の効率化」と「人事戦略」の
２つの側面から支援する。

1,515,000



○

○ (a)府施策連携  (b)広域連携  (c)市町村連携  (d)相談事業相乗効果

４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 中小企業のためのデザイン活用促進事業 新規/継続 継続

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

中小企業、特に小規模事業者は、優れた商品開発力を持ちつつも、それをどのよ
うに活かし、どうすれば新商品開発や経営改善につなげることができるかが分から
ないため、大企業に後れをとる、あるいは大企業のOEMや下請け生産に甘んじざる
を得ないケースが多い。本事業は、こうした事業者が「自社ブランドの売れ筋商
品」を開発し、それらを大手ブランドの商品に引けを取らない主力商品として育て
ていくことで経営を安定化させ、さらなる成長軌道に乗っていくために、「デザイ
ン」を切り口にその活用の方向性をや可能性を見い出すための「気づき」与えるこ
とを目的とする。

支援する対象
（業種・事業所数等）

「商品企画・開発に際してデザイン活用に関心があるがその方法が分からない」
「経営の安定化や成長のために何らかのヒントをつかみたい」などと考えている中
小企業・小規模事業者

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

新商品を開発・販売し、それを通じて経営の安定化や成長を図りたいと考える中
小企業・小規模事業者は多いが、そのための「デザイン活用」の重要性や具体的な
進め方についての認識はまだまだ低い。本事業は、浮上のヒントを求めている事業
者に対し、「デザイン」を切り口にその活用の方向性や可能性に「気づく」ヒント
を与えるものであり、その潜在的ニーズは高いと思われる。実際、2018年度の
「デザイン活用研究会」では、目標を大幅に上回る企業の参加申込を受け、定員
オーバーのために参加できない事業者も続出するほどであり、その関心の高さ、企
業ニーズの高さを裏付ける結果となっている。

想定する実施期間 2018 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

【2018年度】
「大商デザイン活用研究会」
＜第1回＞9月21日（金）59社（支援企業数）／OIDC個別デザイン相談：6社
＜第2回＞10月17日（水）41社／OIDC個別デザイン相談：3社
＜第3回＞11月15日（木）43社／OIDC個別デザイン相談：3社
＜第4回＞12月13日（木）41社／OIDC個別デザイン相談：4社

反省点

当初の予想を大幅に上回る事業者の参加があったことは、事業者のデザインに対
する関心や、企業経営にかかる問題意識が相当高いことを示したものであった。特
にコーディネーターが、数多の実績に裏打ちされた高い実力と巧みな話術で多くの
参加者にデザインや新商品開発への「気づき」を与えることができ、所期の目的を
高いレベルで達成できた。一方、限られた時間で盛りだくさんの内容であったこと
から、伝える側（講師、コーディネーター）と受ける側（参加事業者）双方に「時
間不足で伝えきれなかった」「もっと聞きたかった」などの感想が寄せられた。次
年度は、例えば交流パーティの時間を講演やグループ討議に振り替えるなど、時間
を有効に使える工夫を行い、伝え手と受け手の双方が満足できる研究会を目指す。

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこ
で・

何を・
どのよ

う
にする
のかを
明確に)

人材育成型 ◆「大商デザイン活用研究会」＜人材交流型＞
【時期】2019年9月頃～2020年2月頃（年4回）
【時間】午後の3時間程度
【対象】各回中小企業者32社程度
【テーマ・内容（案）】
・毎回異なるテーマ（１回完結型）で、成功事例を持つ中小企業者をゲストに迎え
て講演を聞く。
・4人1グループで毎回コーディネーターの出す課題への取組やグループ間の交流を
通じ、デザイン活用による新商品開発、そして経営改善につながる「気づき」を与
える。
・コーディネーターによるまとめ、他
【講師・コーディネーター】A氏
【その他】毎回、大阪府産業デザインセンター（OIDC）の個別デザイン相談を開催
し、希望者をOIDCにつなぐことで、大阪府の施策と連携する。

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）

府施策連携商10番（デザイン、マーケティング、コンテンツ等の活用による、地域
中小企業支援事業）
(ａ)本事業は、大阪府産業デザインセンター（OIDC）と連携して実施する。

中小企業のためのデザイン活用促進事業（№1） 



４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 中小企業のためのデザイン活用促進事業 新規/継続 継続

社

円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

計 円

円

円

○ (a)府施策連携  (b)広域連携  (c)市町村連携  (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円） 　

代

円

円

円

円

円

事
業
の
目
標

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒

回ごとにテーマを設定し、それぞれ32社
［募集方法］デザイン性に優れた案内状を作成し、大商ニュース封
入や各種セミナー・講演会等の資料に同封する。HP、メールや
FAXでの案内も行う。必要に応じ、大阪府経営支援課や大阪府産
業デザインセンター（OIDC）の協力も得る（メール案内、案内状
配布など）。

128

支援対象企業の
変化

新商品の開発・販売に向け、「デザイン活用」について知識を深めるとともに、
その方向性や可能性へのヒントをつかみ、デザイン性に優れた商品の企画・開発お
よび販売促進を通じた経営改善に向けた意識の啓発を図る。

指標①
研究会で得た知識や情報が商品企画・開発や販
売促進に役立つと回答した割合

数値目標 80%

指標②
大阪府産業デザインセンター（OIDC）の個別相
談につなげた事業者数

数値目標 8社

その他目標値

目標値の内容⇒

0

5,171,200

標準事業費

40,400 128 1.0 5,171,200

0

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数

負担金の積算

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

算 出 額

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担

【備考】

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

算定基準
（行が足りない場合
は、⇒の行に挿入）

5,171,200

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

5,171,200 1.00 5,171,200 0

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説
明する代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

中小企業のためのデザイン活用促進事業（№1） 



○

○

○

４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 開業サポート事業 新規/継続 継続

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

「大阪の成長戦略」では、創業・ベンチャーや新事業に挑戦する企業に対する支
援の一方策として、有望な起業家の発掘支援が挙げられている。その内容に沿い、
大阪での開業・創業を支援するため、本事業を実施する。

具体的には、①創業や開業に関心を持つ方を対象に、創業に必要な情報を提供す
るセミナーや先輩創業者から体験談を話してもらう講演会を開催し、創業への取り
組みを後押しする。②集中講義方式の創業講座を開催し、参加者それぞれの創業準
備を参加前に比べレベルアップさせる。また、③本商工会議所に寄せられた優秀な
ビジネスプランに対し、大阪府の大阪起業家スタートアップ事業「ビジネスプラン
コンテスト」への推薦を前提に、ハンズオン支援によるブラッシュアップを行う。

支援する対象
（業種・事業所数等）

大阪での創業・開業を目指すものの、ノウハウがなく具体的な進め方が分からな
い創業予備軍（会社員や主婦、学生等含む）、創業予定者、創業間もないため事業
経営を学びたい方、事業承継予定の方など

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

本商工会議所の経営相談室では年間100件以上の創業相談に応じており、それら
は開業直前のものが多い。潜在的な起業希望者はさらに多くいると想定される。

想定する実施期間 2015 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

【2018年度】
①創業セミナーを２回開催、支援企業数101社
②集中講座として大商開業スクール（５回コース）を開催、支援企業数30社
③ハンズオン支援は1社実施

反省点

8月の講演会は平日夕刻～夜に実施。創業予備軍の参加を数多く得ることができ、
開業スクールの集客にもつながった。一方、7月のセミナー、開業スクールは募集期
間が短かったこともあり、集客に苦戦した。募集期間を長めに設定するとともに、
創業窓口利用者への働きかけを強化するなどし、集客増に努める。

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこ
で・

何を・
どのよ

う
にする
のかを
明確に)

人材育成型

＜創業希望者へ向けたセミナー＞　人材育成型
創業に関心を持つ方、もしくは将来創業を考えている方に対し、創業関連情報を

提供するセミナー、および先輩創業者の講演会（下記集中講座のプレセミナー）を
開催し、創業に役立つ情報提供を行う。セミナーは6～7月頃、講演会は8～9月頃
に開催予定。

＜創業支援の集中講座（5回コース）＞　人材交流型
創業に向けて準備中の方や創業後まもない方、将来創業したいと考えているが事

業運営のノウハウがない方などを対象に、創業にあたっての基礎知識の習得をはじ
め、個々のビジネスプランの作成からブラッシュアップまでを支援するとともに、
講師と受講生、受講生同士の交流を促進する。9～10月に開催予定。

個別の相談に対しては、創業の専門相談窓口と連携して対応し、融資希望の案件
は府制度融資「開業サポート資金（地域支援ネットワーク型）」などの公的融資に
つなぐ。

セミナー、集中講座とも、募集期間を十分確保するとともに、創業窓口利用者へ
の働きかけを強化するなど、集客増に努める。

＜大阪府スタートアップ事業「ビジネスプランコンテスト」への推薦を前提とした
個別支援＞　ハンズオン型

本商工会議所の創業相談や経営相談利用者、集中講座受講生などによる優秀なビ
ジネスプランに対し、大阪府のスタートアップ事業「ビジネスプランコンテスト」
への推薦を前提に、さらなるブラッシュアップを図るためハンズオン支援を行う。

具体的には、専門相談などで専門家の指導を受けつつ、経営指導員の伴走支援に
より事業計画に磨きをかける。また、コンテストの求める基準に応じた資料作成支
援やプレゼンテーション指導も必要に応じて行う。

創業希望者は年間を通して相談や支援希望を寄せてくるため、ホームページや連
携機関等を活用してタイムリーに情報発信する。情報を希望する方には継続的に
メール配信等を行い、セミナー、集中講座、個別支援、融資紹介、創業へと、それ
ぞれの段階に応じた伴走支援を実施する。

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

開業サポート事業（№2）



４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 開業サポート事業 新規/継続 継続

○ (a)府施策連携  (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

社

円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

計 円

円

円

○ (a)府施策連携  (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円） 　

代

円

円

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）

府施策連携商９番（起業家の育成、創業の促進）
(a)大阪府商業・サービス産業課新事業創造グループと連携し、金融機関等との地域
金融支援ネットワークを通じて、また大阪市の協力を得て、広く府内へ事業をPRす
る。融資面では府制度融資「開業サポート資金（地域支援ネットワーク型）」など
公的融資へつなぐ。優秀なビジネスプランについては「大阪起業家スタートアップ
事業」への推薦を前提に、さらなるブラッシュアップを図るため個別支援を実施す
る。
(c)大阪市の創業支援事業計画に参画し、大商開業スクールを特定創業支援事業とし
て実施するとともに、大阪市のメール配信等で事業PR協力を受ける。
(d)また、本事業参加中あるいは参加後の創業の個別相談に対応することで、相談事
業と連携する。

事
業
の
目
標

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒

①セミナー100社、②集中講座30社、③ハンズオン支援2社
［募集方法］大商ニュースやホームページでの告知、関係機関を通
じたチラシの配布など132

支援対象企業の
変化

指標③ 個別支援により事業計画を作成した社数 数値目標 2社

その他目標値
目標値の内容⇒

セミナーに参加することで、創業に役立つ知識を得るとともにモチベーションが
高まる。また、具体的な創業準備として集中講座への参加を通じ、創業に関する知
識や理解が深まり、事業計画が参加前よりレベルアップする。優秀なプランに対し
個別支援によりブラッシュアップを図る。

指標① セミナーで役立つ知識を得たと回答した割合 数値目標 80%

指標②
集中講座で事業計画が参加前よりレベルアップ
したと回答した割合

数値目標

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

標準事業費

20,200 100 1.0 2,020,000

40,400 30 1.5 1,818,000算定基準
（行が足りない場合
は、⇒の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数

101,000 2 1.0

②受益者負担 162,000 負担金の積算
スクール受講料
5,400円×30人

80%

202,000

4,040,000

4,040,000

【備考】
当該事業の参加者は、大阪府内での創業や府内に新たな事業所を設けるため、もしくはかかる情報収集が

目的であり、大阪府内の創業や新規事業所の立ち上げを促進する観点からも、府外の個人や事業者、並びに
大企業勤務者も支援対象に加える必要性が認められる。

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説
明する代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

算 出 額

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

4,040,000 1.00 3,878,000 162,000

①市町村等補助 交付市町村等

開業サポート事業（№2）



○

○

○ (a)府施策連携  (b)広域連携  (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 モノづくり企業支援事業『モノづくりの技、伝えます』 新規/継続 継続

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

大阪府では『おおさかものづくり優良企業賞』の表彰などにより中小製造業の販
路開拓を応援しているが、受賞企業を含め中小製造業では、優れた技術や製品を生
産しているにもかかわらず、日々の業務に忙殺され、また人材不足などの要因もあ
り、なかなかＷＥＢサイトや動画などを活用したタイムリーな広報活動に手が回ら
ないことが多い。

そこで当事業では、受賞企業を含め、自社製品や技術ＰＲを希望する府内中小事
業者に、インターネット上での動画活用を主眼としたＰＲノウハウを学んでもら
い、ものづくり企業を対象としたＷＥＢサイトを活用した販路開拓を行うととも
に、意欲的な事業者の中から同賞への応募企業の開拓につなげる。

支援する対象
（業種・事業所数等）

「大阪ものづくり優良企業賞」受賞企業および、同賞に関心がある、もしくは同
賞への応募の可能性のある大阪府内のものづくり中小企業

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

これまで実施した受賞企業の「モノ技動画」の撮影が対象となった事業者に非常
に喜ばれたことで分かるように、自社で動画を使った自社ＰＲを効果的に行える中
小企業は数少ない。大阪商工会議所が事務局を務める「ザ・ビジネスモール」のう
ち、製造業を対象とした「ＢＭファクトリー」には事業所登録が２万７千社以上あ
るが、動画をリンクさせている件数は９月２０日現在で３５７件（１社複数件数登
録可能）にとどまる。他方、９月の本事業の動画活用セミナーには応募定員を上回
る応募があり、意欲の高さをうかがわせる。

想定する実施期間 2015 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

201５年から３年間、『大阪ものづくり優良企業賞』受賞企業を含む30社の動
画を作成し、販路開拓・拡大を支援した。201８年度は自社での動画作成支援に切
り替え、９月、10月、11月に動画作成のセミナー・交流会を開催し、定員を上回
る申込みで各々43人、40人、40人が参加した。Web Knowledge Xpoへの動画
掲載は11月15日現在で11社。また、支部事業ＰＲちらし7千枚以上の配布による
大阪ものづくり優良企業賞の募集周知を行った。

反省点
動画作成への関心は高く、募集締切後にも問合せが多かったので、次年度は内容

をさらに充実させ、より多くの参加者を対象に開催したい。

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこ
で・

何を・
どのよ

う
にする
のかを
明確に)

人材育成型

企業ＰＲ、特に製品や技術ＰＲに焦点をおいたものづくり企業の販路開拓支援を
行う。

また、その活動を通じて自社のものづくり技術を再確認させ、自社ＰＲや販路開
拓の一環として『大阪ものづくり優良企業賞』への応募企業の開拓につなげる。

【人材交流型】
○動画作成・活用等の自社ＰＲや『大阪ものづくり優良企業賞』について学び、参
加企業同士で交流する企業は７５社
○地元工業会等とも連携して広く募集を行い、自社製品や技術ＰＲに意欲的な事業
者を集める。
○『大阪ものづくり優良企業賞』募集期間には、同賞の応募を主眼とした内容とす
る。
○既に受賞した事業者の参加も可能とし、過去の動画活用を進められる内容も盛り
込む。
○交流により参加者間での学び合いや協力などを促すことが期待できる。
○開催時期および回数：通年で３回程度とし、初回は同賞募集期間中の５月を予
定。
【販路開拓型】
○動画を活用して販路開拓に取り組む事業者は30社
○既に受賞した事業者をはじめ、実際に動画作成あるいは既存動画の活用を進める
企業に対し、自社ホームページのみならず、本商工会議所が事務局を務める企業情
報サイト「ザ・ビジネスモール」内での製造業向け取引支援サービス「ＢＭファク
トリー」や（一社）日本技術者連盟の「Web Knowledge Xpo」などのものづくり
企業に特化したＷＥＢサイトへ「おおさかものづくり企業」として特集出展を行う
など、複数のサイトを利用し、おおさかのものづくり企業の技術ＰＲを集合的に図
ることで、販路開拓・拡大へつなぐ。

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）

府施策連携商21番（ものづくり優良企業賞応募企業の発掘）
(a)大阪府商工労働部中小企業支援室ものづくり支援課と連携し、事業実施、周知・
広報を行う。また、事業実施を通じて、「大阪ものづくり優良企業賞」への応募企
業の発掘に寄与する。(d)相談指導先に巡回・参加勧奨を行うとともに、事業実施後
のアンケートにおいて相談支援ニーズのある企業については、経営課題の把握や先
方のニーズに応じた相談支援を行う。

モノづくり企業支援事業『モノづくりの技、伝えます』（№3）



４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 モノづくり企業支援事業『モノづくりの技、伝えます』 新規/継続 継続

社

円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

計 円

円

円

○ (a)府施策連携  (b)広域連携  (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円） 　

代

円

円

円

円

円

事
業
の
目
標

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒

○人材交流型：75社
○販路開拓型：30社

105

支援対象企業の
変化

指標③
交流会参加企業：『大阪ものづくり優良企業
賞』への応募を検討したいと回答した企業数
（受賞企業が参加していることを加味）

数値目標 5社

その他目標値

目標値の内容⇒

自社・製品・技術ＰＲ方法としての動画活用について学び、自社での動画制作に
取り組む意欲を持たせるとともに、実際に動画を作成済みの事業者には、ものづく
り企業に特化したＷＥＢサイトを活用することで販路開拓につなげるとともに、大
阪ものづくり優良企業賞の事業PRに寄与する。

指標①
交流会：アンケートで「動画の活用を検討す
る」あるいは「今回得た知識を今後活用した
い」と回答した企業割合

数値目標 80%

指標②
販路開拓：自社動画のものづくりＷＥＢサイト
でのＰＲにより販路開拓に役立った、もしくは
今後役立つと思われると回答した事業者数

数値目標 20社

0

4,545,000

4,545,000

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

標準事業費

40,400 75 1.0 3,030,000

50,500 30 1.0 1,515,000

算定基準

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数

4,545,000 0

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 負担金の積算

【備考】

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説
明する代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

算 出 額

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

4,545,000 1.00

モノづくり企業支援事業『モノづくりの技、伝えます』（№3）



４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 BCP支援事業 新規/継続 継続

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

2018年６月に「大阪府北部地震」が発生し、最大震度6弱を記録した。また９月
には台風21号が25年ぶりに「非常に強い」勢力で日本に上陸し、近畿地方を中心
に大きな被害をもたらした。今後も南海トラフ地震、巨大台風による風水害等甚大
な被害を与える大規模災害の発生が予想されている中、災害後に事業を継続するた
めのBCP策定に対する重要性は高まっているが、中小企業の対策は十分とは言えな
い状況にある。現状ではこうした大災害等が発生すれば、多くの中小企業の経済活
動が大きな打撃を受け、地域経済全体に深刻な悪影響を及ぼすことが懸念される。

また、中小・小規模企業を取り巻く新たなリスクとして、サイバー攻撃の急増・
巧妙化が懸念される。中小・小規模企業はサイバーセキュリティーへの意識や対策
が十分でない場合が多く、被害にあうと、情報漏えいによる信用失墜、業務の停
止、賠償支払い等により、事業継続上の重大な危機を迎えることになる。そこで、
BCPという観点から、サイバー攻撃や被害の最新動向の把握、意識・知識の向上、
ソリューション商材等による対策の実践を促進することにより、事業に与える影響
を最小限に止めることを目的とする。

支援する対象
（業種・事業所数等）

大阪府内の中小企業・小規模事業者、災害対策、サイバーセキュリティやBCP策
定について関心のある事業者（経営者、情報システム担当者）

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

阪神淡路大震災において被災した企業の震災前と10年後の売上げの状況を比較し
たところ、その69％の企業が「減少している」と回答しており（2005年1月：中
小企業診断協会兵庫県支部アンケート調査）、企業にとって何らかの災害対策・
BCP策定が必要であることがわかる。

2015年3月に発表された大阪府の「新・大阪府地震防災アクションプラン」にお
いては、2015年度から2024年度の10年間で取り組む3つのミッションの中の１
つとして「『大都市・大阪』の府民生活と経済の、迅速な回復のための、復旧復興
対策」があげられており、その中で「中小企業に対するBCP等の取組み支援」は重
点アクションとなっている。また、その具体的な内容としては「地震発生後に中小
企業における中核事業の維持や早期復旧が可能となるよう、地域経済団体と連携し
たＢＣＰの策定支援やセミナーの開催等の支援策を充実させる。」と表現されるな
ど、大阪府においても中小企業のBCP策定支援を重視する姿勢が明らかにされてい
る。

また、五輪や万博に向け、サイバー攻撃の増加と巧妙化は必至であり、とりわけ
IoT化進展により攻撃対象物自体も増加傾向にある（情報通信研究機構によると
2015年から17年でIoTを狙った攻撃は5.7倍増）。本商工会議所が17年に実施し
た調査 によると、中小企業においてサイバーセキュリティー対策が進んでいない実
態が明白化した（回答した企業の68％）。中小・小規模事業者がサイバー攻撃を受
けると事業継続ができなくなるケースも十分発生しうる。よって、これら事業者向
けの意識・知識を更に高める場、具体的行動を促進する簡便・安価なソリューショ
ン商材の情報提供の場、情報システム担当者同士の情報交換の場などが求められて
いる。

想定する実施期間 2012 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

2018年度は、10月5日に「地震や水害から学ぶ事業継続計画（BCP）セミ
ナー」を開催し、101人（支援企業数91.5社）が参加した。1～3月に「サイバー
セキュリティセミナ－」(仮題)を開催する予定。

また、6月14日にセミナー「サイバー社会の脅威とリスク」を開催し、75人（支
援企業数43社）が参加した。11月26日にはセミナー「デジタルトランスフォー
メーションとサイバーセキュリティ」を開催し、32人（支援企業数23.5社）が参
加した。

反省点

中小企業・小規模事業者にとって高いハードルとなる詳細な現状分析、計画作成
から入るのではなく、たとえば巨大地震や大型台風による風水害や、急増するサイ
バー攻撃への対策として、中小企業・小規模事業者に何ができるのかという、身近
で取組みやすい具体的な内容のセミナーを通じて、集客力のアップを図るととも
に、中小企業・小規模事業者がＢＣＰに取組む意識を高めている。

また、サイバーセキュリティにつき、意識改革は十分図れたと思われるが、立
案・再検討もしくは具体的行動を実践すると意思表示した企業数は6社（受講企業の
14%）にとどまった点。具体的行動が前進しない理由の一つとして、セキュリティ
関係の商材・サービスやその相場感などに係る提供不足が考えられる。

BCP支援事業（№4）



４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 BCP支援事業 新規/継続 継続

○

○ (a)府施策連携  (b)広域連携  (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

社

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこ
で・

何を・
どのよ

う
にする
のかを
明確に)

人材育成型
【中央支部】
①中小・小規模企業向けのBCPセミナーとして、BCPセミナー、サイバーセキュリ
ティセミナーを開催する。
（内容）BCP策定の必要性を認識し、導入に向けてモチベーションを高めるため、
具体的な災害対策、サイバーセキュリティの紹介や、ＢＣＰ作成ノウハウ、いかに
して事業継続するかといった視点でのセミナーを、外部機関との共催を含め数回実
施する。
（開催場所）大阪商工会議所会議室ほか

なお、大阪府商工会連合会のBCP策定支援プログラムと連携して、上記セミナー
参加者の内、希望者にBCP策定支援プログラムを紹介し、ＢＣＰ策定を促す。

【経営情報センター】
②企業の経営者や情報システム担当者を対象に、サイバーセキュリティー（情報セ
キュリティー含む）の知識や最新情報、簡便・安価な対策方法（ソリューション商
材の紹介含む）、情報システム担当者同士の情報交換の機会となるようなセミナー
を行う。サイバーのみならず自然災害のリスクと対策もBCPの観点から解説する。

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）

府施策連携商４（BCP・BCMの普及促進）
(a)大阪府が推薦する大阪商工会連合会のＢＣＰ策定支援事業及びＢＣＰガイドライ
ンの紹介を通じて参加者にＢＣＰ策定を促す。D-FAX、メール配信、HP等の掲載
と、過去の支援先への巡回による参加勧奨を通して、広く府内事業所に参加をよび
かける。関連団体と連携し、サイバーセキュリティーの最新状況の把握や共同での
事業の普及啓発を行う。
(d)セキュリティー対策相談の内容によって、相談事業と連携する。

事
業
の
目
標

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒

【中央支部】
①中小・小規模企業向けのBCPセミナー　70社
【経営情報センター】
②情報セキュリティー対策セミナー　50社
　メール配信、D-FAX、HPの掲載、関係団体を通じたちらしの配
布等を通じて広く参加をよびかける。

120

支援対象企業の
変化

【中央支部】
①セミナーへの参加企業は災害対策、サイバーセキュリティやBCP策定について、
何らかの対応が必要だと感じる。
【経営情報センター】
②サイバー攻撃・セキュリティの最新動向、必要な対策の方向性やプロセスに係る
意識・知識が高まる。

指標①
災害対策、サイバーセキュリティやBCP策定・
改善の必要性を感じた・何か取り組まないとい
けないと考えた事業者の割合

数値目標 80%

指標②
サイバー攻撃・セキュリティに係る最新動向、
必要な対策の方向性やプロセスに係る意識・知
識が高まったと回答した割合

数値目標 80%

その他目標値
目標値の内容⇒

BCP支援事業（№4）



４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 BCP支援事業 新規/継続 継続

円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

（小計） 円

計 円

円

円

○ (a)府施策連携  (b)広域連携  (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円） 　

代

円

円

円

円

円

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

算定基準
（行が足りない場合
は、⇒の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

算 出 額

①市町村等補助 交付市町村等

標準事業費

20,200 70 1.0 1,414,000

20,200 50 1.0 1,010,000

②受益者負担 負担金の積算

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

2,424,000

2,424,000

2,424,000 1.00 2,424,000 0

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説
明する代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

【備考】

BCP支援事業（№4）



○

○ (a)府施策連携  (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 大阪南エリア販路創造支援　－あべの天王寺サマーキャンパス－ 新規/継続 継続

想定する実施期間 2014 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

支部での経営相談や事業所訪問を通じて、中小事業者の売上不振や顧客減少など
業況が厳しいとの声が多い。サマーキャンパス事業実施後の参加店舗アンケート調
査などにより、「来店者が増えた」「お店のＰＲ、商品のＰＲに役立った」「売り
上げが上がった」との回答割合は2014年度45％、2015度58％、2016年度
60％、2017年度72％と本事業実施に対する期待は年々高まっている。

実施内容・
実績数値

【2017年度】
開催日：8月19日（土）～20日（日）
支援企業数：275社
【2018年度】
開催日：8月25日（土）～26日（日）
支援企業数：30１社

反省点

人材育成型

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

事
業
の
概
要

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入 職業体験プログラムの数を増やしたほか、集客イベントを強化することで当事業

全体への誘客を増やすことができたが、近隣店舗の販促効果の向上と事業の質の向
上を意識した事業になるよう、体験プログラムの見直しや体験プログラム参加者の
近隣店舗利用促進を高めるような工夫を加えたガイドブックとするなど、さらなる
ブラッシュアップに取り組む。

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

阿倍野・天王寺2区の人口は増加（2008年173,476人⇒2014年183,346
人）し、大型商業施設が新設されているものの、そのチャンスをうまく捉えること
ができず中小店舗の業況は依然として厳しい。地域の小学生などファミリー層に対
して、中小事業者が職業体験の場を提供することによって新規客を誘引し、店舗の
販路拡大や売上増加の支援を目的とする。実施にあたっては、大阪デジタルコンテ
ンツビジネス創出協議会（ODCC）と連携する。

支援する対象
（業種・事業所数等）

　阿倍野・天王寺ターミナル周辺の中小事業所

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこ
で・

何を・
どのよ

う
にする
のかを
明確に)

4月　 ODCCとの連絡調整
　　　地元関係者等と実施時期の検討・調整
　　　事業概要の決定・体験プログラム実施施設への参加勧誘を開始。
　　　体験プログラムの拡充を図る。
         ODCCと店舗との連携内容を調整する。
5月　参加店舗募集開始。
　　  「当事業の活用の仕方」や「成功事例」等を紹介し、個別店舗へ参加を勧誘す
　　　る。
6月　参加店舗確定、印刷物を発注する。
7月　案内チラシ、ポスターの完成。体験プログラム店舗で広報を開始する。
　　　小学校など学校を通して案内チラシを児童に配布する。
　　　地下鉄駅で案内チラシを配布する。区役所で案内チラシを配布する。
8月　ガイドブックが完成。8月下旬、事業実施。
10月　ODCCと連携し、次年度に向けた事業提案・企画を検討する。

独自提案型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）

府施策連携商10番（デザイン、マーケティング、コンテンツ等の活用による、地域
中小企業支援事業）
(aODCCと協働して実施する。具体的内容は次のとおり。①子供向け職業体験等の
ワークショップを実施し、新規顧客の獲得を支援する。②SNSやWEBサイト等によ
る販路拡大や本事業の効果持続を図る。③デザイン・クリエイティブ系の大学・専
門学校等学生の人材育成のため、産学連携の協働取り組みを行う。
(c)区役所、教育委員会、小学校、幼稚園と連携して企画・広報を行うことで集客・
運営を強化する。
(d)参加店舗に対しては、店舗の魅力向上、販路拡大への支援、融資や資金繰りなど
の経営相談など本事業との相乗効果を狙う。

大阪南エリア販路創造支援（№5）



４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 大阪南エリア販路創造支援　－あべの天王寺サマーキャンパス－ 新規/継続 継続

社

円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

計 円

円

円

○ (a)府施策連携  (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円） 　

代

円

円

円

円

円

事
業
の
目
標

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒ 平成29年度実績275社、平成30年度実績301社

ちらしの配布、巡回指導などを通じて、阿倍野・天王寺ターミナル
周辺の店舗へ参加を募る。

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数 標準事業費

50,500 200 1.0 10,100,000

①市町村等補助 交付市町村等

0

0

10,100,000

200

支援対象企業の
変化

　個々の店や事業所のＰＲ、新規顧客の獲得、売上増、利益確保につながる。

指標
アンケートにて「来店者が増えた」「お店のＰ
Ｒ、商品のＰＲに役立った」「売り上げが上
がった」との回答の割合

数値目標 70%

その他目標値

目標値の内容⇒

商工会・会議所名

標準事業費 補助率

【備考】

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

算定基準
（行が足りない場合
は、⇒の行に挿入）

10,100,000

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

算 出 額
②受益者負担 負担金の積算

（①市町村等＋②受益者負担）

10,100,000 1.00 10,100,000 0

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説
明する代表団体に○）

配分額 役割（配分の考え方）

大阪南エリア販路創造支援（№5）



○

 (a)府施策連携  (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 中小企業の体質改善強化支援事業 新規/継続 継続

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

営業・販売力の強化、財務改善、人事労務問題（人手不足を含む）への対応、ビ
ジネス法務、税務対策など中小企業・小規模事業者の関心が高いテーマの講座・講
習会を開催し、大企業に比べて経営基盤が弱い中小企業・小規模事業者の経営体質
強化を支援する。

支援する対象
（業種・事業所数等）

　大阪市内の中小企業・小規模事業者（すべての業種が対象）

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

参加者には毎回アンケートを実施し、関心のある事項を調査・収集している。
2018年度、中小企業振興部経営相談室と各支部が共同して9月末までに実施した
「経営改善に向けた決算書の読み方・活かし方」「債権の管理と回収の実務講座」
「人手不足対策！中小企業の人事処遇と業務改善の仕組みづくり」、大阪弁護士会
と共催した「法律講演会」の参加者アンケートの結果は次の通り（回答者数743
人、複数回答）。

「人事・労務・人材採用」479件（29.4％）、「販路拡大・取引先開拓」299
件（18.3％）、「ＩＴ化・情報セキュリティ」197件（12.1％）、「助成金や施
策等の活用方法」184件（11.3％）、「税務・節税」168件（10.3％）、「融資
制度・資金繰り」124件（7.6%）、「後継者問題・事業承継」117件（7.2％）、
「消費税率引上げ・軽減税率導入への対策」62件（3.8%）

想定する実施期間 2011 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

2017年度は講習会を115回開催し、参加者数は3,336人、支援企業数は
3056.0社であった。「満足・やや満足」と答えた参加者は全体の96％で、満足度
は91であった。また、講習会で得た知識や情報を「今後の経営改善に役立てる」と
回答した参加者の割合は98％であった。

2018年９月末時点で46講座を開催し、参加者数は1,799人、支援企業数は
1,652.5社、満足度は91である。また、講習会で得た知識や情報を「今後の経営改
善や経営力向上に役立てる」と回答した割合は99％で、目標数値の90％を上回っ
ている。

反省点

2018年度（上半期）において、人事処遇の見直しにより人手不足対策につなげ
る方法や債権管理・回収実務などのセミナーを実施し、参加者から好評を得た。
2019年度においては、消費増税対策、働き方改革関連法の施行に向けた労務管理
の見直し、賃金・労働時間等の人事法務リスクへの対応、スマートフォンを利用し
た情報発信方法などを取り上げる計画である。

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこ
で・

何を・
どのよ

う
にする
のかを
明確に)

人材育成型
○営業・販路拡大、労務、税務・会計、法務など、中小企業・小規模事業者の関心
が高い分野・テーマに焦点を当て、経営に役立つ実務に即した内容の講習会を開催
する。特に、10月に予定されている消費増税への対策についても力点を置く。
○大阪市内５支部を中心として、年間のべ114回の開催を計画する（別添の開催計
画の一覧表を参照）。
　「経理・税務」22回、「経営一般」35回、「営業、販路拡大」15回、
　「ＩＴ」7回、「労務」20回、「法務」13回、「与信管理・金融」2回
○うち、7テーマ40回は中小企業振興部経営相談室と支部が共同で実施・運営し、
それぞれのテーマにおいて同一の講師が同一の内容で各支部にて開催する形態をと
る。また、うち72回は、支部ごとに地域的特性や中小・小規模事業者の関心が高い
テーマなどを勘案した内容の講習会を企画・運営する。さらに本部では、大阪弁護
士会と「法律講演会」を共催するほか、「モバイルPOSレジ活用セミナー」を開催
する。
○開催は、平日午後の2時間程度を基本とするが、夜間開催や出張開催も行うことな
どにより、参加企業の確保・拡大に努める。また、毎回、参加者アンケートを実施
し、ＰＤＣＡを通じてより参加者の満足度が高い講習会へと改善を図る。
○さらに、講習会の参加者で個別相談を希望される事業者には、経営指導員が巡回
し、課題発見と解決の支援にあたる。より高度専門的な経営課題については、専門
家と同行して課題解決を図り、カルテ化につなげるよう努める。

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）

(c)地元の区役所や経済・産業支援団体（産業会・工業会・納税協会など）と連携し
て広く参加者を募る。
(d)参加者アンケートにおいて相談ニーズが確認された事業者に対して、経営指導員
が経営課題が把握できるよう指導する。講習会講師との個別相談を希望する事業所
については、講師が希望企業を訪問するなどして具体的な経営改善につながるよう
指導を行う。また、日頃の経営相談支援先については、他の地域活性化事業への参
加を促す。

中小企業の体質改善強化支援事業（№6）



４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 中小企業の体質改善強化支援事業 新規/継続 継続

社

円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

計 円

円

円

 (a)府施策連携  (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円） 　

代

円

円

円

円

円

事
業
の
目
標

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒

○支援対象企業数は例年の実績を勘案して設定。
○参加者募集は主として、支部経営指導員による直接的な参加勧
誘、ウエブサイト掲載、メールマガジン配信、他の催事での開催チ
ラシの配布、会員企業などへのファックス送信などによる。2,642

支援対象企業の
変化

参加者自身の資質向上に役立たせるとともに、自社の経営課題を把握し、課題解
決に向けて能動的なアクションを起こすことができるよう支援する。

指標
講習会で得た知識・ノウハウ・ヒントを、今後
の経営改善や経営力向上に役立てると回答した
割合

数値目標 90%

その他目標値

目標値の内容⇒ 参加者アンケートで相談ニーズが確認された事業者に対して、巡
回などのフォローを行い、支援を実施した割合（既カルテ化企業含
む）10%

0

53,368,400

53,368,400

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

標準事業費

20,200 2,642 1.0 53,368,400

0
算定基準

（行が足りない場合
は、⇒の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数

26,684,200 855,000

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 855,000 負担金の積算 参加費＠5,000円×171人

【備考】

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説
明する代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

算 出 額

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

53,368,400 0.50

中小企業の体質改善強化支援事業（№6）



平成３1年度　中小企業の体質改善・強化支援事業　実施計画書

　 ①②③合計支援企業数 → 2,642 社

①共同開催講習会 →下記講座候補案から選択して目標支援企業数 860 社

北 東 中央 西 南

共同開催 新規 法務 6～7月 2 1 0 1 1
人事・労務トラブル防止のた
めの法務実務

－

解雇、賃金、労働時間問題のリスク管理や解
決策、労使トラブルの未然防止の方法につい
て、人事労務担当者や経営者に不可欠な知
識と実務を中心に解説する。

・債権回収、契約書、ITトラブル、人事法務等、講義可能なセミナー分野
が幅広いのが特長。
・人事法務分野では、平成28年度、4支部5日程にて開催。支援企業数
165.5社、満足度96.2。

対象：法務問題で悩みをかかえている事業者。
課題・問題点：法務上のリスク対応の整備がなされておらず、取引トラブルや訴訟リスクの可能性を抱えている。
期待される効果＝経営者が押さえておくべき法律の基本知識を習得し、トラブルを未然に防ぐ整備を行う。

80

共同開催 継続 ＩＴ 6～8月 2 1 1 1 1

集客アップを目指す！スマ
ホ向けHP・ブログの情報発
信術～訴求力あるHP・ブロ
グのつくり方～

－

HP、Facebookやブログを十分に活用できて
いない中小企業のために、自社の顧客・サー
ビスを見極め、売上アップにつながる効果的
なWEB発信の方法を解説する。

・HP、Facebook、ブログ、メルマガ、LINEを対象に、どのWEBサービスを
どのように使えば効果が出るのかを解説し、WEBを使った販路拡大の
方法に繋げる。
・H29年度は中島茂夫講師により、5支部6日程で開催し、支援企業数
200.5社、満足度94.1。水谷講師は、H30年度は5支部6日程で1-3月開
催。

対象：増税後で売上が低迷している事業者、WEBを使って集客したい事業者
課題・問題点：従来の営業方法の限界。WEB活用の知識の不足。
期待される効果：WEBの効果的な活用により、新たな販路開拓、新規顧客の獲得ができる。

145

共同開催 継続 経理・
税務

9～10月 2 1 1 1 1
経営に活かす決算書の読み
方

－

会社の決算書やキャッシュフローの見方か
ら、決算書分析を通じて自社の経営状態を把
握し、経営改善に活かす方法までを解説す
る。

・決算書とキャッシュフローの解説にとどまらず、経営改善につなげる方
法を解説。充実したプログラム内容が集客に繋がっている。支部独自ｾ
ﾐﾅｰで講義実績があり、わかりやすい。
・H30年度は5支部6日程で開催し、支援企業数203.5社、満足度89.7
点。

対象：中小企業経営者、小規模事業者。
課題・問題点：自社の経営状態の把握の必要性、経営分析の知識不足
期待される効果：経営者が決算書から自社の事業構造を再認識するなど、財務状態を把握し、経営改善に繋げ
る。

150

共同開催 継続 労務 10～11月 2 1 0 1 1
働き方改革に対応する賃
金・労働時間管理

－
最新の労働問題や各種労働法改正等に伴う
労務問題に対応するためのルール作りにつ
いて解説する。

・労務管理は例年ニーズが高い。
・大商専門相談員。本部の専門相談に繋げる。
・H30年度は4支部5日程で開催し、支援企業数150.5社、満足度92.1
点。
・H28-29年度、高年齢者雇用セミナーにて、高口講師とともに登壇の実
績あり。

対象：雇用問題に悩む小規模事業者、中小企業経営者。
課題・問題点：就業規則をはじめとするルール整備が不十分。
期待される効果：雇用問題に対応できるルール・就業規則を確立することで安心して働ける企業として信頼を得る
ことができ、過重労働に対する行政の監視強化等に対応する。

80

共同開催 継続
経理・
税務

11～12月 2 1 1 1 1
中小企業のための税務調査
の対応策

－

節税法や法人にかかる税金の知識を修得す
るとともに、税務調査の事前準備や適切な対
処法、追徴税への減額交渉法を具体的な事
例をもとに解説する。

・話し方がわかりやすく好評価。
・H29年度は5支部6日程で開催し、支援企業数205.0社、満足度91.3点
（H30年度は4支部5日程で11-12月開催）。

対象：小規模事業者、中小企業者。
課題・問題点：節税・減税対策への知識不足。
期待される効果：税制度を正しく理解し、適切な納税ができるようになるとともに、会社を守るための知識を修得す
る。

130

共同開催 継続 法務 1～3月 2 1 1 1 1
取引先とのトラブルを防ぐ契
約書実務～民法改正を踏ま
えて～

－
信用管理の基本である契約に関する基礎知
識や契約書の作成実務について解説する。

・大商専門相談員。本部の専門相談に繋げる。
・H29年度は5支部6日程で開催し、支援企業数199.5社、満足度86.7点
（H30年度は5支部6日程で11-12月開催）。

対象：訴訟リスクに悩む事業者。
課題・問題点：与信管理や取引のリスク対応の整備がなされておらず、不利な条件で契約している。
期待される効果：契約書終結の際の基本知識を習得し、取引のトラブルを未然に防ぐことができる。

130

共同開催 継続
営業・
販路拡

大
1～3月 2 1 1 1 1

新規顧客を獲得する商談の
コツと営業のしくみづくり

－

中小企業向けに、新規開拓のためのターゲ
ティングの選定、見込み客のフォローから、訪
問時のヒアリングやプレゼンテーションの効果
的な営業トークのやり方まで、顧客を増やす
方法を解説する。

・営業部隊を指揮する管理職や中堅営業担当者、経営者が対象。営業
のやり方を変えることで、売上アップを図る。
・鈴木講師はH30年1月、中央支部で支援企業数40.5社、満足度82.2。
同年、南支部でも実績あり（H30年度は5支部6日程で1-3月に開催）。

対象：売上が低迷している事業者。販路拡大のための営業戦略について知りたい事業者。
課題・問題点：従来の営業方法の限界。営業戦略の知識の不足。
期待される効果：営業戦略や顧客との関係づくりの基礎を理解し、顧客のニーズに沿った提案営業を取り入れるこ
とで、売上アップを図る。

145

14 7 5 7 7 860

②支部単独講習会 →下記講座候補案から選択して目標支援企業数 1,642 社

北支部 1 新規 経理・税務 1 2 平成32年度税制改正ｾﾐﾅｰ －
毎年改正される税制改正についてタイムリー
に解説する

過去に同テーマで別講師で開いていたものを講師変更する。当講師は
金融セミナーで３０年1月に当支部で登壇している。

対象：中小企業経営者、小規模事業者
期待される効果：改正内容を理解し対策へのヒントを提供する。 26

北支部 2 新規 経営一般 1 2
業務効率を上げる
整理収納１０ポイント

－
整理収納のコツを学び無駄なストレスをなくす
ことで業務効率を上げる

過去講演を350超実施しており、最近では30名募集のところ約100名が
参加を希望した例あり。

対象：中小企業、小規模事業者ほか
効果：気分よく働け生産性が上がる。顧客から信頼される。 26

北支部 3 継続 経営一般 1 2
（仮題）売れる商品開発に挑
戦！

－

失敗作からヒット製品になった事例紹介を中心
に自社製品を多面的に分析する方法を提案す
る。
知的財産とは何か、「知的財産＝発明などの
特許」の誤解を解き、その重要性を学ぶととも
に、企業のシーズをニーズに結び付ける発想
力と知財権保護の観点を習得する。

会議所会員で知財知識を活用した提案力を得意分野とするＩＴ化推進会
社

対象：中小企業者、小規模事業者
　　　（モノづくり中小企業の経営者層、製品・サービス開発の従事者）
効果：知財権を身近なものとして考え、保護することで今後のリスク軽減を図ることができる。

26

北支部 4 継続 経営一般 1 2
ＳＮＳとＷｅｂサイトを活用し
た販路拡大セミナー

－
ＳＮＳや動画を掲載したYouTubeと連動させた
ホームページ活用術を解説することにより、
販路拡大を支援する。

過去、東支部のものづくりフェスタや経営改善セミナーでの講演実績が
あり、十分な集客実績あり。

対象：中小企業経営者、管理職ほか
効果：ホームページ活用術を解説することにより、販路拡大に役立つ。 26

北支部 5 継続 経営一般 1 2
決算書とビジネスモデルから
考える経営課題の解決方法

－
決算書とビジネスモデルの分析による経営課
題の発見・原因分析と改善方法を丁寧に解
説する。

昨年度のセミナーにて相応の集客実績あり。
対象：中小企業経営者、管理職。
効果：自社の経営改善に役立てることができる。 26

北支部 6 新規 経営一般 1 2
健康経営の推進
社員と家族の心身の健康を
大切にするマネジメント

－
健康経営に取り組むことで、従業員の採用、
定着につなげ、地域でのイメージ向上となる
マネジメントを開設

今注目の健康経営を取り上げる。
対象：中小企業経営者、小規模事業者、人事担当者
効果：健康経営を導入することで、従業員の職場環境改善につなげる。 26

北支部 7 新規 経営一般 1 2
補助金申請、融資申込みに
役立つ！
事業計画書作成のポイント

－

補助金申請、融資申込み時に作成する事業
計画書の作成ノウハウを解説。
SWOT分析、市場分析、マーケティングなどの
視点など様々な切り口で挑む。

大阪中小企業診断士会セミナーで実績あり
対象：中小企業経営者、小規模事業者
効果：事業計画書作成の基本を学び、自社の訴求ポイントを見つけるとともに資金調達に役立てることができる。 26

北支部 8 継続 労務 1 2
労働法改正を踏まえた労務
関連セミナー

－
法改正や労務関連のタイムリーな内容を学
ぶ

社会保険労務士としての指導経験が豊富でセミナー講師としてはこれ
までテーマを変更しながら依頼を継続している。

対象：中小企業経営者、小規模事業者
効果：法改正の内容を学ぶことで各事業者の労務管理に役立つ。 26

北支部 9 継続
金融・与信

管理
1 2 不動産登記簿謄本の見方 －

不動産登記簿謄本の情報から、取引先の信
用情報を把握する方法を解説する。

過去に共同講習会講師をしており、北支部でも講師継続中。
対象：中小企業経営者、小規模事業者
効果：謄本の見方を学び信用情報の把握方法が身につく。 26

北支部 10 継続 労務 1 2
労務トラブル事例と事前回
避・解決の要点

－
無用な労務トラブルを回避し、解決するため
の実践的ノウハウを説明する。

講師選定中
対象：中小企業経営者、小規模事業者、人事担当者
効果：労務トラブルの実例に基づき、トラブルの事前回避及び解決手法を説明することで、受講事業所でトラブルの
ない健全な職場環境づくりに貢献する。

26

北支部 11 新規
営業・販路

拡大
1 2

動画を活用した企業ＰＲ（仮
題）

－
ホームページやＳＮＳで動画を活用して販路
開拓へつなぐ方法について解説する

講師未定
対象：中小企業経営者、小規模事業者、人事担当者
効果：動画を効果的に活用できる方策を学び、自社のＰＲに役立てられる。 25

北支部 12 新規
営業・販路

拡大
1 ２

キャッシュレス決済の仕組み
と個店での活用法（仮題）

－
次々新しい参入のあるキャッシュレス決済に
つい基本的な仕組みを学び自社での活用を
目指す

講師未定
対象：中小企業経営者、小規模事業者
効果：情報過多で迷っている事業者に、基本的知識と自社での取り組みの指針を得てもらう。 25

東支部 13 継続 労務 1 2
労基署に叱られない就業規
則の作り方とトラブル対応実
務

－
労働基準監督署への対応実務を学ぶととも
に、トラブルを未然に防ぐ就業規則の作り方
を学ぶ

経営情報センターで数多くの労務管理に関するセミナーの開催実績あ
り。法律論に偏らない実務を重視した解説が高い満足度につながって
いる。

対象：小規模企業の経営者、管理者
課題・問題点：労基署指導の厳格化、労務管理体制の未整備
期待される効果：労基署対応や労務トラブル防止に資する

18

東支部 14 新規 経営一般 1 2
小規模事業経営層向け課題
解決セミナー

－

変化の激しい時代の中で、今後さらに社会環
境の激変が予測される。そのような中で、小規
模事業所の経営層はどのような変化対応をし
ていかなければならないか、そのために解決
すべき課題は何なのかについて、検討し対策
し実践していくためのヒントを共につかむ。

中小企業に対するコンサルティング経験が豊富で、わかりやすい解説
をする講師

対象：中小企業の経営者、管理者
課題・問題点：時代の流れを読み解く手法の欠如
期待される効果＝人材不足やＩＯＴ等の時代の変化に対応できる経営力が身に付く。

18

東支部 15 継続
経営一般 1 ２

簡単にできる！すぐできる！
経営計画の立て方、進め方

－ 具体的な経営計画の作り方と進め方 商工会議所等での講義実績豊富
対象：中小企業の経営者、管理者
課題・問題点：経営計画実践が困難な企業が多い。
期待される効果＝経営計画実践による経営改善が期待できる。

18

東支部 16 継続
経理・税務 1 2

中小企業の事業承継セミ
ナー

－ 具体的な事業承継対策の進め方 講師未定
対象：中小企業の経営者
課題・問題点：円滑な事業承継・後継者問題
期待される効果＝事業承継に関する知識を学ぶことで、事業承継の問題点を再考する。

18

東支部 17 継続 経理・税務 1 ２ 年賀状で販促を！ －

せっかくの年賀状が形式だけではもったいな
い。
年賀状なのにＤＭハガキのようになっては興
覚め。販促につながるコツをお伝えします。年
賀状を「公私共用」にすることも可能。

同講師は西支部で別テーマではあるがセミナーを開催。
好評を得ている。

対象：中小企業経営者、小規模企業者
課題・問題点：毎年出す年賀状が「挨拶」だけではもったいない。
期待される効果：「興ざめに」ならず、販促に繋がっていく。

18

東支部 18 継続 経営一般 1 3
指導者(リーダー)スキルアッ
プ研修～上手なほめ方、納
得させられる叱り方！～

－
即戦力育成講座「部下に認められる＆部下を
動かす」を目的に実践的セミナーを展開す
る。

城東鶴見支部時代より、抜群の評価を得てきた講師。よって集客力にも
期待できる。

現代は過去と違い、叱られ慣れていない若者が各企業へ入社している。本講座は初級管理者に「上手なほめ方、
納得させられる叱り方」を会得していただき、円滑な企業運営ができることを目標とする。 18

東支部 19 新規 経営一般 １ 2
継続的に会社が成長発展し
ていくための『経営計画書作
成と実行管理の実施方法』

－
継続的に会社が成長発展していくための事
業計画の作成について解説する

大阪商工会議所　経営情報センターにて実績あり
　「目標を実現するための『目標管理制度』の作り方・進め方 講座」

対象：企業の経営者や従業員。
課題・問題点：周知されても情報不足等で対応できない。
期待される効果：事業計画を作成することにより、補助金の申請手続きがしやすくなる。

18

東支部 20 継続 経理・税務 1 2 税制改正セミナー －
毎年改正される税制改正についてタイムリー
に解説する。

集客力高く、説明も分かりやすい。２６年度のセミナーの支援企業数は
28社、満足度92.1点。

対象：改正などの変化に対する情報の収集に不備を感じている事業者
課題・問題点：周知されてもその情報不足で対応できない
期待される効果：改正内容を理解し対策へのヒントを提供する

18

東支部 21 継続 法務 1 2
従業員との労働トラブル防
止のための基礎知識と対応
実務

－
小規模企業者に対して労務トラブルを防止す
るための正しい法律知識と対応実務について
習得していただく。

中小企業に対する法律指導に注力している。
西支部共催（工業会主催）セミナーでの集客実績あり。満足度も高い。

対象：小規模企業の経営者、管理者
課題・問題点：労働トラブルの増加傾向。
期待される効果：労働トラブルの低減。人材の定着率改善。

18

東支部 22 新規 労務 1 2
小規模企業のための人事評
価制度の作り方セミナー〈基
礎編〉

－
中小企業向けに人事評価制度の作り方を分
かりやすく解説する。

企業の指導経験も豊富で、経営指導員研修を担当した講師。具体的な
資料を用いてのセミナーで、受講者の理解を深めている。

対象：中小企業、小規模事業者
課題：人手不足の解消。現有社員の定着・育成。
期待される効果：人事労務に関する仕組みづくりのノウハウを学び実践することで、従業員の定着とレベルアップを
図ることができる。

18

東支部 23 新規 経営一般 1 2
アンガーマネジメントとほめ
の達人
「部下をほめて伸ばす」

－

後輩、部下へを怒る指導から、ほめる指導
へ、教育方法が変わる現場についていけな
い管理者等に、怒りを抑えて、部下をほめる
方法を伝える。

2017、2018年と東支部で講師を経験。
実践的かつ分かりやすい説明で、2年連続で満足度95点以上を獲得し
ており、実績、満足度ともに申し分なし。

対象：中小企業、小規模事業者の経営者、管理者
課題・問題点：現代社会では部下の育成において、怒る、感情的な伝え方ではなく、ほめて伸ばすことが求めれて
いる。
期待される効果：部下を怒らずに、ほめて伸ばす。現代の若者の教育にあった育成方法を学ぶ。

18

東支部 24 継続 経営一般 1 2 展示会営業の強化法 －
大阪勧業展など展示会でのｱﾋﾟｰﾙの仕方か
ら顧客化までのﾉｳﾊｳを提案

商工会議所での講演実績はないが、各種経営団体等でのセミナー実績
は豊富で、わかりやすく説明する。

対象：中小企業の経営者、管理者
課題・問題点：展示会での集客
期待される効果＝展示会での費用対効果ｱｯﾌﾟ

18

東支部 25 新規 労務 1 2
中小企業に適した給与の支
払い方のルール作り

－
中小企業にも必要性が高まってきている賃金
制度について、基礎的な知識を習得いただ
く。

会議所にて人事労務をサポートしてきた実務経験を活かし解説する。
同内容は経営情報センターでも実施し集客実績がある。

対象：小規模企業の経営者、管理者
課題・問題点：小規模企業の営業スキルの改善
期待される効果：適正な賃金配分。人材の定着率改善。

18

東支部 26 継続 経営一般 1 2
事業承継に向けた課題と解
決法

－
事業承継の基本的な内容から、相続のステッ
プ、自社株式の評価や税制、保険など、具体
的な課題と解決法について説明する。

現在、大同生命（株）の相続・事業承継対策のコンサルタントとして活
動。1級ファイナンシャルプランニング技能士・日本証券アナリスト協会
検定会員

対象：中小企業の経営者、管理者
課題・問題点：事業承継の必要があるが、問題を抱えている。
期待される効果：事業承継の問題点を認識し、具体的解決法を学び、スムーズな事業承継を行うことで、廃業率低
下に繋げる。

18

東支部 27 新規 経営一般 1 2
IT活用セミナー
HP・SNS・メルマガなど活用
した販路開拓

－
ＨＰや、ＳＮＳを開設したが、活用の仕方が分
からない、集客につながっていないという方
へ、わかりやすく活用方法を伝える。

2017年、東支部で開催したセミナーにサブ講師として登壇。同セミナー
の満足度は90%を超えており問題なし。

対象：中小企業、小規模事業者の経営者、管理者
課題・問題点：ＨＰ、ＳＮＳ等を開設したが、活用方法が分からない。販路開拓につながっていない。
期待される効果：ＨＰ、ＳＮＳ等の活用方法を学び、販路開拓、売上拡大につなげていく。

18

東支部 28 継続 経営一般 1 2 事業計画作成セミナー －
小規模事業者が、自分で自社の経営につい
て考え、自分で事業計画を立てるために、事
業計画の作り方を伝える。

2017年、東支部のセミナーに登壇。満足度は90%を超えており問題な
し。また、経営指導員としての実績を活かし、小規模事業者に寄り添っ
た内容で伝える。

対象：小規模事業者の経営者、管理者
課題・問題点：小規模事業者が一人で事業計画を立てるにはとっかかりが難しく、作成をあきらめる、外部に第三
者に依頼することがある。
期待される効果：小規模事業者が、自身で考えて、事業計画を立てられるようになる。

18

中央支部 29 新規 経理・税務 1 2
消費税増税　軽減税率対策
セミナー

－
消費税率引上げと軽減税率制度についてわ
かりやすく解説する

・企業の指導経験が豊富。また、わかりやすい説明で参加者の満足度
も高い。
・H29年度実施のセミナーでは、支援企業数は52社、満足度も94.5点と
高い。

対象：中小企業経営者、小規模事業者
課題・問題点：消費税率引上げに伴う軽減税率制度の導入ついての対策・事前準備および実務対応。
期待される効果：十分な準備期間をもって対応できる。

40

中央支部 30 継続 労務 1 2
働き方改革関連法など平成
31年度労働関係各法改正
のポイントと対策

－
働き方改革関連法など平成31年度労働諸法
の改正に沿った人事労務の実勢的対策につ
いて学ぶ。

人事・労務関係セミナーへの関心が高い中央支部では安定した集客が
得られる。30年度のセミナー参加者数59名、満足度は87.9点。

対象：中小企業の経営者、人事労務担当者
課題・問題点：法改正に伴う規制の変化
期待される効果：コンプライアンスに沿った企業行動プランが出来る。

40

中央支部 31 継続 経営一般 1 2
小が大に勝つ戦略を学ぶ～
ランチェスター経営戦略セミ
ナー

－
企業間の営業・販売競争に勝ち残るための
理論と実務の体系であるランチェスター戦略
の基礎を解説する。

営業戦略や営業ツール等のセミナーで人気の講師。中央支部でも実績
あり。

対象：中小企業経営者、管理者
厳しい経営環境の中、生き残るための経営戦略を学ぶことで経営改善が期待できる。 40

中央支部 32 新規 経営一般 1 2
中小企業のための資金繰り
改善セミナー

－
キャッシュフロー重視の資金繰り改善策を解
説する。

・約3000社の未公開企業及び上場企業の資本政策をアドバイス・提案
実績あり。監査法人や弁護士・会計士・税理士や投資育成会社・ファン
ド等々の人脈を活用しあらゆるソリューションを提供してきた実績あり。
・29年度実施のセミナーでは支援企業数47.5社、満足度82.1点、分かり
やすい説明で集客が得られる。

対象：中小企業経営者、小規模事業者
課題・問題点：どんぶり勘定の経営、経営分析の知識不足
期待される効果：経理や税理士任せではなく、代表者自らが会社の数字をしっかり把握することにより、すみやか
に経営改善策が取れ、会社の経営力が向上する。

40

中央支部 33 新規 経理・税務 1 2
消費税軽減税率制度導入直
前対策講座

－
消費税軽減税率制度適用直前に準備すべき
事項や申告の仕方について解説する

税理士受験専門学校で消費税担当講師としてのキャリア長い
新しい税制改正への対応が遅れがちな小規模・中小事業者が平成31年10月からの消費税率アップと軽減税率導
入に対応するために開催する。 40

中央支部 34 継続 経営一般 1 2
強い会社をつくる　戦略的経
営計画の立て方、進め方

－
戦略的な経営計画の作り方と進め方を解説
する。

大商中央支部他、各地商工会議所等での講義実績豊富。集客力あり。
対象：中小企業経営者、管理者
戦略的経営計画実践による経営改善が期待できる。 40

講師　候補案（依頼したい
講師名を具体的にあげ

る。）
目的及び内容

左記、講師の過去の集客力
実績

対象となる事業者、課題・問題点
当該講座を受講することで期待される効果

目標支援
企業数

実施
支部名

№ 新規
継続

種別 会場

実施部署 №
新規
継続

種別
開催支部

テーマ

対象となる事業者、課題・問題点
当該講座を受講することで期待される効果

目標支
援企業

左記講師の過去の集客力
実績等

北支部会議室

北支部会議室

北支部会議室

北支部会議室

回数 時間 テーマ 講師名 目的及び内容

北支部会議室

北支部会議室

ニッセイ京橋ビル
３Ｆ会議室

ニッセイ京橋ビル
３Ｆ会議室

ニッセイ京橋ビル
３Ｆ会議室

ニッセイ京橋ビル
３Ｆ会議室

北支部会議室

北支部会議室

北支部会議室

北支部会議室

北支部会議室

北支部会議室

ニッセイ京橋ビル
３Ｆ会議室

ニッセイ京橋ビル
３Ｆ会議室

ニッセイ京橋ビル
３Ｆ会議室

ニッセイ京橋ビル
３Ｆ会議室

ニッセイ京橋ビル3
Ｆ会議室

ニッセイ京橋ビル3
Ｆ会議室

ニッセイ京橋ビル
３Ｆ会議室

ニッセイ京橋ビル
３Ｆ会議室

ニッセイ京橋ビル
３Ｆ会議室

ニッセイ京橋ビル
３Ｆ会議室

ニッセイ京橋ビル
３Ｆ会議室

ニッセイ京橋ビル3
Ｆ会議室

本部会議室

支部会議室

本部会議室

本部会議室

本部会議室

本部会議室



実施
支部名

№ 新規
継続

種別 会場
対象となる事業者、課題・問題点

当該講座を受講することで期待される効果
目標支
援企業

左記講師の過去の集客力
実績等

回数 時間 テーマ 講師名 目的及び内容

中央支部 35 新規 経営一般 1 2
広報スキルアップ講座～伝
わる！キャッチコピーの作り
方～

－
誰でもキャッチコピーが作れる切り口探しや
勘所をつかむ

・元放送局員のＰＲプランナー
・経営指導員研修「アタマを柔らかくする『アイデア発想法』体験」「元放
送局員から学ぶ『プレスリリース』作成術」

対象：中小企業経営者、小規模事業者
課題・問題点：伝わるキャッチコピーの作り方を学ぶ
期待される効果：キャッチコピーの作成方法をすることで、広報力が向上する。

40

中央支部 36 新規 経営一般 1 2
「アンガーマネジメント」セミ
ナー

－
人がなかなか解決できない根底にある感情
「怒り」と向き合い、自他の理解を深め、社内・
社外の人間関係を好転させる

アンガーマネジメントファシリテーター、一般社団法人日本ほめる達人
協会ほめる達人認定講師、一般社団法人CAネットワーク認定講師、ホ
スピタリティーコンサルタント、日本メンタルヘルス協会　基礎心理カウ
ンセラー

対象：中小企業経営者、小規模事業者と管理職
課題・問題点：怒りをコントロールすること
期待される効果：自他の理解を深め、社内外の人間関係を好転させることで働きやすい環境を整える。結果、経営
が良くなる。

40

中央支部 37 継続
営業・販路

拡大
1 2

事例に学ぶ、売れる販促
ツール作成ポイント

－ 販促ツール作成のセオリーを解説する。

・企業の指導経験が豊富。また、わかりやすい説明で参加者の満足度
も高い。
・H30年度実施のセミナーでは、支援企業数は49.5社、満足度も93.5点
と高い。

対象：中小企業経営者、小規模事業者
課題・問題点：販売促進の基礎的な論理の欠如
期待される効果：すみやかに売上アップが図れ、会社の経営力が向上する。

40

中央支部 38 新規 営業・販路
拡大

1 2
新規事業開発のための経営
戦略

－

事業環境の著しい変化のもとで、新しいビジ
ネス分野等に活路を見出そうとする経営者は
多く、そのための経営戦略をアドバイスして貰
う。

豊中・西宮商工会議所等で創業関係を中心に数多く、講演を開催され
ている

創業者はもちろん、すでに事業を営まれている企業においても、これまでの事業の陳腐化により新しいビジネス分
野への進出が必要になることはよくあります。限られた経営資源を活かし、失敗しない新規事業開始の仕方につい
て学びます。

40

西支部 39 継続 経営一般 １ 2
中小企業向け補助金申請テ
クニック解説講座

－

これまで公募された主な補助金（持続化、もの
づくりなど）の政策意図と応募に当たって普段
から心掛けておくべきこと、採択に有利な条件
を解説すると同時に、補助金申請を通して経
営力を強化する方法を説明する。また、レジ等
の購入の際に、軽減税率、ＩＴ導入等の補助金
を利用して、導入コストを低減できることを説明
する。

講師未定

対象：補助金に興味がある、もしくは不採択となった事業者。軽減税率対策でレジ等の導入/更新を検討している
事業者。
課題：補助金の採択を受けやすい経営（経営力向上計画立案、ＳＷＯＴ分析等）を普段から行うことで、経営力の向
上を図りつつ、補助金の交付を受ける事業者が増えることを期待する。また、軽減税率、ＩＴ導入補助金を解説し、
軽減税率対応で苦慮する事業者のＩＴ面、財務面の支援を行う。

20

西支部 40 継続 経理・税務 1 2
えっ、こんなにあるの？節
税・減税対策アノ手コノ手

－

租税特別措置法や関係法令により政策的な意
図をもって減税が行われることがある。しかし、
当局の周知が不十分であったり、事業者がな
んらかのアクションを行うことがその適用要件
であったりするため、利用者が少ない減税制
度も多く存在する。そういった制度を（青色申
告の損失の繰り延べ等も含めて）解説、具体
的事例とともに紹介する。

講師未定
対象：小規模事業者、中小企業者。
課題・問題点：節税・減税対策への知識不足。
期待される効果：さまざまな減税制度を理解し、適切な節税で会社の純利益を増やすための知識を修得する。

20

西支部 41 継続 労務 １ 2 労務管理の改正点 －

労務問題で特に注目されている時間外労働
の上限規制・年休取得義務化・同一労働同
一賃金等について正しい知識を身に着けても
らう

講師未定
対象：小規模事業者、中小企業者。
課題・問題点：節税・減税対策への知識不足。
期待される効果：さまざまな減税制度を理解し、適切な節税で会社の純利益を増やすための知識を修得する。

20

西支部 42 新規 経営一般 1 2 段取り力強化 －

働き方改革が叫ばれる中、「労働力不足」や
「時間外労働」の改善を図るためにも「生産性
向上」が不可欠となっている。効率を上げる
仕事術として、「段取り力」を解説し、具体的
事例に基づき説明する。

講師未定ながら、同社は大商の他、関西地区の商工会議所での実績
多く、本テーマの集客力は高い。

対象：小規模事業者、中小企業者。
課題・問題点：人手不足、時間外労働の削減が急務になっている。
期待される効果：業務の全体像を整理・理解の上、確実に積み上げる「段取り力」を効果的に身に着ける。

20

西支部 43 継続 経理・税務 １ 2 年末調整実務講座 －
年末調整における正確な知識の習得と年末
調整事務の効率化を図る。

12/6開催予定分で11/14時点で38名の申込み
対象：小規模事業者、中小企業者の経営者・経理担当者
課題・問題点：正確な年末調整事務
期待される効果：税制度を正しく理解し、正確な処理を行うとともに、年末調整事務の効率化を図る。

20

西支部 44 新規 経営一般 １ 2
（仮）事業計画策定のために
会計を経営判断に活かす方
法

－
試算表・決算書からも会社の目指すべき方向
性を見出し、事業計画を立てるために現状分
析を行う。

講師未定
対象：小規模事業者、中小企業者の経営者・経理担当者
課題・問題点：会計数字の理解、数値化された経営計画の策定
期待される効果：経営計画作成のために会計を正しく理解し、具体的な経営計画の策定。

20

西支部 45 継続 労務 1 2 使える雇用関係助成金講座 －
平成31年4月に施行される働き方改革関連法
に対応し参考となる助成金について解説す
る。

関西の商工会議所で多数の講演実績あり。30年度に初めて依頼し、好
評を得た。

対象：小規模事業者、中小企業者
課題・問題点：働き方関連法への知識不足
期待される効果：関連法を正しく理解し、助成金を活用し、職場環境の改善につなげる。

20

西支部 46 継続
営業・販路

拡大
1 2

キャッチコピー＆セールス文
章の書き方のコツ

－
ＳＮＳやチラシ、ＤＭなど目に訴える文章表現
について事例を基にわかりやすく解説する。

講師未定

対象：小規模事業者、中小企業者、営業マンなど。
課題・問題点：多種多様なチラシ等が存在する中で、目に留まる文章が思いつかない。
期待される効果：顧客だけでなく潜在的なユーザーにまで響く文章の書き方を習得することにより、売上アップを図
ることができる。

20

西支部 47 新規 経営一般 １ 2
「この人と仕事したい！」と思
う人の話し方 講座

－
コミュニケーションに悩む経営者等を対象に
人のココロを動かす会話術についてわかりや
すく解説する。

実践的な内容で、説明もわかりやすい講師。大商での講師実績もあり、
アンケートの満足度も非常に高い。

対象：中小企業の経営者、管理者
課題・問題点：職場のコミュニケーション不足など。
期待される効果：職場環境の改善。コミュニケーション能力向上

20

西支部 48 新規 経営一般 １ 2
無料でリピーター獲得！
LINE＠の効果的な使い方

－

ウェブ集客の仕組構築、受注・来店に繋がる
導線の作り方、フォロワー（友だち）の集め方
や・効果的なメッセージの配信方法など
LINE@の機能について詳しく紹介する。

大阪商工会議所『エキスパートバンク』に専門家登録。2018年9月大阪
府経営指導員研修にて実績あり。

対象：小規模事業者、中小企業者（小売業、サービス業など）
課題・問題点：リピーターの確保
期待される効果：LINE@をコミュニケーションツールとして用いることで、顧客の満足度を高めリピート率および客単
価のアップにつなげる。

20

西支部 49 新規 経営一般 1 2
新商品・サービスを立ち上げ
るためのアイデア発想 講座

－

新商品、新サービスを作りたいが、検討会議
の進め方が分からない経営者および、管理
職に対し、検討会議の進め方をわかりやすく
説明する。

講師未定
対象：中小企業の経営者、管理者
課題・問題点：売上拡大のために、新商品・新サービスを提供したいが社員からアイデアが出ない。
期待される効果＝自社で新商品・新サービスが検討でき、売上拡大につながる。

20

西支部 50 継続 労務 １ ２
中堅.中小企業のための「同
一労働同一賃金対応」講座

－
「同一労働同一賃金ガイドライン案」の法制化
の対応について実効性の高い人事.賃金制度
の作り方について解説する。

実践的な内容で、説明もわかりやすい講師。大商での講師実績もあり、
アンケートの満足度も非常に高い。

対象：小規模事業者、中小企業者。
課題・問題点：正社員と非正規社員の不合理な待遇差を解消
期待される効果：ヤル気を引き出す人事制度改革を行う。

20

西支部 51 継続 労務 １ 2 社会保険セミナー －
社会保険制度について基本的な知識を習得
してもらう。

一昨年から講師依頼し好評（30年度は、西支部単独は未開催だが、共
同開催で好評を得ている）。

対象：中小事業所の経営者、とりわけ社保未加入法人や法人成りを準備する個人事業主など
課題：社会保険の制度の理解
期待される効果：社会保険制度の経費負担とそのしくみ、メリットなどを理解してもらう。昨年も講習会後の個別相
談を希望する顧客には積極的に対応してもらった。

20

西支部 52 継続
営業・販路

拡大
１ ２

ビジネスマンの対外交渉・コ
ミュニケーション講座

－
接客時のテクニック、取引先との交渉に必要
なコミュニケーションなどを学び、常連や上得
意先との関係強化を促す。

中小機構が開催した「経営指導員向け小規模事業者支援研修」を全国
で講師として活躍。28年度から西支部独自講習会を開催し好評を得て
いる（30年度未開催）。

対象：対外交渉を必要とする事業者
課題：得意先の開拓、常連客・従来からの上得意先の確保
期待される効果：接客の重要性を再認識、交渉や商談の進め方についても新たな気づき、ノウハウを身に着けるこ
とができる。

20

西支部 53 継続 労務 1 2
成果を出す組織のための人
事

－
企業のパフォーマンスを最大限に発揮できる
ような昇進や評価について理解を深める。

28年度に代表の平康氏に依頼したところ、好評。２９年度は同社コンサ
ルタントの山本氏に依頼し1月に開催予定。山本氏は中小企業での実
績が多く、効果的な講習会が期待できる。

対象：中小企業の経営者、人事担当など
課題：昨今の採用難、定着率の悪化が企業の業績に影響
期待される効果：自社に該当する問題点があるか、チェックしてもらう。中小事業者を対象に、会社の対外的な魅力
とは何か？少ない人材を確保し、効率的に活用していくためのヒントを得る。

20

西支部 54 継続
営業・販路

拡大
１ ２

繁盛店が実践している売れ
る仕組み作り

－

現代社会、顧客ニーズは多様化し細分化され
てきている。顧客の多様化するニーズを熟知
し対応していくことによって生み出すリピート
創出・集客術を具体的事例を交えて解説す
る。

ＩＴを活用した販路開拓支援で実績多数、実例を中心に説明を分かりや
すく、評価が高い。

対象：中小企業経営者・管理者・小規模企業事業者
課題・問題点：販路拡大方法・リピータ獲得
期待される効果：リピーターの獲得、集客に効果があり販路拡大が可能になる。

20

南支部 55 継続 経理・税務 1 2 税制改正セミナー －
税制改正内容を理解し、日々の業務に役立
てる。

セミナー講師を数多く担当し、実践的なわかりやすい講義内容には定
評がある。

対象：中小企業経営者・経理担当者
期待される効果：改正点だけでなく税務の基礎も理解できる。 18

南支部 56 継続 経営一般 1 2 経営戦略セミナー －
自社の経営理念・ビジョン・方針を組織に浸
透させ、強い経営体質を確立させる。

セミナー講師を数多く担当し、実践的なわかりやすい講義内容には定
評がある。

対象：中小企業経営者・管理職
期待される効果：経営戦略の具体的な実践法を理解できる。 18

南支部 57 継続
営業・販路

拡大
1 2

小さな会社の効率的な経営
を考える「ランチェスターの
法則」セミナー

－

中小企業が不利な条件の下、限られた経営
資源を効果的に使い業績をあげるためラン
チェスターの法則に基づき効率よく経営する
方法を学ぶ。

セミナー講師を多く務め、わかりやすいことで定評がある。
対象：中小企業経営者・営業幹部や起業を志す方
効果：経営戦略の基本を学び、戦略を見直す 18

南支部 58 継続 経理・税務 1 2.5 年末調整実務講座 －
毎年法改正のある源泉税について徴収義務
者である事業者が正しい処理ができるように
演習を交えて解説する。

開催実績あり。満足度も高い。
対象：中小企業経営者・経理担当者
課題・問題点：毎年法改正があり、正しい処理を理解してもらう。
期待される効果：正しい源泉徴収事務ができるようになり、納税に支障をきたすことがなくなる。

18

南支部 59 新規 労務 1 2
ハローワーク求人票の記載
方法と助成金の活用

－
効果的なハローワーク求人票の記載方法と
助成金活用方法について解説する。

当所エキスパートバンク登録専門家。小職と随行訪問3社。丁寧でわか
り易い説明で専門家派遣依頼企業からの満足度は高い。

対象：中小企業経営者・総務担当者
期待される効果：ハローワーク求人票929文字の効果的な記載方法を習得できる。また、採用に使える助成金につ
いて理解することができる。

18

南支部 60 継続
金融・与信

管理
1 ２ 資金調達の方法とポイント －

資金調達の方法と資金繰りの重要性につい
て演習を交えて解説する。

2018年度実施のセミナーでは、支援企業数は14社、満足度も95.7と高
い。

対象：中小企業経営者・経理担当者
効果：資金調達の方法とポイントの理解が進む。加えて、資金繰り表作成の重要性について理解することができ
る。

18

南支部 61 継続 労務 1 2
労働基準法・社会保険制度
の基礎知識

－
労働・社会保険の実務を最新の改正内容に
即して解説する。

わかりやすい講義内容には定評がある。
対象：中小企業経営者、小規模事業者
効果：労働基準法、社会保険制度への理解が深まる。 18

南支部 62 継続 経営一般 1 2
中小企業向け助成金・補助
金の活用方法

－
人材雇用時や新たな販路開拓、機械設備導
入時に効果的な助成金・補助金活用を解説し
ます。

前回新規講師による開催となったが、多数のキャンセル待ちとなったセ
実績があり、参加者からの満足度は高い。

対象：中小企業経営者・経理担当者
課題・問題点：事業者側の関心が高い助成金や補助金の制度を解説し、具体的な活用方法を理解いただく。
期待される効果：制度そのものは聞いているが、実際の活用方法が良く理解されていない事業者も多く、実際の申
請方法を解説することにより経営内容の充実が期待できる。

18

南支部 63 継続 経営一般 1 2 事業計画立案セミナー －
事業計画の立案を手順をわかりやすく解説す
る。

セミナー講師を数多く担当し、実践的なわかりやすい講義内容には定
評がある。

対象：中小企業経営者・企画担当者
効果：ＰＤＣＡサイクルをまわすことで、経営力の強化につながる。 18

南支部 64 継続 労務 1 2
社会保険セミナー「基礎知識
から調査対応まで」

－
マイナンバーの導入が始まり、社会保険制度
について基本的な知識を習得してもらう。

参加者からの評判、後日希望者へのフォローも丁寧。
対象：中小事業所の経営者、とりわけ社保未加入法人や法人成りを準備する個人事業主など
課題：社会保険の制度の理解
期待される効果：社会保険制度の経費負担とそのしくみ、メリットなどを理解してもらう。

18

南支部 65 新規 経営一般 1 2 ブログ文章の磨き方講座 －
インターネットを介した販売を強化する方法に
ついて学ぶ

西支部にて開催実績あり。参加者からの評価は良い。
対象：中小企業の経営者、営業マンなど
課題：ＨＰや通販サイトを持つ事業者が効率的に多くの顧客を集める
期待される効果：ブログを利用して情報提供・拡散を効率的に実施して売上につなげていく。

18

南支部 66 新規 経営一般 1 2 組織を生かす人事と採用 －
企業のパフォーマンスを最大限に発揮できる
ような昇進や評価について理解を深める。

コンサル業務の実績や出版物も数点あり。

対象：中小企業の経営者、人事担当など
課題：昨今の採用難、離職率の高い状況が続いている。
期待される効果：自社に該当する問題点があるか、チェックしてもらう。中小事業者を対象に、会社の対外的な魅力
とは何か？少ない人材を確保し、効率的に活用していくためのヒントを得る。

18

南支部 67 新規 経営一般 1 2 相続・事業承継対策講習会 －
昨今の企業経営者が直面する課題の一つと
して「相続事業承継」がある。自社株の評価
方法についてわかりやすく解説。

集客力のある講師を選別したい。
対象：中小法人企業。
期待される効果：事業承継に関心のある経営者に対し、今後の経営方針と対策について考えるきっかけとなること
が期待される。

18

南支部 68 継続 労務 1 2
労働法改正に対応できてい
ますか？

－
中小企業の経営に影響を及ぼす法改正に向
けてその対応を解説

西支部での実績を基に選択。毎回多数の応募があり、集客力が高い。
説明も判りやすく丁寧で好評。２８年度のセミナーの満足度は、９１点、
２９年度は９５点と高い評価。

対象：中小企業経営者、小規模事業者
課題・問題点：有給休暇付与、時間外労働罰則化、同一賃金同一労働への対応が難関
期待される効果：法改正に対応しなければならない認識を持ってもらい、その準備及び対応策を学習してもらえる。

18

南支部 69 継続 ＩＴ 1 2
デジカメで顧客の目を惹く写
真を撮ろう！

－
販路拡大のための自社商品の魅力的な撮影
方法を説明する。

2017年度に実績済
対象：中小企業経営者、広報担当者
期待される効果：自社アイテムの写真を魅力的に撮影し、各宣伝媒体に使用することで、ターゲットの目を惹きつけ
る効果が期待でき、販促につながる。

18

南支部 70 新規
営業・販路

拡大
1 2

最新スマホ・クレジットカード
決済入門セミナー

－

●キャッシュレス決済の必要性
●御社に合う決済サービスを見つけよう
　・決済サービスを選ぶポイント
　・Airペイ、楽天ペイ、スマレジペイメント、
Coiney、Square等の最新決済システムの解説
●業務効率化を図る決済システムとは
　・POSレジ、クラウド会計との連動
　・軽減税率対策補助金を活用術

京都商工会議所での実績あり

対象：中小企業の経営者、営業マンなど
課題：ｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞ対策を進める。海外旅行客・外国人居住者への販促。
期待される効果：顧客を増やす販促を進めていくにあたり、今後浸透するであろう、キャッシュレス社会について考
える機会とする。

18

南支部 71 継続 経営一般 1 2
営業マン・社長の話し方講
座

－
接客時のテクニック、取引先との交渉に必要
なコミュニケーションなどを学び、常連や上得
意先との関係強化を促す。

西支部にて開催実績あり。中小機構の講師や各地商工会議所など講
師経験多数。全国の商工会、商工会議所の経営指導員向け小規模事
業者支援研修のコミュニケーション講座担当講師。

対象：接客・交渉を必要とする事業者
課題：得意先の開拓、常連客・従来からの上得意先の確保
期待される効果：接客の重要性を再認識、交渉や商談の進め方についても新たな気づき、ノウハウを身に着けるこ
とができる。

18

南支部 72 継続 経営一般 1 2
儲ける会社が必ずやってい
る習慣

－
儲ける会社の習慣を学び、自社に取り入れ、
高収益体質になることを目指す。

企業の指導実績が豊富
対象：中小企業経営者、経理担当者
効果：利益確保、高収益体質となり、中小企業の経営力アップにつながる。 18

1,642

③本部開催の講習会 →下記講座候補案から選択して目標支援企業数 140 社

経営相談室 1 継続 法務 1 2
本部法律講演会
「債権保全と回収の法務実
務」

－
大阪弁護士会・大阪弁護士協同組合との共
催セミナー。内容については弁護士会と調整
を行う。

・事業者からのニーズに対応し、毎年テーマを変えて開催。Ｈ30年度
は、「人事トラブルを未然に防ぐ企業の対応と法務実務」をテーマに開
催。支援実績は175.0社。
・例年、大阪弁護士会と共催している。

対象：法務問題で悩みをかかえている事業者。
課題・問題点：法務上のリスク対応の整備がなされておらず、取引トラブルや訴訟リスクの可能性を抱えている。
期待される効果＝経営者が押さえておくべき法律の基本知識を習得し、トラブルを未然に防ぐ整備を行う。

100

経営相談室 2 新規 経営
一般

1 2
モバイルPOSレジ活用セミ
ナー

－

売上・顧客管理機能、クレジットカード決済、
モバイル決済等、タブレット端末を利用したモ
バイルPOSレジの活用法を紹介するととも
に、複数税率対応レジ導入を行う際に利用で
きる軽減税率対策補助金についても解説す
る。

未定

対象：POSレジの導入を検討している事業者。すでに導入しているが使いこなせていない事業者。
課題・問題点：来年10月の消費税率10％への引上げと軽減税率制度導入に向け、モバイルPOSレジの導入・活用
により、事業者の事務負担を軽減し、補助金制度を周知する。
期待される効果：売上分析や顧客・在庫管理のＩＴ化、顧客データを集客アップに繋げる。

40

140

本部会議室

本部会議室

本部会議室

本部会議室

大阪トヨペットビル

大阪トヨペットビル

大阪トヨペットビル

大阪トヨペットビル

大阪トヨペットビル

大阪トヨペットビル

大阪トヨペットビル

大阪トヨペットビル

大阪トヨペットビル

大阪トヨペットビル

大阪トヨペットビル

大阪トヨペットビル

大阪トヨペットビル

大阪トヨペットビル

支部会議室

支部会議室

支部会議室

支部会議室

支部会議室

支部会議室

大阪トヨペットビル

大阪トヨペットビル

支部会議室

支部会議室

支部会議室

支部会議室

支部会議室

支部会議室

実施部署名 № 新規
継続

種別 会場

支部会議室

支部会議室

支部会議室

支部会議室

支部会議室

支部会議室

対象となる事業者、課題・問題点
当該講座を受講することで期待される効果

目標支
援企業

大阪弁護士会館

本部会議室

回数
時間
数

テーマ 講師名 目的及び内容
左記講師の過去の集客力

実績等



○

４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 西部エリア　Ａｍｏｎ（えーもん）市 新規/継続 継続

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

【現状と課題】
○顧客拡大を図りたい、自慢の商品を広めたいなど販路拡大を考えている小売店は
多いが、広く効果的に周知する手段を持っていないのが現状である。一方、販促イ
ベントを積極的に展開し誘客、集客を図ろうとしている商店街などは多いが、空き
店舗が増えるとともに組織の高齢化は進行している。
○本商工会議所は過去3年間、商店街を核としたイベントの新規発足、周辺個別店舗
と商店街との関係強化、相互販促支援を進めてきたところ、空き店舗問題を解消す
るまでには道半ばであるものの、商店街と個別店舗と行政や学校、さまざまなコ
ミュニティとの関係が広がってきた。
【本事業を通じて目指す状態】
①商店街と周辺の外部店舗、行政や地域コミュニティとの相互協力をさらに強化し
販促支援を行う。
②商店街が担うコミュニケーションとイベントスペースとしての有効性・潜在能力
の可能性を探る。
③商店街と反目しがちなスーパーなどとの協力を仲立ちし、地域と共存共栄する商
圏を意識する。
④商店街を核として、徒歩で生活必需品の購入が可能な商圏の形成をめざす。

支援する対象
（業種・事業所数等）

　西支部管内の小売店・製造・卸売店及び商店街、協同組合

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

西支部管内の商店街は近隣型、地域密着型商店街が大半であるが、これらの商店
街の課題は機能の維持とそれらを構成する店舗の売り上げ拡大である。

想定する実施期間 2015 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

2016年度：浪速区、西成区、西区にてＡｍｏｎ発行、イベント開催支援。14商店
街、56個別店舗を支援。
2017年度：浪速区、大正区、西成区、港区、此花区にてＡｍｏｎ発行、西成区、
港区にてイベント開催支援。15商店街、55個店を支援。
2018年度：此花区にてＡｍｏｎ発行・イベント開催支援。9月末時点で5商店街、
14個店を支援。

反省点
イベント参加個店に商店街の集客力を認識してもらう機会となっているが、商店

街側に新規出店の受け入れ態勢が十分でない。振興組合・商店会に空店舗解消の希
望があっても、物件を私有する家主の意向が伴うとは限らない。

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこ
で・

何を・
どのよ

う
にする
のかを
明確に)

人材育成型

（商店街の従来イベント実施を通した中小小売店舗との連携強化）
○そのエリアに入れば一通りの生活必需品が揃う、徒歩圏内の住民を対象とした、
相互補完的なワンストップお買いものゾーンの形成を目指す。販促イベントを開催
している意欲のある商店街を核として、周辺個別店舗とのイベント開催を進めると
ともに、常時の買い物客誘引を達成するため、イベントの実施を契機として、商店
街の近隣に所在するミニスーパーなどとの連携を進める。
○協力関係と敵対関係とが交錯する商店街とミニスーパーなどと個別店舗を仲立ち
し、行政やコミュニティとの連絡調整を行い、役割分担や協力してイベントの開
催、共通企画、セールを計画、実行する。
○定期的なイベントの定着していない商店街については、意欲のある商店街を選
び、販促イベントを提案、実施する。
メリット：どのお店に行けばどういった商品が買えるのか、まとまったローカルお
買いもの情報やサービスを発信・提供することができる。
（空き店舗に悩む商店街と、販促意欲のある個店とのマッチングや補完関係構築）
○積極経営で新規顧客獲得を図ろうとしている小売店と活性化を図ろうとする商店
街をマッチングし、販促イベント時に商店街の空き店舗前での小売店に販売を行っ
てもらい、あるいは共同での販促活動により、補完協力関係を構築する。
（タブロイド紙「Amon（えーもん）」の発行）
○2014年から、商店街と個別店舗の販促ツールとして発行しているタブロイド紙
「Amon（えーもん）」を引き続き発行する。
○タブロイド紙では、商店街の販促イベントや、空き店舗前に出店して新たな顧客
を求める地元の小売店や連携するミニスーパーやコンビニなど一体としてまとまっ
た商圏があることを紹介する。また、他地区の商店街、各区商店会連盟や団体が主
催する販促イベントの紹介や各区役所が主催する商業関係のイベントも掲載する。
またネットでの記事紹介も視野に入れる。
（個店への支援）
支援：タブロイド紙掲載によるＰＲ、販路の拡大。その他、販促方法や改善策など
を提案し、カルテ化にもつなげる。
メリット：他地域の商店街へ出店し、あるいは販促活動を共同で行うことにより、
通常の商圏ではない商店街に来街する顧客への販売・アピールによる商圏拡大の機
会、他地域の商店主との交流による経営改善のヒントが得られる。

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

西部エリア　Ａｍｏｎ（えーもん）市（№7）



４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 西部エリア　Ａｍｏｎ（えーもん）市 新規/継続 継続

 (a)府施策連携  (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

計 円

円

円

 (a)府施策連携  (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円） 　

代

円

円

円

円

円

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）

(c)各区役所とのイベント情報の共有や出店企業の紹介、各区役所での広報支援で連
携を図る。
(d)販促方法改善策の支援の実施によりカルテ化が可能

事
業
の
目
標

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒

①商店街・協同組合：12団体
②個店（小売店・製造・卸売業者）：25店舗

支援対象企業の
変化

各小売店は新規顧客の拡大が図れるとともに、商店街は販促イベントで集客・誘
客につながり、賑いづくり、商店街活性化が期待できる。

指標①
商店街：集客・誘客効果、空き店舗の活用、他
地域・店舗との連携などにつながったとの回答
割合

数値目標 70%

指標②
個店：商品・店舗のＰＲ・改善・開発、売上・
顧客の増加、他との連携などにつながったとの
回答割合

数値目標 70%

その他目標値

目標値の内容⇒

12団体・25社

0

6,691,250

標準事業費

50,500 12 10.0 6,060,000

50,500 25 0.5 631,250

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数

負担金の積算

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

算 出 額

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担

【備考】

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

算定基準
（行が足りない場合
は、⇒の行に挿入）

6,691,250

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

6,691,250 0.50 3,345,625 0

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説
明する代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

西部エリア　Ａｍｏｎ（えーもん）市（№7）



○

４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 インバウンドによる買い物消費支援事業 新規/継続 継続

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

【現状の課題】
2020年のオリンピックに向けて着々と訪日外国人は増加している。また、民泊

などの宿泊施設が各所に点在することで、外国人がこれまで来なかったエリアにも
来るようになった。しかし、そういったエリアにおいては、どうしても宿泊のみを
目的として来訪する外国人が多く、エリア内での消費につながっていない現状があ
る。また、宿泊施設と最寄りの駅をGoogleマップで直接移動するため、動線の中に
中心市街地やその周辺の商店街、商工業者が入らないケースも多い。偶然に通過す
る訪日外国人を客待ちするのではなく、積極的に商店街、商工業者の所在地を訪日
外国人の動線に入れ、訪日外国人の来街者数（来店者数）を増加させることが課題
である。
【目標とする状態】

民泊などの点在する宿泊施設に来訪している外国人観光客をその周辺の各商店
街、個々の店舗に誘導するツール（「顔出し看板」「背景看板」）を提供し、外国
人観光客の来街者数（来店者数）の増加を目指す。

また、その際、平成28、29年度に制作した観光マップとYouTube動画、並びに
平成30年度に制作した販促ツール類も有効に活用されている状態を目標とする。

支援する対象
（業種・事業所数等）

此花区、港区、西区、大正区、浪速区、西成区の商店街、協同組合などで、イン
バウンド系観光客の取り込みに課題を感じている組織とその周辺店舗

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

○いわゆる「民泊」の増加により、従来では考えられなかった地域密着型商店街の
エリアにまでインバウンド系観光客が浸透しつつある。これらを販売チャンスと捉
えたり、条件・環境が整えば積極的に活用したいと考える商店街や商工業者は多
い。
○とは言うものの、予算や能力などの制約により、インバウンド系観光客に対する
販売促進活動を具体的に行えていない商店街や商工業者も多い。

想定する実施期間 2011 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

○平成28～29年度に、此花・港・西・大正・浪速・西成の各区の管内60商店街と
115事業所を訪日外国人に紹介するツールとしてYouTube動画192本(各40秒程
度)と14エリアの観光マップを制作済。
○平成30年度には、そのうち20商店街、20事業所に対し、訪日外国人の集客ツー
ル（店頭ステッカーなど）、接客ツール（英語通訳シート、メニューの英語化な
ど）を製作中。

反省点
○店頭ステッカーにYouTube動画を表示するQRコードを掲載し、近隣の宿泊施設
に観光マップも設置したため、YouTube動画のアクセス数、来街者数（来店者数）
は増加したが、情報拡散力はまだ弱い。

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこ
で・

何を・
どのよ

う
にする
のかを
明確に)

人材育成型

①平成30年度に製作した訪日外国人の「集客ツール」(店頭ステッカーなど)、「接
客ツール」(英語通訳シート、メニューの英語化など)を、31年度も引き続き、まだ
提供できていない商店街に製作する。
②上記「集客ツール」「接客ツール」を提供した商店街やその周辺店舗に客動線を
作るため「顔出し看板」「背景看板」(#Playing panel)を製作する。「顔出し看
板」や「背景看板」を製作し、商店街やその周辺店舗に設置する。興味を感じた訪
日外国人が記念撮影を行い、その写真をＳＮＳで拡散する。看板の存在が撮影した
外国人の友人を通じて世界中に知れ渡る。ＳＮＳを見た外国人が、訪日した際、ま
た、看板で記念写真を撮影し、連鎖を生むことで商店街へ訪日外国人を誘導する。
設置場所は空き店舗前などとすると、商店街の空き店舗前を有効に利用することも
できる。
　また、YouTube動画のアクセス数の増加と、YouTube経
由での拡散も期待して看板にはQRコードを掲示する。スマホ
でQRコードを読むと、平成28～29年度に制作した商店街を
紹介するYouTube動画を再生する。
③「集客ツール」「接客ツール」「顔出し看板」「背景看板」
の製作は、専門学校（大阪市立デザイン教育研究所）に依頼す
る。自治体（大阪市）の教育機関（専門学校）である大阪市立
デザイン教育研究所と連携し「集客ツール」「接客ツール」
「顔出し看板」「背景看板」の製作を同校に依頼する。同校の
フィールドワーク教材としても製作物を利用し、教育機関への
実学実習の場を提供する。また、製作コストを下げ、商店街や
その周辺店舗に無償提供することで、導入障壁を低減させ、普
及を図る。
④必要な場合には、観光マップの増刷を行う。エリアに寄って配布数に多寡はある
ものの観光マップには配布して２年が経過するものもあり、必要な観光マップには
増刷を行う。

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

「顔出し看板」の一例

インバウンドによる買い物消費支援事業（№8）



４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 インバウンドによる買い物消費支援事業 新規/継続 継続

 (a)府施策連携  (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

計 円

円

円

 (a)府施策連携  (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円） 　

代

円

円

円

円

円

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）

(c)大阪市立デザイン教育研究所と連携して各種ツールを製作。
(d)相談事業相乗効果…観光客、特に外国人観光客への応対や店づくりなど、商店街
やその周辺店舗の販路開拓支援を実施。また、店舗改装や設備追加のニーズがあれ
ばマル経融資など資金調達支援を実施する。

事
業
の
目
標

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒

①商店街・協同組合：15団体
②個店（小売店・飲食店など）：3店舗

支援対象企業の
変化

商店街、小売店では誘客、集客につながり、新たなターゲットとして観光客など
の顧客の拡大が図れ、売上増加が期待できる。

指標
アンケートにて、誘客・集客につながったとの
回答割合

数値目標 70%

その他目標値

目標値の内容⇒

15団体・3社

5,794,875

5,794,875

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

標準事業費

50,500 15 7.5 5,681,250

50,500 3 0.75 113,625
算定基準

（行が足りない場合
は、⇒の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数

2,897,437 225,000

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 225,000 負担金の積算 店頭看板＠5,000円×45

【備考】

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説
明する代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

算 出 額

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

5,794,875 0.50

インバウンドによる買い物消費支援事業（№8）



○

 (a)府施策連携  (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 大阪市北部地域における商店街活性化支援事業 新規/継続 継続

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

大阪市北部地域は、梅田という巨大商業地域を擁しているものの、概して周辺地
域の商店街は徒歩圏内の住民のみが顧客である。それらの商店街組織は、販売不振
や地域環境の変化への対応の遅れなど様々な問題を抱え、どのように打開すべきか
悩んでいる場合も多い。また商店街役員の高齢化、空き店舗増加による傘下商店数
の減少などもあいまって、商店街事業を担う人材が不足し、財源も減少しつつあ
る。そういった商店街の中で、具体的事業へ向けて主体的に取り組む意欲のある先
に対し、意見集約支援やコーディネーター派遣、勉強会の開催などを通して組織と
しての活動を支援し、希望する課題解決へつながる仕組みを作る。

支援する対象
（業種・事業所数等）

北支部管内（淀川区、東淀川区、西淀川区、北区、福島区）で、問題意識があり
課題解決意欲の高い商店街

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

商店街役員などへのヒアリングによると、空き店舗対策、役員の高齢化、事業の
マンネリ化、環境変化への対応の遅れ、先進事例の情報不足など、商店街により問
題となっている喫緊の課題はまちまちであるが、いずれの場合もその事業実施を担
う人材が不足しており、商工会議所の継続的な事業バックアップを期待している。
また、商店街役員の持つ問題意識は非常に高いが、一般店舗の意識がついていかな
いことに危機感がある。

想定する実施期間 2018 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

2018年度は東淀川区で、小松南商店会、上新庄南商店会、東淡路商店街振興組
合、淡路本町商店街振興組合について、区役所とも連携し「まちゼミ」の開催に向
けた研修を７月、８月に各２回実施、商店街以外の事業者も参画して実行委員会を
立ち上げ準備を進めている。１２月に最終の研修会を実施、２月１～28日に「東淀
川まちゼミ」を開催、反省会を３月に行う。また、福島聖天通商店街ではスマホ決
済などの研修会などを、北区の商店街では大学との連携による取り組みを実施予
定。

反省点
複数商店街の合同事業では、意見集約が予想以上に難しく予定スケジュールより

遅れている（まちゼミは１１月→２月）。また、事業の円滑な独立継続実施に向け
て段階的に支援を行う必要がある。

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこ
で・

何を・
どのよ

う
にする
のかを
明確に)

人材育成型

【課題解決のための自主事業の取り組み支援】　ハンズオン支援型

管内５区の商店街から寄せられている課題や事業希望の例：
・商店街事業の拡大実施（周辺店舗を含めた「まちゼミ」開催の拡大）
・商店街ホームページやＳＮＳの活用による集客・広報強化に新規に取り組みたい
　　特に高齢店主のいる地元店舗（パパママストア）などへの効果を期待
・商店街リーダーの育成、世代交代の促進
　　商工会議所の支援により外部事例などを学ぶことで打開策を見出したい
・イベントを新規に商店街周辺店舗や商店街以外の個店・団体を巻き込み行いたい
　　商工会議所へは商店街外の個店・団体などへの広報・つなぎなども期待
・広域での事業実施
　　効果的な商店街事業について、商工会議所のバックアップにより区内の他の商
　店街、ひいては管内複数区の商店街での取り組みに広域化したい（例：淀川３区
　での合同事業）
　

ついては、商店街の役員をはじめ、個店の商店主などを対象として、下記の４段
階を基本に支援を行う。
　①商店街全店舗を対象とする全体集会などで課題を共有し、皆で取り組む意識づ
　　けを行う。
　②課題解決へ向けて取り組む内容を修正・再策定する。
　③実施に向けた体制づくりと進捗を確認する。
　　・必要に応じてコーディネーターや専門家派遣などの実施や勉強会の開催、ア
　　　ンケート調査の実施などを行う。
　　・可能なものは年度内に目に見える事業化を進め、イベントなどの実施時には
　　　広報支援なども行う。
　　・商店街内だけで解決できないものについては、周辺の店や商店街と関わりた
　　　い事業者、地域住民、学校などとも連携する。
　④取り組み終了後、もしくは年度末に効果確認を行い、次年度へ向けた活動の策
　　定支援を行う。

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）

(c)商店街の魅力掘り起しやイベントの開催、情報発信などを各区役所と連携する。
(d)商店街支援の中で各個店でのニーズや課題聞き取りを行い、必要に応じて個別相
談につなぐ。

大阪市北部地域における商店街活性化支援事業（№9）



４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 大阪市北部地域における商店街活性化支援事業 新規/継続 継続

団体

円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

計 円

円

円

 (a)府施策連携  (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円） 　

代

円

円

円

円

円

事
業
の
目
標

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒ 管内には多数の商店街組織があるが、意欲の高い商店街を予定。直

接および各区商連等を通じて募集するなど広く呼びかける。
5

支援対象企業の
変化

支援を通じて課題解決の認識を商店街内で共有し、課題解決へ向けた取り組みが
具体化する。

指標
支援を通じて課題解決へ前進した、あるいは支
援により取り組んだ事業が円滑に実施できたと
回答した商店街の数

数値目標 ３商店街

その他目標値

目標値の内容⇒

0

5,050,000

5,050,000

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

標準事業費

101,000 5 10.0 5,050,000

0
算定基準

（行が足りない場合
は、⇒の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数

2,525,000 0

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 負担金の積算

【備考】

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説
明する代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

算 出 額

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

5,050,000 0.50

大阪市北部地域における商店街活性化支援事業（№9）



○

 (a)府施策連携  (b)広域連携 ○ (c)市町村連携  (d)相談事業相乗効果

４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 ライブ・エンターテイメントの街　ミナミ活性化事業 新規/継続 継続

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

ミナミは古くは江戸時代に浪花五座を中心に一大芝居町として栄えた歴史を持
ち、現在も大阪松竹座で歌舞伎などの芝居が催される他、国立文楽劇場、なんばグ
ランド花月など多くの劇場で、多彩な芸能の公演が日々ライブ・エンターテイメン
トとして行われている。

また、とんぼりリバーウォークなどでは「大阪ミナミ夏祭り＆にぎわいスクエ
ア」、「道頓堀リバーフェステイバル」など地元の商店街や企業、地域団体などか
らなる(一社)大阪活性化事業実行委員会他が主催するライブ・エンターテイメント・
イベントが活発に行われている。こうしたイベントに企画から参加し出展すること
で、近隣の商店街へ集客の支援を行い、ミナミ地域全体の来街者の増加を目指す。

加えて、国内外からの観光客向けにミナミのイベントやライブ・エンターテイメ
ント情報を多言語で紹介するガイドブックを作成・配布するとともに、ミナミの情
報を発信するWebサイトと連携することで、より効果的かつ持続的な集客が期待で
きる。

支援する対象
（業種・事業所数等）

地域の商店街（千日前道具屋筋商店街振興組合、道頓堀商店会、戎橋筋商店街振
興組合、心斎橋筋商店街振興組合、宗右衛門町商店街振興組合、千日前商店街振興
組合、道頓堀商店街振興組合、道頓堀商店連盟 など）

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

地域の各商店街では様々なイベントなどを実施して集客を図っているが、個々の
集客力には限界がある。地域の商店街、企業、団体などと連携したイベントや情報
発信により、近隣の商店街へ集客の支援を行い、ミナミ地域全体の来街者の増加を
目指す。

想定する実施期間 2016 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

2018年度は中央区役所と連携して「道頓堀春フェス2018」(5月)、「大阪ミナ
ミ夏祭り2018＆にぎわいスクエア」(7月)にブース出展し、来場者に対してミナミ
の商店街のイベントやライブ・エンターテイメント情報を発信し、ミナミの商店街
並びに近隣エリアの集客アップに努めた。

また、(一社)大阪活性化事業実行委員会、いっとこミナミ実行委員会（委員長：上
山勝也 道頓堀商店会長）と連携して、ミナミのイベントやライブ・エンターテイメ
ント情報を集めた「ENJOY NAMBA DOTONBORI SHISAIBASHI」を日本語
版、英・中国語版各5,000部作成し、イベントを通じてPRするとともに、ホテル、
駅、観光案内所などを通じて配布した。

反省点
観光情報の入手手段として、ガイドブックとともにWebサイトが大きなウェイト

を占めつつある。Webサイトと連携することで、より効果的で持続的な集客が期待
できる。

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこ
で・

何を・
どのよ

う
にする
のかを
明確に)

人材育成型 イベント連携の中心となっている(一社)大阪活性化事業実行委員会、地域の商店街
連携の組織であるいっとこミナミ実行委員会、中央区役所などと連携し、事業企
画・ＰＲ・実施に向けた活動を行う。

①ミナミのイベントやライブ・エンターテイメント情報を集めたガイドブックを作
成し、ホテル、駅などを通じて配布する。2019年度は、2018年度に引き続きミ
ナミのイベント情報などを多言語で紹介するとともに、ミナミの情報を発信する
Webサイトと連携することで、より効果的かつ持続的な集客が期待できる。

②(一社)大阪活性化事業実行委員会他が主催する「道頓堀春フェス」、「大阪ミナミ
夏祭り＆にぎわいスクエア」、「道頓堀リバーフェスティバル」などの開催に協
力・出展するとともに、ガイドブックの配布などによりミナミのイベントなどの情
報を発信し、ミナミの商店街並びに近隣エリアの集客を高める。

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）

(ｃ)中央区役所他と連携して、ミナミのイベントなどの情報発信、地域の商店街など
への集客支援を行う。

ライブ・エンターテイメントの街　ミナミ活性化事業（№10）



４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 ライブ・エンターテイメントの街　ミナミ活性化事業 新規/継続 継続

団体

円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

計 円

円

円

 (a)府施策連携  (b)広域連携 ○ (c)市町村連携  (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円） 　

代

円

円

円

円

円

事
業
の
目
標

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒

地域の商店街（千日前道具屋筋商店街振興組合、道頓堀商店会、戎
橋筋商店街振興組合、心斎橋筋商店街振興組合、宗右衛門町商店街
振興組合、千日前商店街振興組合、道頓堀商店街振興組合、道頓堀
商店連盟 等）8

支援対象企業の
変化

イベントへの参加やガイドブックの配布などによって、国内外の観光客のミナミ
エリアの回遊性を高めることができ、各商店街の集客力アップが期待できる。

指標
商店街へのアンケートで「事業が商店街の来街
者の増加・売上向上に（やや役立った）（役
立った）」と評価した割合

数値目標 80%

その他目標値

目標値の内容⇒

0

4,040,000

4,040,000

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

標準事業費

50,500 8 10.0 4,040,000

0
算定基準

（行が足りない場合
は、⇒の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数

2,020,000 0

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 負担金の積算

【備考】

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説
明する代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

算 出 額

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

4,040,000 0.50

ライブ・エンターテイメントの街　ミナミ活性化事業（№10）



○

 (a)府施策連携  (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 『ハロウィン、どこ生野』商店街にぎわい創出事業 新規/継続 継続

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

近年日本ではクリスマスよりハロウィンが商戦として盛り上がりを見せている
が、毎年同じイベントとなると来街者も減少し、いわゆる「ジリ貧イベント」にな
る可能性が高い。マンネリ化したイベントを打破し、商店街やその周辺地域の活性
化に寄与すべく、さらなる集客力向上を目指す。

支援する対象
（業種・事業所数等）

生野本通商店街振興組合、生野本通中央商店街振興組合、生野本通センター商店
街振興組合、ベルロード中銀座商店会の４つを対象にする。

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

各区商連及び各商店街では商店街衰退を避けるため、各種イベントに取り組んで
おり、対象商店街も集客が思わしくなく、悩んでいると聞く。2018年度に続き、
今年度もイベントの企画実施を支援してほしいとの要請がある。

想定する実施期間 2018 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

平成30年10月28日（日）、みこし活祭生野南地区4商店街（生野本通、生野本
通中央、生野本通センター街、ベルロード中銀座商店会）にて本事業を実施。４商
店街役員より「来場者が増えた」とのアンケート結果を得た。

また、今回のイベントと関連づけて、商店街内の和菓子屋さんと包装資材の会
社、デ研の学生がコラボし、ハロウィン限定の和菓子（かぼちゃ味のかりんとう饅
頭）を開発して販売したところ、好評を博した。イベント実施を通じて、個店の新
商品開発（現在、さつまいも味を開発中）や包装資材の工夫など個店の売上アップ
につながるような支援もできた。

加えて、ジャズ演奏を行ったイベントスペースを有するベルロード中銀座商店会
（商店街）では、同スペースを有効活用すべく、音楽イベントを定期的に開催しよ
うという動きが出ている。

反省点
東西に長く連なる商店街で、商店街の入口前を通りがかった人には中でイベント

を実施している様子が伝わりにくい。より集客力を高めるため、各商店街の入口に
奥まで通行人を引き込む仕掛けづくりが必要である。

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこ
で・

何を・
どのよ

う
にする
のかを
明確に)

人材育成型
○ 生野区の4商店街（生野本通商店街振興組合、生野本通中央商店街振興組合、生
野本通センター商店街振興組合、ベルロード中銀座商店会）で組織する「みこし活
祭連合会」を対象に、商店街関係者を巻き込んでイベントの実施支援を行う。

○集客目的のイベントは大阪市立デザイン教育研究所（①～③）の協力の下、以下
を実施する。
　①ハロウィン用のフェイスペインティング（みこし活祭連合会加盟商店街の４ヵ
　　所を予定）
　②幼稚園、保育所、小学校低学年向けの影絵（各地で好評上映実績あり）
　③空き店舗でのモーショングラフィックス（人体の動きをセンサーで捉えてその
　　動きを映像に反映させる技術・装置）
　④ハロウィンの仮装をした若手演奏家によるジャズセッション（大人向け）
　　・子供主体のイベントとしたのは、家庭、特に日々の買い物や家計支出の主導
　　　権を握っている母親にできるだけ参加いただき、今後商店街に来場してもら
　　　うきっかけ作りとする。
　　・なお当支援イベント開催は、対象商店街の「ハロウィンイベント」実施日で
　　　ある10月2７日を予定。

○ 商店街の集客力向上と賑わい創出が目的である。また、商店街と二人三脚で事業
に取り組み、いずれは商店街だけで対応できるよう自立を促す方向で支援する。イ
ベントは、前年度と同じ内容とし、商店街が独自で実施できるよう定着を図る。

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）

(c)市町村連携
　生野区役所と連携し、周知・広報を依頼する。
(d)相談事業相乗効果

事業実施後のアンケートにおいて相談支援ニーズのある商店街については、経営
課題の把握や先方のニーズに応じた相談支援を行う。

『ハロウィン、どこ生野』商店街にぎわい創出事業（№11）



４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 『ハロウィン、どこ生野』商店街にぎわい創出事業 新規/継続 継続

団体

円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

計 円

円

円

 (a)府施策連携  (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円） 　

代

円

円

円

円

円

事
業
の
目
標

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒ みこし活祭連合会加盟の生野本通商店街振興組合、生野本通中央商

店街振興組合、生野本通センター商店街振興組合、ベルロード中銀
座商店会の計４商店街4

支援対象企業の
変化

　支援対象商店街はイベント手法がマンネリ化し、どのように集客を図るべきか、
悩んでいる。そこで映像や音楽などを活用した新たなイベント実施を支援し、当該
商店街の賑わいを創出し、来場者を増加させる。

指標
アンケートにおいて「来場者が増えた」とする
回答の割合

数値目標 70%

その他目標値

目標値の内容⇒

0

2,020,000

2,020,000

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

標準事業費

50,500 4 10.0 2,020,000

0
算定基準

（行が足りない場合
は、⇒の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数

1,010,000 0

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 負担金の積算

【備考】

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説
明する代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

算 出 額

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

2,020,000 0.50

『ハロウィン、どこ生野』商店街にぎわい創出事業（№11）



○

 (a)府施策連携  (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

社

４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 地域ブランド推進事業 新規/継続 継続

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

自社の優れた商品・サービスを開発しても販路に悩んだり、売上不振に悩む中小
事業者は多い。そこで、東住吉、平野地域の優れた商品やサービスを発掘、東住
吉・平野の地域ブランド（Ｈ2Ｏ）をはじめとする事業者のブランド力向上や商品の
販路拡大を支援する。

想定する実施期間 2016 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

経営指導員との経営相談で「自社の優れた商品を開発しても販路に困っている、
差別化できず売上が低迷」など販路拡大に悩む中小事業者の声が多くある。また、
展示販売会に関しては、ケーブルテレビなどの取材もあり、認定事業者から地域ブ
ランドのＰＲに役立ったとの評価を得た。

実施内容・
実績数値

東住吉・平野の地域ブランド（Ｈ2Ｏ）認定の71商品・サービスを紹介する冊子
を作成し、1月18日、19日の産業交流フェアにて来場者に配布したほか、掲載店舗
などで冊子を配布。2018年11月10日に展示販売会を開催し、8社の販路開拓（購
買客数425名、売上高224,000円）を支援した。

反省点

人材育成型

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

事
業
の
概
要

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入

東住吉・平野地域発のブランド認定であるが、ブランド力が弱い。広報の強化と
事業者の意識向上が課題。

支援する対象
（業種・事業所数等）

　東住吉・平野地域などの中小事業者、商店街ほか

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこ
で・

何を・
どのよ

う
にする
のかを
明確に)

東住吉・平野地域では、地域中小事業者や本会議所支部・経済団体などが実行委
員会を組織して、産業交流フェアを毎年開催して14年となり、地域内の優れた商品
やサービスを披露する展示会として定着している。

産業交流フェアの実績を踏まえた発展事業として、東住吉・平野の地域ブランド
（Ｈ2Ｏ）の認定する地域産業活性化委員会を地元有志の事業者で構成し、2013年
度より地域ブランド（Ｈ2Ｏ）認定事業を実施してきた。この認定は当初30商品・
サービスからスタートしたが、現在は71商品・サービスに及んでいる。

本事業では、Ｈ2Ｏ認定事業者をはじめとする商品やサービス等のＰＲ、売上増を
はかるための紹介冊子を作成し、ブランド力向上や販路拡大を図る。

（具体的内容（予定））
【東住吉・平野の地域ブランド紹介冊子】
4月～7月 紹介冊子の掲載概要を調整、事業者等への説明、ヒアリング、原稿集
め。
8月以降 校正。印刷開始。紹介冊子が完成次第、産業交流フェアや商店街イベント
での配布や区役所等で配布する。
【展示販売会の実施】
各商店街や地域イベント、商業施設など集客の相乗固化が見込めるスポットを会場
として選び、地域ブランド認定事業者による展示販売会を実施し、販路開拓を支援
する。

独自提案型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）

(c)区役所などと連携して効果的な企画・ＰＲを実施。
(d)相談指導先に巡回して参加勧奨を行うほか、事業実施の過程において、出店者の
ブランド構築や販売戦略をはじめ、経営課題解決に向けた支援を行う。

事
業
の
目
標

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒

「東住吉・平野地域ブランドＨ２Ｏ」認定企業など60社
冊子掲載55社（ブランド認定は71商品・サービス数だが、事業

所換算では重複や支援対象外があるため55社で想定）、販路開拓
展示会参加5社60

支援対象企業の
変化

地域ブランド紹介冊子に掲載、販路開拓展示会に参加することにより、その商
品・サービスの発信力が高まり、販路拡大につながる。

指標
アンケートで「自社や商品のＰＲになった」
「販路拡大につながった」と回答した割合

数値目標 70%

その他目標値

目標値の内容⇒

地域ブランド推進事業（№12）



４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 地域ブランド推進事業 新規/継続 継続

円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

計 円

円

円

 (a)府施策連携  (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円） 　

代

円

円

円

円

円

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数 標準事業費

50,500 55 0.5 1,388,750

50,500 5 1.0

①市町村等補助 交付市町村等

252,500

0

1,641,250

商工会・会議所名

標準事業費 補助率

【備考】

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

算定基準
（行が足りない場合
は、⇒の行に挿入）

1,641,250

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

算 出 額
②受益者負担 負担金の積算

（①市町村等＋②受益者負担）

1,641,250 0.50 820,625 0

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説
明する代表団体に○）

配分額 役割（配分の考え方）

地域ブランド推進事業（№12）



○

○

○ (a)府施策連携 ○ (b)広域連携  (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 キャッシュレス化支援事業 新規/継続 新規

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

経済産業省によると、日本のキャッシュレス決済の比率は2015年時点で18％
と、韓国89％、中国60％と比べてかなり遅れている。これが訪日する外国人観光
客にとって大きな不満となっている。小規模零細事業者にとっても現金管理は非常
に手間が掛り、現金出納帳を日々正確に記帳している小規模事業者は非常に少な
い。キャッシュレス化はインバウンドニーズを取り込むだけでなく、経営の合理
化・適正化にとっても役に立つ。また、キャッシュレス決済を利用する電子商取引
（EC）の導入についても活用が進んでいない。そこで、キャッシュレス化のメリッ
ト、キャッシュレス決済の手段やEC、その周辺分野に関するセミナー、相談会を実
施し、キャッシュレス普及に取り組む。

支援する対象
（業種・事業所数等）

消費者に商品・サービスを販売・提供している中小企業者及び開業間もない小規
模零細事業者、商店街など

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

消費者向けに商品・サービスを提供する事業者にとってはキャッシュレス化は避
けては通れない道であり、決済方法が「現金のみ」の事業者は淘汰される恐れがあ
る。開業間もない事業者は経理事務の合理化といった観点から積極的にキャッシュ
レス化を図る必要がある。電子決済に関心がある、あるいは導入にハードルを感じ
ている企業からのヒアリングでは、電子決済について情報を得る機会が少なく、ど
のサービスが自社にあっているのかわからないとの声が出ている。

想定する実施期間 2019 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

反省点

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこ
で・

何を・
どのよ

う
にする
のかを
明確に)

人材育成型
(1)キャッシュレス経営支援セミナー（仮称）
○小売店・消費者向けサービス提供業者向けにキャッシュレス化のメリットを説明
するとともに政府からの補助金などによる支援策を紹介するセミナーを2回程度実施
する。
○マネーフォワードなどのクラウド会計事業者と連携して、小規模事業者向けにで
きるだけキャッシュレス化をした合理的な会計処理方法をマスターしてもらい、小
規模事業者の経理事務の省力化・的確化に役立つセミナーを実施する。

(2)キャッシュレス決済促進セミナーと導入のためのマッチング・相談会（仮称）
①セミナー

3回程度開催。ＱＲコード決済を中心に、キャッシュレスサービスを提供する企業
が１回に複数社登壇し、各社のサービスやそれを活用したＥＣの販路開拓などにつ
いて講話する。
②マッチング・相談会

キャッシュレスサービスを提供する企業の担当者との個別面談を実施。参加者は
導入に向けた具体的な流れや操作方法などについて直接説明を受ける。参加者が
サービスを導入することになった場合、ここでの担当者に導入までサポートしても
らうようにする。

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）

府施策連携商25番（キャッシュレス化の推進）
(a)大阪府商工労働部商工労働総務課や商業・サービス産業課と連携して実施。
(b)大阪府や自らが発信するメールマガジンなどを通じて大阪府内事業者の参加を募
る。
(d)セミナー参加企業でキャッシュレス化に関心のある企業向けに個別経営支援を図
り、事業所カルテ化を行う。また、参加者アンケートで経営上の課題等を挙げてい
れば、適宜相談支援事業につなぐ。

キャッシュレス化支援事業（№13）



４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 キャッシュレス化支援事業 新規/継続 新規

社

円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

計 円

円

円

○ (a)府施策連携 ○ (b)広域連携  (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円） 　

代

円

円

円

円

円

事
業
の
目
標

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒

(1)キャッシュレス経営支援セミナー（仮称）
中心繁華街で店舗を営む小売・飲食店事業者（30社）及び事業

歴の比較的浅い小規模事業者（30社）。Ｄ－ＦＡＸ、メールス
テーションで大阪府内事業所を対象に募集する。
(2)キャッシュレス決済促進セミナー＆導入のためのマッチング・
相談会（仮称）

セミナー100社、マッチング・相談会15社。大商ニュース、
FAX、DM、e-mailなどで参加者を募集する。

175

支援対象企業の
変化

指標③ マッチング・相談件数 数値目標 のべ20件

その他目標値

目標値の内容⇒

①キャッシュレス経営導入により、小売・飲食店事業者にとっては現金管理事務負
担の軽減と外国人観光客の集客力を高めることが出来る。一般事業者にとっても経
理事務負担が軽減され、信頼性の高い決算が行えるようになる。
②キャッシュレス化に取り組む意欲が高まる。
③キャッシュレス決済の導入に向けて具体的な行動を起こす。

指標①
キャッシュレス経営に取り組む意欲が高まった
と回答した割合

数値目標 80%

指標②
キャッシュレス・電子決済やＥＣの動向につい
て理解できた、あるいは今後の販路開拓に役立
てると回答した割合

数値目標 80%

606,000

3,838,000

3,838,000

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

標準事業費

20,200 60 1.0 1,212,000

20,200 100 1.0 2,020,000
算定基準

（行が足りない場合
は、⇒の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数

40,400 15 1.0

3,838,000 0

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 負担金の積算

【備考】

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説
明する代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

算 出 額

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

3,838,000 1.00

キャッシュレス化支援事業（№13）



○

○ (a)府施策連携 ○ (b)広域連携  (c)市町村連携  (d)相談事業相乗効果

社

４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 ブロックチェーンを活用した新ビジネス創出事業 新規/継続 新規

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

インターネットにも匹敵するほどの革新といわれる「ブロックチェーン（Ｂ
Ｃ）」は、既存のビジネスを効率化するだけでなく、新たなビジネスモデルを創出
できる全く新しいデータ管理の技術・手法として注目を集めている。技術やコンセ
プトも日進月歩で進化しているが、大阪・関西は東京に比べ、BC関連情報を得られ
る機会が非常に少ない。そこで、BC分野で第一線で活躍する経営者や学識者などと
直に情報を得られる場を作る。

支援する対象
（業種・事業所数等）

フリーランスのエンジニア、企業内エンジニア、スタートアップ経営幹部、新規
事業担当など

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

平成30年9月にBCセミナー入門編を開催したところ、120人が参加し、アン
ケートでは74人が「技術」に関心を有していることがわかった。ビジネス利用を検
討する企業も24社あったほか、「取り組みを考えたいが、技術やビジネスモデルが
まだまだ理解できていない」という声も寄せらている。

想定する実施期間 2019 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

反省点

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこ
で・

何を・
どのよ

う
にする
のかを
明確に)

人材育成型 6～12月に3回程度、本町のコワーキングスペースで、「ブロックチェーンミー
トアップ」を実施する。ＢＣビジネス開発者や学識者などによる講演、事例紹介、
トークセッションと交流会の4部構成。各回、40社80人程度を対象とし、幅広く参
加者を募るため、エンジニアにリーチできる関西情報センターや、スタートアッ
プ、フリーランスにリーチできるＭＪＥなどと共催する。テクノロジーへの理解と
ビジネスへの実装をメインテーマとして、技術トレンドの紹介や、ＢＣ活用のアイ
デア、レギュレーションなどについて紹介する。

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）

府施策連携商12番（IT/IoT等の新技術を活用した新事業創出の支援）
(b)過去のBC関連事業への参加者や商工会議所の関係企業、関西情報センター、
MJEなどを通じて、広く大阪府内の事業者に参加を呼びかける。また、SNSで発信
することにより口コミでの参加者獲得に努める。

事
業
の
目
標

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒ １回あたり40社×３回

＜募集方法＞
　商工会議所と共催団体のウェブサイト、SNS、メールなど120

支援対象企業の
変化

BC技術やその活用方法についての理解が深まり、新ビジネスへのヒントを得る。
また、エンジニアが、BCコミュニティへの参画や独学、技術系セミナーへの参加に
よりテクノロジーを学ぶ端緒となる。

指標
「セミナーで得た知識を事業に役立てる」また
は「技術への理解が深まった」と回答する割合

数値目標 70%

その他目標値

目標値の内容⇒

ブロックチェーンを活用した新ビジネス創出事業（№14）



４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 ブロックチェーンを活用した新ビジネス創出事業 新規/継続 新規

円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

計 円

円

円

○ (a)府施策連携 ○ (b)広域連携  (c)市町村連携  (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円） 　

代

円

円

円

円

円

0

2,424,000

2,424,000

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

標準事業費

20,200 120 1.0 2,424,000

0
算定基準

（行が足りない場合
は、⇒の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数

2,424,000 0

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 負担金の積算

【備考】

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説
明する代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

算 出 額

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

2,424,000 1.00

ブロックチェーンを活用した新ビジネス創出事業（№14）



○

○ (a)府施策連携 ○ (b)広域連携  (c)市町村連携  (d)相談事業相乗効果

社

４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 新事業創出のための先端技術を活用した実証事業支援 新規/継続 新規

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

現在のさまざまな社会課題を解決するために、AIやIoTといった第４次産業革命技
術の活用が期待されている。ただ、そうした先端技術を活用したビジネスを創出する
ためには、実際の社会で試してみる「実証事業」のプロセスが不可欠である。これま
で大阪府・市・大阪商工会議所では、実証事業検討チームを立ち上げ、大阪における
実証事業の実施を支援してきたが、この動きをさらに加速させるため、実証事業支援
の取り組みを広くPRするセミナーを開催し、実証事業を通じた社会課題解決ビジネ
スの創出につなげる。

支援する対象
（業種・事業所数等）

先端技術を活用した実証事業の実施を通じて、社会課題解決ビジネスの創出を目指
す大阪府内の中小企業

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

大阪・関西での開催が決定した2025 年万博では、「未来社会の実験場」がコン
セプトに掲げられており、大阪で革新的な実証が次々に実施される「実証事業都市・
大阪」実現に対する企業の期待は非常に高いと思われる。また、SDGｓ（持続可能
な開発目標）が世間の注目を集める中、社会課題解決ビジネスの創出を目指す企業も
増えてきている。

想定する実施期間 2018 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

反省点

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこ
で・

何を・
どのよ

う
にする
のかを
明確に)

人材育成型 ＜概要＞
現在のさまざまな社会課題を解決するために、AIやIoTといった第４次産業革命技

術の活用が期待されている。ただ、そうした先端技術を活用したビジネスを創出する
ためには、実際の社会で試してみる「実証事業」のプロセスが不可欠。そこで、この
「実証事業」の重要性を解説するとともに、大阪における実証事業支援の取り組みや
大阪での実証事業実施事例を紹介するセミナーを１～２回開催する。

＜講師案＞
　大学教授、コンサルタント、実証事業実施企業　など

＜参加者数＞
　１回８０人程度

＜支援企業数＞
　1回３０～５０社程度

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）

府施策連携商24番（I社会課題解決ビジネスの創出・成長支援）
(a)大阪府商工労働部成長産業振興室産業創造課と連携して実施する。セミナー参加
者に対し、同課が実施する補助事業への申請や、同課が連携する「社会課題解決ファ
ンド」への申込み、大阪府や民間金融機関などが実施するビジネスプランコンテスト
への応募を促す。
(b)本商工会議所の広報ツール（大商ニュース、メールマガジン、ＦＡＸ案内など）
を広く活用し、あわせて大阪府商工労働部のネットワーク、メールマガジンなどを活
用し、府内事業者に広く周知・募集を行う。

事
業
の
目
標

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒

社会課題解決ビジネスや2025万博への関心の高さから、50社
程度の参加を見込む。本商工会議所の広報ツール（大商ニュース、
メールマガジン、ＦＡＸ案内など）の他、各連携機関のメールマガ
ジンなどで周知・募集する。50

支援対象企業の
変化

実証事業のプロセスの重要性の解説や実証事業支援の取り組み紹介、企業事例の紹
介などにより、実証事業を通じた社会課題解決ビジネスの創出を促す。

指標
アンケートで「大阪で実証事業の実施を検討す
る上で参考になった」と回答した割合

数値目標 70%

その他目標値

目標値の内容⇒

新事業創出のための先端技術を活用した実証事業支援（№15）



４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 新事業創出のための先端技術を活用した実証事業支援 新規/継続 新規

円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

計 円

円

円

○ (a)府施策連携 ○ (b)広域連携  (c)市町村連携  (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円） 　

代

円

円

円

円

円

0

1,010,000

1,010,000

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

標準事業費

20,200 50 1.0 1,010,000

0
算定基準

（行が足りない場合
は、⇒の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数

1,010,000 0

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 負担金の積算

【備考】

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説
明する代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

算 出 額

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

1,010,000 1.00

新事業創出のための先端技術を活用した実証事業支援（№15）



事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

国内市場の縮小に加え、労働力の減少・確保難により海外市場・外国人労働力に
目を向ける企業が増加している。その動きは大企業のみでなく、中小企業にも見ら
れるが、経済的・人的資源が限られる中小企業にとってその全てが容易に着手でき
る（もしくは拡大できる）とはいえない。

これまでにも、日本企業の投資・貿易が集中するアジア地域を中心に、また一
方、まだ日本商品・日本企業が多く出ていない新興国、新たな市場となりうるアフ
リカや中近東地域にも広げて海外市場開拓事業を展開してきた。特に、2018年末
発効のTPP11と2019年２月に発効する日欧EPA参加国に関しては、絶好の貿易･
投資拡大チャンスと捉え、各種実務セミナーの開催、ミッションの派遣、招聘など
を積極的に展開していく。

さらに、海外で日本産の人気が高まっていることを追い風に、日本の農林水産物
と食品の年間輸出額は５年連続で増加し、過去最高の8,071億円になっている。
（なお、2018年の上半期は特に中国やベトナム、フィリピンなどアジア向けの輸
出の伸びが目立ち、品質の高さから加工肉や果物、緑茶などの清涼飲料水などの品
目の人気が高かった）日本政府は2019年までに農林水産物と食品の輸出額1兆円達
成を掲げているが、目標まで開きがある現状である。一方で中小企業にとって独力
で海外の販路開拓を行うことはハードルが高い。そこで、本事業を通じて大阪の中
小企業に食輸出をはじめるきかっけづくりや情報提供を行い、輸出促進につなげ
る。

支援する対象
（業種・事業所数等）

海外ビジネスへの参入、拡大を目指す中堅中小企業並びに個人事業者
※「TPP11」および「日欧EPA」参加各国とのビジネス交流を目指すところには特
に積極的に支援を行う。食品、機械、繊維(素材、製品）
※マレーシア、マカオ、シンガポール、台湾など、アジアを中心とした食品輸出を
望む飲食店舗、飲食品製造業・卸業など

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

＜ニーズ＞ 国内市場の縮小、特に若年労働力の確保難が見られる中小企業から
は、日本商品の人気を有するアジア各国や中近東、日本の優れた技術を望む欧米諸
国とのビジネス交流を望む声が少なくない。また依然として人気の高い中国に関し
ても、引き続き情報提供を望む声が多く、実際の投資額も過去最高（2017年）を
記録している。TPP11が発効すれば、牛肉の関税が現行38.5％⇒16年後には9％
に減税されるなどそのメリットは大きく、輸出入業者双方とも歓迎している。さら
に、2018年1～6月期（上期）の農林水産物と食品の輸出額が前年同期比15.2%増
の4359億円であった。上期として6年連続で過去最高となった。2017年の１年間
の輸出額は8071億円と５年連続増加し、過去初めて80００億を超えた(発表：農林
水産省)。

＜把握方法＞ 常に海外ビジネス関心企業の発掘に努めており、メール、機関紙、
各種会合での案内などを通じてニーズの把握、更新を行っている。現時点のメール
による海外ビジネス関心先は約９,000人。

４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 海外市場開拓支援事業 新規/継続 継続

これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

2017年度実績：人材育成538社(目標件数：490件)、人材交流261社(同245
件)、販路拡大63社(同80件)
※中小企業が個別に持つ課題に対し、大阪に居ながらさまざまな情報を提供するこ
とにより解決の糸口を提供した結果、セミナーなどに参加した企業の93％（総平
均）か、満足との回答を示した。

また、食輸出セミナー・商談会については次の通り。
　セミナー【6/27関空】28社　【8/31大阪港】36社　計64社
　商談会　【6/27関空】27社　【8/31大阪港】20社　計47社

反省点

情報提供はある程度行うことはできたが、さらに突っ込んだ内容についてはその
場でお答えすることができず、専門家を紹介するに終わった。近いうちに発効する
TPP11などはそれですまないので、専門家などを常駐させることが必要と考えられ
る。

また、2018年度初めて大阪港を通じた食輸出事業を実施した。参加を検討する
企業の一部が「関空からの輸出は小ロットでも対応できるが、大阪港からの輸出は
コンテナを借り上げないといけないのでハードルが高い」と誤った認識をしてい
た。そのため、今後、中小企業が取り扱う輸出量でもコンテナの混載サービスを利
用すれば食輸出ができることをアピールする必要である。

海外市場開拓支援事業（№16）



４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 海外市場開拓支援事業 新規/継続 継続

○

○

○

○ (a)府施策連携 ○ (b)広域連携  (c)市町村連携  (d)相談事業相乗効果

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこ
で・

何を・
どのよ

う
にする
のかを
明確に)

人材育成型

１）海外市場開拓プログラム【販路開拓型】
・海外調査団派遣時の商談
・海外から来阪するミッション、バイヤーとの商談会開催（地域別、品目別バイ
ヤーの招聘）

２）海外現地法人の設置・運営・活用化支援【人材交流型、販路開拓型】
・勉強会（進出２・３年の企業向けなど）の開催（企業囲み型で３回シリーズ開
催）
・ODA予算利活用を目指した、中小企業とコンサルタントとの商談会を開催
※初めて海外進出を目指す企業および、既進出企業むけに、現地事務所の活用につ
いて学ぶ座学を開催。

また、特に初心者向けには、「ODA予算」を利活用し、海外事業に長けたコンサ
ルタントとの協業方式にすることで容易く海外事業に取り組めるような工夫を施
す。

３）中国ビジネス支援事業【人材育成型、人材交流型】
・専門家などによる日常的相談を実施（中国市場への販路拡大、中国から第3国への
事業展開などについて）
・中国専門士業の方々を招いての一日相談会の実施
・高齢者向けシルバー産業を中心に中華圏、東南アジアなどへの展開支援のための
マッチングなどを実施

４）新興国市場開拓ミッションの派遣【人材交流型】
・TPP11など大型EPAスキームをうまく利活用できる国をターゲット（東南アジア
など）にミッションを派遣

５）EPA（FTA）活用ビジネス支援【人材育成型、人材交流型】
・EPA（FTA）を活用した海外販路開拓についてセミナー、相談事業を開催
※TPP11、日欧EPA協定については、原産地証明書の取得が関税減免の必須条件に
なるが、これの作成は「完全自己証明」となっており、貿易書類に長けた企業はと
もかく大多数の中小企業はすぐには対応できないと思われる。そこで、実務セミ
ナーを適宜開催するほか、専門家にいつでも相談できる体制を整え、場合によって
は既存のEPAも含めて案内できるようにしておく。

６）海外ビジネスワンストップサービス事業【人材育成型、人材交流型、販路開拓
型】
・情報セミナーの開催（海外に出向かず、大阪にて情報が一挙に入手できる「ビジ
ネスワンストップサービス」の提供）
・各地域、国に対する個別相談（中国は除く）
・来阪する海外ビジネスパーソンとの個別商談会の実施

７）食輸出関連事業【人材育成型、販路開拓型】
・関西国際空港および大阪港からの食品輸出拡大のため、日本食の人気の高いマ
レーシア、マカオ、シンガポール、台湾などへの①輸出促進セミナーおよび②各国
のバイヤーとの個別商談会（国内）を実施
・セミナーおよび商談会は関空・大阪港からの輸出を想定した講師やバイヤーを招
聘し、それぞれ１回ずつ開催
・セミナーや商談会の開催会場には、関西・食・輸出推進事業協同組合や近畿農政
局などの関係機関に相談ブースの出展を要請し、参加企業に対してコンテナの混載
サービスの周知や、その他食輸出に関する多面的な支援メニューを紹介する環境を
整える。

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）

府施策連携商22番（海外ビジネス展開希望会社の発掘・支援事業）
(a)海外バイヤー招聘に関しては、大阪府上海事務所などと連携を取りながら、購買
力のある企業の選定など事業に取り組む。また、各種相談（中国ビジネス相談、
EPA利活用相談）に関しては、大阪府や（公財）大阪産業振興機構のコーディネー
ターと情報を共有するなどして支援する。海外ミッション派遣についても、知事訪
問後の具体的ビジネス促進につながるよう、相乗効果が出るものを心がける（具体
的訪問国、時期については、常に担当部局とすり合わせを行っている）。大阪府商
工労働部の「大阪ビジネスサポートデスク」や流通対策室の「大阪産」などと連携
し、相互の事業を広報する。
(b)府内中小企業リストの活用や独自の広域にわたる関心企業リスト活用などを行う
ことで府内全域の事業者を対象とする。食輸出関連事業に関しては本事業をきっか
けに誕生した「関西・食・輸出推進事業協同組合」と連携し参加招請を行う。

海外市場開拓支援事業（№16）



４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 海外市場開拓支援事業 新規/継続 継続

社

円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

計 円

事
業
の
目
標

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒

【人材育成型】中国ビジネス支援セミナー80社、EPA活用ビジネ
ス支援セミナー参加60社、情報セミナー350社、食輸出セミナー
40社　計530社
【人材交流型】（係数1.5）中国ビジネス視察団5社、新興国市場
開拓ミッション10社、（係数1.3）勉強会35社、中国ビジネス相
談会100社、EPA関連相談240社、個別相談5社　計395社
【販路開拓型】海外開拓市場プログラム60社、ODA関連商談会
10社、個別商談10社、食輸出商談会35社　計115社

1,040

支援対象企業の
変化

指標③ 海外バイヤー等との商談件数 数値目標 のべ180件

その他目標値

目標値の内容⇒

【人材育成型】 セミナー等情報提供支援対象企業は、海外進出や輸出について必
要な知識を得ることで具体的な拠点設立や販路開拓へ取り組みを進めることができ
るようになる。（事業番号３、５、６、７）
【人材交流型】 ビジネス相談支援対象企業、勉強会参加企業は、個別ニーズに
沿った最新情報や対応アドバイス提案を受けることでビジネス上のトラブルを避け
たり、効率的な展開が可能となり、成功する確率が高まる。（事業番号２、３、
４、５、６）
【.販路開拓型】 商談会の支援対象企業は、優良な製品、技術を持ちながらコンタ
クト先が得られなかった状況から、具体的な海外企業との接触によって、海外市場
参入の足掛かりを得ることができる。（事業番号１、２、６、7）

指標①
アンケートにおいて、セミナー事業に参加した
ことを通じて海外展開にさらに取り組むと回答
した企業の割合

数値目標 75%

指標②
個別相談事業、勉強会参加企業が海外展開にさ
らに取り組むと回答した割合

数値目標 75%

標準事業費

50,500 60 1.5 4,545,000

20,200 350 1.0 7,070,000

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数

10 1.5 757,500

20,200 80 1.0 1,616,000

202,000

50,500 10 1.5 757,500

40,400 35 1.3 1,838,200

40,400 5 1.0

50,500

40,400 10 1.5 606,000

20,200 60 1.0 1,212,000

40,400 5 1.5 303,000

40,400 100 1.0 4,040,000

50,500 35 1.0 1,767,500

35,218,700

40,400 240 1.0 9,696,000

20,200 40 1.0 808,000

35,218,700

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

算定基準

海外市場開拓支援事業（№16）



４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 海外市場開拓支援事業 新規/継続 継続

円

円

○ (a)府施策連携 ○ (b)広域連携  (c)市町村連携  (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円） 　

代

円

円

円

円

円

負担金の積算

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

海外調査団派遣事業(現地商談会などを含むミッション派遣）については、大阪府
内でこうした事業が展開できるのは、本商工会議所のほかは、JETROなど支援機関
も限られていることから付加価値があるとし、1.5の増補正をした。海外企業との商
談、海外展示会出展支援については、外国企業との調整ができる人材が必要である
など、国内企業とのマッチングよりもコスト的な負担がある。また、事業者にとっ
ても、商工会議所など公的機関が中に入ることで安心してマッチングにのぞめるこ
と、また、戦術のとおり、大阪府内でこうした事業が展開できるのは、本商工会議
所のほかは、JETROなど支援機関も限られているから付加価値があるとし、1.5の
増補正をした。

算 出 額

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担

35,218,700 1.00 35,218,700 0

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説
明する代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

【備考】

海外市場開拓支援事業（№16）



事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

｢開業サポート資金・小規模企業サポート資金（地域支援ネットワーク型）｣、｢
チャレンジ応援資金｣をはじめとする大阪府の制度融資およびその他の公的融資制度
の普及を促進する。特に「開業サポート資金・小規模企業サポート資金（地域支援
ネットワーク型）」は、地元金融機関と緊密に連携し、本商工会議所が事業計画策
定支援や経営指導に加え、資金調達後にはフォローを行う「金融と経営支援の一体
的取り組み」により、開業者や小規模・中小企業の資金需要に応え成長を支える。

また、地域支援ネットワークの推進会である地域金融懇談会のメンバーを基盤に
組織した地域プラットフォームを活用して、創業者や中小事業者の金融支援に際
し、本商工会議所では経営指導員、専門相談員などが経営支援を行うほか、高度な
課題解決においては専門家による支援を可能とする枠組みも利用。本部・支部の拠
点を活用し、事業者の様々なニーズに対し「金融と経営支援の一体的取り組み」の
推進を強化する。

支援する対象
（業種・事業所数等）

大阪府内の小規模事業者・中小企業、大阪府内での創業・開業を目指す者（大企
業の社員、府外に在住する個人などを含む）

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

大阪市内事業者に法定台帳などで経営の関心項目を聞いたところ、「融資・資金
繰り」を挙げた事業者は、2018年度は14,581件中2,343件で、全体の16％を占
めている。

また、本商工会議所の創業支援を受けた開業者などからは、相談による事業計画
の内容改善、事業計画書作成方法への理解向上、事業計画の客観視化などの成果が
あったとの声があり、金融支援と併せて事業計画書策定などの経営支援を行う効果
は高く、その入り口として当事業が大きな役割を果たすと考えられる。

４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 地域金融支援ネットワーク推進事業 新規/継続 継続

これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

【2018年度：本部開催分】
5月に制度説明会（支援数65.5社）、相談会（支援数22社）、9月に地元金融機

関との交流会（支援数64社）を実施。2月19日に金融力強化セミナーと相談会を実
施予定。また、公的融資制度紹介冊子を新規に作成し、「開業サポート資金」「小
規模企業サポート資金」のチラシとあわせセミナーなど参加者に提供するととも
に、メール配信などにより広くＰＲした。また、開業サポート資金の利用希望者に
対し、具体的な申し込みや相談事業につなげるため、個別相談を10月末までに21
件実施。

【支部開催分】
2017年度の支援実績は、支部金融説明会220.5社 支部金融個別相談会470

社。2018年９月末現在、制度融資説明会は6回（支援企業数93.0社、参加者95
名、利用者満足度は90.2）、支部金融個別相談会は10回（支援企業数178社）を
実施。制度説明会では、大阪信用保証協会や北おおさか信用金庫などから大阪府制
度金融などについて情報提供を行い、金融個別相談会では継続的な金融支援と一体
化した制度融資の利用を促進した。

反省点

本部開催分については、融資制度紹介等において金融機関に商品内容や利用事例
紹介に重点をおき説明をしてもらうよう改善したところ、満足度が向上した。一
方、限られた時間内で多くの情報を提供しようとしてわかりづらいとの意見があっ
た。ポイントを絞ってわかりやすく情報を伝えることで融資制度利用喚起を図りた
い。

支部開催分については、支援が必要な事業者に大阪府制度融資をより効果的に周
知することが課題の一つであるため、制度説明会において資金繰りや融資審査のポ
イントなど融資前後の支援も含めたテーマを加えて事業者の関心を促し、説明会へ
の参加につなげるとともに、制度融資の利用につなげていく。

地域金融支援ネットワーク推進事業（№17）



４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 地域金融支援ネットワーク推進事業 新規/継続 継続

○

○

○ (a)府施策連携 ○ (b)広域連携  (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこ
で・

何を・
どのよ

う
にする
のかを
明確に)

人材育成型

【本部開催分】
地域支援ネットワーク参画機関間の情報共有・交換および「金融と経営支援の一

体的取り組み」のさらなる推進のため、地域金融懇談会を2回程度開催し、地域の実
情を把握するとともに、以下のセミナー・相談会などの開催において効果的に反映
させ、地域金融機関と連携し大阪府が目指す金融施策を実現できるよう協力体制を
強化する。

また、地域支援ネットワーク参画機関と連携し、大阪府の制度融資に関する広報
物を作成し広く配布して制度の普及を図る。
①大阪府の制度融資などを紹介するセミナー、講演会などの開催

地域支援ネットワークの取組みや大阪府の制度融資を紹介する創業(予定)者や中小
事業者向けのセミナーを開催する。開催時には、事業者の役に立つ融資や事例につ
いて、ポイントを絞りわかりやすく情報提供するよう留意する。
②地域金融機関との交流会や個別相談会の開催、および「開業サポート資金」の出
張相談や個別相談の実施

事業者と参画金融機関との交流会や相談会などを通じて、資金調達や経営支援に
つながる関係構築を支援する。また「開業サポート資金」などについて、計画的に
ＰＲを行うとともに、「特定創業支援事業」として実施する開業スクールでチラシ
配布・説明を行う。このほか、本事業以外も含め、イベント実施時などの出張相談
や利用希望者へのタイムリーな個別相談対応を行うことにより、具体的な申込みに
向けた準備に着実につなげ、相談事業の利用により円滑な融資を実現する。

①②ともに、府制度融資については必ず説明・ＰＲを行い、事業実施後などに随
時実績を報告する。

【支部開催分】
より幅広く制度を普及し、相談案件の掘り起こしを実施すべく、上記の本部開催

分の事業に加えて、市内5支部の各管轄区に所在する納税協会、産業会、工業会、個
人タクシー協会などと連携して、制度説明会と個別相談会を開催する。必要に応じ
て、大阪府、四信金（大阪、大阪シティ、大阪商工、北おおさか）、近畿大阪銀行
（4月から関西みらい銀行）、大阪信用保証協会、日本政策金融公庫、大阪産業振興
機構設備支援課などに協力を仰ぎ、「地域支援ネットワーク」を活用しながら、支
部の経営指導員の指導のもと、府制度融資や公的融資に具体的につながるよう実践
的に対応する。その中で、融資の実行やその後の資金繰り安定経営に役立つ事業計
画書の作成や資金繰り計画書の作成支援を行う相談事業へとつなぐ。

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）

府施策連携商23番（地域の金融機関や支援機関との「地域支援ネットワーク」推進
事業）
(a)大阪府商工労働部金融課および地域支援ネットワーク参画金融機関などと事業運
営で連携しながら実施する。セミナー・相談会などにおけるアンケート内容を報告
することにより、効果的な府制度融資への反映に努めていく。
(b)地域支援ネットワーク参画機関などの協力を得て、大阪府内全域からの集客に努
める。
(d)交流会やセミナー、個別相談などを通じて、創業(予定)者や潜在的な成長力を持
つ小規模・中小企業への啓発普及を進めていく中で、相談ニーズを把握し経営支援
につなげ、事業所カルテ化を図る。また、既カルテ化事業所にも各種事業をPRし、
参加を勧奨する。

地域金融支援ネットワーク推進事業（№17）



４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 地域金融支援ネットワーク推進事業 新規/継続 継続

社

円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

計 円

円

円

○ (a)府施策連携 ○ (b)広域連携  (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円） 　

代

円

円

円

事
業
の
目
標

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒

【本部開催分】セミナーなど160社、交流会・相談など135社
【支部開催分】金融説明会など115社、相談会280社
大商ニュース、メール配信、ホームページ掲載などに加え、地域金
融懇談会参画機関を通じて広くPRする。690

支援対象企業の
変化

指標③
個別相談を実施した事業者などが、融資申込み
に向けた準備に取り組む、あるいは資金繰り改
善や事業計画の見直しなどを検討する割合

数値目標 80%

その他目標値

目標値の内容⇒

○説明会やセミナーの参加企業が、事業参加で得た情報を活かし、今後の経営や資
金調達に役立てる。
○交流会への参加企業が、自社に役立つ融資に関する情報や、課題解決に関する情
報、あるいは金融機関とのパイプを得ることができる。
○個別相談を実施した事業者などが、融資申込みに向けた準備に取り組む、あるい
は資金繰り改善や事業計画の見直しなどを検討する。

指標①
説明会やセミナーの参加企業が、事業参加で得
た情報を活かし、今後の経営や資金調達に役立
てるとの回答の割合

数値目標 80%

指標②
交流会で自社に役立つ融資に関する情報、もし
くは課題解決に関する情報、あるいは金融機関
とのパイプを得たとの回答の割合

数値目標 80%

1.0 5,454,000

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数

20,200 115 1.0

22,321,000

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

算 出 額

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担

算定基準
（行が足りない場合
は、⇒の行に挿入）

2,323,000

40,400 280 1.0 11,312,000

22,321,000

標準事業費

20,200 160 1.0 3,232,000

40,400 135

【備考】
　大阪府内での創業や府内に新たな事業所を設けるため、もしくはそのための情報収集が目的であり、大阪
府内での創業や新規事業所立ち上げを促進する観点からも、当該事業については、引き続き、府外の個人や
事業者、並びに大企業事業者も支援対象に加える。

22,321,000 1.00 22,321,000 0

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説
明する代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

負担金の積算

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

地域金融支援ネットワーク推進事業（№17）



○

○

○ (a)府施策連携 ○ (b)広域連携  (c)市町村連携  (d)相談事業相乗効果

４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 MoTTo OSAKA オープンイノベーションフォーラム 新規/継続 継続

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

大企業と中小企業、大学や研究機関などがチームを組み、材料・部材や要素製
品、さらには機器間を制御するシステムなど互いの優れた技術・ノウハウを結び付
けるビジネスマッチング方式の共同開発を目指す。分野を限らず、幅広い分野にお
いて、ハイエンド技術の開発、製品の創出を目指す“開発型プラットフォーム”と
しての機能を高める。

支援する対象
（業種・事業所数等）

　オープンイノベーションによる新規製品・技術開発を目指す事業所など

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

昨今、自社の保有する資源・技術のみを用いて製品開発などを行う「自前主義」
を脱却し、戦略的に組織外の知識や技術を積極的に取り込むオープンイノベーショ
ンの取り組みが注目を集めており、専属部署を立ち上げる企業も増えてきている。

一方、独力ではなかなか大企業とつながりを持てない中小企業にとっては、こう
した機会を利用することによって、大企業の担当者との直接のやり取りが実現でき
るため、オープンイノベーションへの期待度は高い。大手企業と中堅・中小のどち
らの立場からも、オープンイノベーションへの取り組み意欲が高まっている。

想定する実施期間 2017 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

【技術ニーズマッチング】＜技術ニーズ説明会＞大阪ガス：７月５日開催（参加者
数１９９名、支援対象企業数１３１社）、ダイキン工業：８月２９日開催（参加者
数２１６名、支援対象企業数１１２社）、ＬＧディスプレイ・ＴＯＡ・ギャランツ
ジャパン：１１月２１日開催＜ビジネスマッチング会＞大阪ガス：１０月１日～４
日開催（参加企業数４４社、支援対象企業数３８社）、ダイキン工業：１１月１４
日～１６日開催
【オープンイノベーションセミナー】２～３月開催
【技術シーズ商談会】＜シーズ説明会＞富士通：９月２０日開催（参加者数４０
名、支援対象企業数２６社）、大阪ガス：１０月１６日開催（参加者数６０名、支
援対象企業数４２社）＜個別商談会＞富士通：１１月開催（参加企業数１社、支援
対象企業数１社）、大阪ガス：１２月開催

反省点

【技術ニーズマッチング】１１月には本事業での技術ニーズ発表は初となる３社が
説明会を開催したが、他の２社ほど参加者が伸びなかった。広報手段を見直しつ
つ、新たな技術ニーズ発表企業を引き続き探索する。
【技術シーズ商談会】中小企業にとって、大企業の技術シーズを活用するハードル
は高いが、うまく活用できれば成果につながる。今年度は、技術シーズの説明とあ
わせて技術シーズを活用するメリットに関する情報提供を行ったが、十分な理解が
得られなかった。引き続き理解を深めるためのプログラムを検討する。

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこ
で・

何を・
どのよ

う
にする
のかを
明確に)

人材育成型

＜人材育成型事業＞　計610社　※係数1.2
　(1)オープンイノベーションセミナー（年間１回）
　　　支援企業数：1回70社程度
　　　・大企業への自社技術提案のコツ
　　　・大企業が提案企業に求めるポイント
　　　・提案力の高い中小企業による事例発表
　　　・人的交流活動
　(2)技術ニーズマッチング　ニーズ説明会（年間3回）
　　　支援企業数：1回150社程度
　　　・大企業におけるオープンイノベーションの取り組み紹介
　　　・大・中堅企業のニーズの発表
　　　・人的交流活動
　(3)技術シーズ商談会　シーズ説明会（年間2回）
　　　支援企業数：1回45社程度
　　　・大手・中堅企業のシーズの発表
　　　・シーズ活用のメリットに関する情報提供
　　　・シーズ活用事例の紹介
＜人材交流型事業＞　計110社　※係数1.2
　(1)技術ニーズマッチング　ビジネスマッチング会（年間3回）
　　　支援企業数：1回30社程度
　　　・大企業と中小企業の面談　＜コーディネータが支援＞
　(２)技術シーズ商談会　個別商談会（年間2回）
　　　支援企業数：1回10社程度

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）

府施策連携商14番（ものづくり支援拠点（MOBIO）連携推進事業）
(a)関西広域連合、大阪府商工労働部ものづくり支援課、新エネルギー産業課と連携
して実施する。
(b)MOBIO、関西商工会議所連合会などのネットワークを利用し、府全域の中小企
業への広報を行う。D-FAXシステムなどを活用し、様々な業種の企業へ案内する。

MoTTo OSAKA ｵｰﾌﾟﾝｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ（№18）



４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 MoTTo OSAKA オープンイノベーションフォーラム 新規/継続 継続

社

円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

計 円

円

円

○ (a)府施策連携 ○ (b)広域連携  (c)市町村連携  (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円） 　

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

事
業
の
目
標

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒

オープンイノベーションのニーズはますます高くなることが見込
まれるため、人材育成610社、人材交流110社と設定。

「MoTTo OSAKAオープンイノベーションフォーラム」メン
バー他、関西商工会議所連合会、大阪府商工労働部ものづくり支援
課、新エネルギー産業課などと連携し、広く府内から事業者を集め
る。

720

支援対象企業の
変化

指標③ 商談マッチング（引き合わせ）数 数値目標 10件

その他目標値

目標値の内容⇒

①人材育成事業参加者には、事例紹介などを通じてオープンイノベーションとはど
ういうものかを周知し、販路開拓への具体的な気づきを与え、マッチングへの動機
づけを行う。
②技術ニーズマッチングのビジネスマッチング会については、引き合わせ数が各回
20件以上となるように努め、参加企業の販路開拓に寄与する。
③技術シーズ商談会の個別商談会については、引き合わせ数が各回10件以上となる
ように努め、参加企業の販路開拓に寄与する。

指標①
当該事業は自社技術の用途開発を検討するうえ
で参考になったと回答した割合

数値目標 70%

指標② 商談マッチング（引き合わせ）数 数値目標 20件

算定基準
（行が足りない場合
は、⇒の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数

算 出 額

標準事業費 補助率

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

負担金の積算

標準事業費

20,200 610 1.2 14,786,400

40,400 110 1.2 5,332,800

0

20,119,200

20,119,200

本事業の実施にあたっては、大阪府内にとどまらず、関西商工会議所連合会や北
陸・関西連携会議といった商工会議所ネットワークを活用して、広域から参加企業
を募集する。大企業と中小企業のマッチング事業等の場合、いかに大企業からの発
注案件を得られるかが、事業成功の鍵をにぎる。大阪府内だけを対象とせず広く府
外からも事業者を募集し、発注側を十分に満足させる技術力の高い事業者に大阪に
いながらにして出会えるという参加意義を、発注側の大企業に感じさせ、継続的に
良質な発注案件を提供してもらえるよう努める。よって、府内事業者にとっても商
談相手の拡大・ビジネスチャンスの創造につながるという高付加価値があることか
ら、0.２の増補正を行った。

（①市町村等＋②受益者負担）

20,119,200 1.00 20,119,200 0

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担

MoTTo OSAKA ｵｰﾌﾟﾝｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ（№18）



４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 MoTTo OSAKA オープンイノベーションフォーラム 新規/継続 継続

代

○ 円

円

円

【備考】

254,520

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説
明する代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

大阪商工会議所 19,440,480
参加企業数は、オープンイノベー

ションセミナー（人材育成事業）60
社、技術ニーズマッチングのニーズ説
明会（人材育成事業）各回150社、同
ビジネスマッチング会（人材交流事
業）各回30社、技術シーズ商談会の
シーズ説明会（人材育成事業）各回
45社、同個別商談会（人材交流事
業）各回10社と想定。このうち、共
催の東大阪・八尾の各商工会議所へ団
体配分する。本商工会議所は企画・運
営業務ならびに事業費(東大阪・八尾
の各商工会議所の募集及びフォロー
アップ等の経費を除く)を負担する。
本事業は１.２の独自補正係数がついて
いるが、支援企業数に応じた補助金を
各商工会議所に団体配分する際には、
1社当たりの補助率は０.７を適用し、
残りの０.５は主に運営を担う本商工会
議所に配分する。

東大阪商工会議所 424,200

八尾商工会議所

MoTTo OSAKA ｵｰﾌﾟﾝｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ（№18）



○

○ (a)府施策連携 ○ (b)広域連携  (c)市町村連携  (d)相談事業相乗効果

４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 中小製造業者と大阪府内公設試験研究機関・大学の技術交流 新規/継続 継続

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

大手企業の生産拠点が海外（特にアジア地域）に流出し、大手企業と中小製造業
者の下請・協力関係が解消・希薄化するなどの経営環境の変化もあいまって、中小
製造事業者は自律的な事業展開に向けて付加価値の高い自社製品の開発や次世代も
のづくりに向けた技術力の向上などを求めている。しかしながら、中小製造業者
は、財政的にも人的にも制約があり、それらに投入できる経営資源に限界がある。
その一方で、大阪府域には高度な基礎研究などを行っている大学や中小製造業者の
技術支援を長年にわたって行ってきた公設試験研究機関が集まっており、その研究
成果の活用を広く産業界での活用を求めている。
　本事業は産学公の連携を促進し、中小製造業者の技術的課題の解決を支援する。

支援する対象
（業種・事業所数等）

　幅広い製品分野の中小製造業者を主たる対象とする。

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

中小製造業者が大学や公設試験研究機関などが有する最新の研究成果（技術シー
ズ）に関する情報を入手できる機会として、下欄の通り参加者を得ている。第四次
産業革命など今後成長・発展が見込まれる産業分野・テーマをさらに取り上げるこ
とで企業のニーズを掘り起こし得る。

想定する実施期間 2012 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

10月4日「大阪産業技術研究所との産官技術交流会（新チャレンジ大阪２）」（参
加者数93名、支援企業数61.5社）
11月28日「第34回 大阪大学 大学院基礎工学研究科 産学交流会」（参加者数153
名、支援企業数78.5社）
12月7日「ORIST技術シーズ・成果発表会」（参加者数260名、支援企業数44.5
社）
12月11日「中小製造業のためのＩｏＴ技術導入セミナー」（参加者数67名）

反省点

実出席者に対するアンケート回収率の低さを改善する。特に「ORIST技術シー
ズ・成果発表会」は参加者が任意の時間に自由に出入りできるため、アンケート回
収が徹底できていない。ついては、会場内のスタッフ人員を増やして回収の呼びか
けを強化するとともに、アンケート記入台の設置を工夫するなどして回収率の向上
を図る。

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこ
で・

何を・
どのよ

う
にする
のかを
明確に)

人材育成型
【開催回数】４回（大阪産業技術研究所と２回、大阪府内の大学と２回）
【対象】発表分野における技術力向上やビジネス展開を求める中小製造・加工業者
　　　　など
【内容】
　①大阪産業技術研究所の研究成果（技術シーズ）活用のための交流会
　《仮称：第3回大阪産業技術研究所との産官技術交流会（新チャレンジ大阪3）》
　【開催時期】2019年10月頃　　【開催場所】大阪商工会議所など
　【テーマ分野（予定）】化学・バイオ、金属、機械・システム、電子・電池・ナ
　　ノテク、高分子など
　【発表者】大阪産業技術研究所の研究員
　②大学の研究成果（技術シーズ）活用のための交流会
　【開催時期】2019年1１月頃　　【開催場所】大阪商工会議所など
　【テーマ分野（予定）】人工知能、ロボティクス、IoT、ビッグデータ解析など
　【発表者】大阪圏の大学の教員・研究者
　③大阪産業技術研究所の研究成果（技術シーズ）活用のための交流会
　《仮称：大阪産業技術研究所 ORIST 技術シーズ・成果発表会》
　【開催時期】2019年12月頃　　【開催場所】大阪産業創造館など
　【テーマ分野（予定）】化学・バイオ、金属、機械・システム、電子・電池・ナ
　　ノテク、高分子などを網羅的にカバー
　【発表者】大阪産業技術研究所の研究員
　④大学の研究成果（技術シーズ）活用のための交流会
　【開催時期】2019年12月～2020年3月頃　【開催場所】大阪商工会議所など
　【テーマ分野】人工知能、ロボティクス、IoT、ビッグデータ解析など
　【発表者】大阪圏の大学の教員・研究者

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）

府施策連携商14番（ものづくり支援拠点（MOBIO）連携推進事業）
府施策連携商19番（（地独）大阪産業技術研究所（ORIST）連携事業）
(a)事業運営については、大阪府商工労働部ものづくり支援課と連携して実施する。
(b)MOBIOや大阪産業技術研究所などのネットワークを利用し、大阪府域の中小製
造業者への広報を行う。

中小製造業者と公設試・大学の技術交流（№19）



４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 中小製造業者と大阪府内公設試験研究機関・大学の技術交流 新規/継続 継続

社

円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

計 円

円

円

○ (a)府施策連携 ○ (b)広域連携  (c)市町村連携  (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円） 　

代

円

円

円

円

円

事
業
の
目
標

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒ １回あたり７0社×４回＝280社

募集方法は、大阪商工会議所や大学・公設試験研究機関、ものづ
くり振興事業の過去参加者、MoTToメール、MOBIOメルマガ、
その他産業支援機関のメールマガジン配信（けいはんなメール、中
小機構近畿メルマガなど）を中心とする。

280

支援対象企業の
変化

大学や公設試験研究機関の研究成果を今後のビジネス（ものづくり）の参考にし
てもらうほか、技術相談、共同研究、委託研究、施設利用など、より強固な産学公
の連携に結びつける。

指標
得た知識を今後の製品や技術の開発に役立てる
と回答した割合

数値目標 70%

その他目標値

目標値の内容⇒

0

5,656,000

5,656,000

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

標準事業費

20,200 280 1.0 5,656,000

0
算定基準

（行が足りない場合
は、⇒の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数

5,656,000 0

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 負担金の積算

【備考】

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説
明する代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

算 出 額

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

5,656,000 1.00

中小製造業者と公設試・大学の技術交流（№19）



○

○

○ (a)府施策連携 ○ (b)広域連携  (c)市町村連携  (d)相談事業相乗効果

４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 大阪・関西IoT活用推進フォーラム 新規/継続 継続

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

「未来投資戦略2018」において、「中小・小規模事業者の生産性革命の更なる
強化」が謳われる中、企業間でのデータ連携の促進とIoTの導入を進めることで、革
新的な製品・サービスの創出、無駄のない最適化されたサプライチェーン、安全で
生産性の高い製造プロセスの実現が期待されている。

中堅・中小企業のIoT化への取組みを支援すべく、経済産業省が推進する「ロボッ
ト革命イニシアティブ協議会」では、「IoTによるビジネス変革WG」の下に、「中
堅・中小企業アクショングループ」が設置され、事例集の策定やIoT導入コンサルタ
ントの育成、製造業向けツールの開発などが2015年より継続的に実施されてい
る。

本商工会議所は、このアクショングループに委員として参画しており、同グルー
プでの議論の成果も生かしながら、第４次産業革命の実現による新ビジネスの創
出、中堅・中小企業への波及を推進する。

支援する対象
（業種・事業所数等）

　IoTを導入・活用して経営力の強化、効率化を目指す事業所

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

2018年度の参加者アンケートにおいて、本フォーラムへの期待（複数回答）を
聞いたところ、「IoTの活用メリットや施策などに関する最新情報の提供」あるいは
「先進企業におけるIoT活用事例に関する情報提供」という回答が８割を占めてい
る。また、IoT活用ニーズ（複数回答）については、「新たなビジネスモデルの創
造」という回答が半数を超えており、IoTを活用した経営力強化へのニーズは、極め
て高いと考える。

想定する実施期間 2017 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

「大阪・関西ＩｏＴ活用推進フォーラム」
＜第7回例会＞７月３０日開催（参加者数９９名、支援対象企業数５９社）
＜第8回例会＞11月２８日開催
＜第9回例会＞201９年２～３月開催（予定）

反省点

IoTへの注目は依然として高く、多くの参加者を得ることができたが、一方で、参
加者が求める情報・内容は非常に多岐に亘っており、さらに多くの参加者を集め、
満足度を高めるためのテーマ選定が必要である。また、IoTの活用を推進するために
は、先進事例を分かりやすく伝えていくことが重要であり、IoTを実際に導入、成功
した企業の事例を紹介することで、参加者の自社でも実践する機運を高める。

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこ
で・

何を・
どのよ

う
にする
のかを
明確に)

人材育成型 ＜人材育成型＞　計2７0社
■例会の開催　（年間３回）
支援企業数：１回９0社程度
　・IoTの活用方法やメリット、施策等の情報提供
　・製造業によるIoT活用の事例紹介（例：生産プロセス、製品のスマート化など）
　・ＡＲ，ＶＲ等の活用の事例紹介（例：生産性向上や働き方改革支援など）
　・サービス業へのIoT活用の展開紹介
　・IoT活用ツールの紹介
　・交流会（名刺交換会）

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）

府施策連携商16番（中小企業のIT/IoT導入支援）
(a)事業運営については、大阪府商工労働部 中小企業支援室 大阪府IoT推進Lab担
当、同商業・サービス産業課 新事業創造グループと連携して実施する。
(b)本所の広報媒体（大商ニュースやメールマガジンなど）を広く活用するととも
に、あわせて協力団体（一般財団法人関西情報センターを予定）の広報ツールを活
用する。また、関西商工会議所連合会のネットワークを活用して、関西広域から参
加企業を募集する。

大阪・関西IoT活用推進フォーラム（№20）



４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 大阪・関西IoT活用推進フォーラム 新規/継続 継続

社

円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

計 円

円

円

○ (a)府施策連携 ○ (b)広域連携  (c)市町村連携  (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円） 　

代

円

円

円

円

円

事
業
の
目
標

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒ 人材育成事業は、幅広い業種を対象としたテーマでの開催を想定

し、９0社×３回と設定した。フォーラムメンバーをはじめ、大阪
府などの他機関と連携し、広く府内から事業者を集める。270

支援対象企業の
変化

　自社でのＩｏＴに対する取り組み意欲の向上

指標
アンケートでIoTの活用にさらに努めたいと回答
した割合

数値目標 70%

その他目標値

目標値の内容⇒

0

5,454,000

5,454,000

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

標準事業費

20,200 270 1.0 5,454,000

0
算定基準

（行が足りない場合
は、⇒の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数

5,454,000 0

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 負担金の積算

【備考】

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説
明する代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

算 出 額

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

5,454,000 1.00

大阪・関西IoT活用推進フォーラム（№20）



○

４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 環境法令・エネルギー課題対応支援セミナー 新規/継続 継続

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

環境関連法令は、規制強化の方向で新規制定・改正されている一方で、中小企業
においてはこうした情報をタイムリーに収集できる人材が不足しており、知らぬ間
に法令違反を犯してしまう可能性がある。また、原発稼働停止などを要因とする国
内の不安定なエネルギー供給事情や、国として2030年度までに温室効果ガスを
2013年度比26％の削減を求める約束草案を世界に示すなど、各企業に一層の新エ
ネ・省エネへの取り組みが求められており、具体的な対応策についての情報ニーズ
も高まっている。そこで、環境法令や、省エネ・新エネに関する情報を提供するセ
ミナーを開催することにより、自社の課題の解決や、新事業展開のための課題抽出
に役立ててもらう。

支援する対象
（業種・事業所数等）

○府内中小企業の環境部門責任者・担当者
○省エネの取り組みに関心のある中小企業の経営者、施設・エネルギー管理担当者
○エネルギー分野で新規事業展開を目指す中小事業者

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

企業規模を問わずコンプライアンスが求められる中、自社だけでは十分な情報収
集ができない中小企業からは、規制強化の方向で新規制定・改正される環境関連法
令について、法令の内容や企業の対応方法などの分かりやすい解説を求めるニーズ
が高い。また、電気料金の値上げなどが背景で、積極的に省エネ・節電に取り組む
企業が増えている。一方で、燃料電池車、水素ステーションなど、新エネルギー活
用の機運が高まりつつあり、新たなビジネスチャンスを目指し、新エネルギー関連
産業の情報が求められている。

想定する実施期間 2014 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

「省ｴﾈ・省CO2ｾﾐﾅｰ」６月29日開催（参加者数81人、支援対象企業数37.5社）
「蓄電池・燃料電池分野への参入セミナー」7月26日開催（参加者数112人、支援
対象企業数55.5社）
「水素関連産業新技術ニーズ説明会」11月15日開催（参加者数54人）
「省ｴﾈ・省CO2ｾﾐﾅｰ」12月12日開催（参加者数87人）

反省点

参加者のフィードバックをよりダイレクトに次回以降のセミナーに反映させるた
め、アンケート回収率向上の方法を共催団体者と探る。また、次回以降も引き続き
中小企業の目線に立ったプログラム構成を心がけ、省エネ・新エネルギー分野への
取り組み意欲向上につなげてもらえるよう努める。

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこ
で・

何を・
どのよ

う
にする
のかを
明確に)

人材育成型

「中小企業のための省エネ・省CO2セミナー」（年2回程度実施）
エネルギー政策の現状や見通し、また、先進的に節電・省エネや再生可能エネル

ギーの活用に取り組む企業の事例発表などにより、企業のエネルギー課題への対応
を支援する。あわせて、省エネ機器導入などに活用できる補助金の情報なども提供
する。講師は、省エネの専門家、大阪府、先進的に省エネに取り組む事業者（省エ
ネ大賞受賞企業など）
　○参加者数　：1回100人程度
　〇支援企業数：1回30社強

「新エネルギー関連産業参入促進セミナー」（年2回程度実施）
水素（ＦＣＶ、エネファーム、水素製造装置）や蓄電池（ＰＨＶ・ＥＶ、無人搬

送機、産業用ロボット）など、今後一層の成長が期待できる分野の現状・見通しの
解説や、先進的に新エネルギー分野に取り組む企業の事例発表などにより、府内も
のづくり中小企業の新エネルギー産業分野への参入を後押しする。また、大手企業
の最新ニーズ発表の機会なども設け、中小企業による新エネルギー関連産業参入を
図る。さらには、講演会後に名刺交換会や交流会を実施し、参加者と講演者との交
流の場を設けることで、とくに新エネルギー産業分野以外の府内ものづくり中小企
業者が新規参入しやすい環境を整える。講師は、新エネ関連産業事業者、新エネ分
野に取り組む中小事業者、所管省庁や大阪府、大学教授など
　○参加者数　：1回120人程度
　○支援企業数：1回50社程度

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

環境法令・エネルギー課題対応支援セミナー（№21）



４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 環境法令・エネルギー課題対応支援セミナー 新規/継続 継続

○ (a)府施策連携 ○ (b)広域連携  (c)市町村連携  (d)相談事業相乗効果

社

円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

計 円

円

円

○ (a)府施策連携 ○ (b)広域連携  (c)市町村連携  (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円） 　

代

円

円

円

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）

府施策連携商１番（新エネルギー産業分野への参入促進）
(a)開催案１では、大阪府立環境農林水産総合研究所や大阪府環境農林水産部と共同
で実施し、省エネや環境法令などを取り上げ、開催案２では、大阪府商工労働部成
長産業振興室新エネルギー産業課と共同で実施し、新エネルギー産業の市場や業界
の最新動向を紹介するなど、府内中小企業全般に有益なプログラムとする。また、
参加者を大阪府商工労働部成長産業振興室産業創造課の事業である「スマートエネ
ルギー分野『戦略的技術提案講座』」や「おおさかスマートエネルギーパートナー
ズ」の活用を促す。
(b)大阪商工会議所の広報媒体（大商ニュースやメールマガジンなど）を広く活用
し、あわせてMOBIOのネットワークや大阪府立環境農林水産総合研究所、大阪府環
境農林水産部、大阪府商工労働部成長産業振興室新エネルギー産業課などのメール
マガジンを活用し、府内事業者に広く周知・募集を行う。

事
業
の
目
標

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒

30社強×2回、50社強×2回。セミナーの告知は、商工会議所
の広報ツール（メールマガジン、ＦＡＸ案内、過年度の同事業にお
けるセミナー参加者への一斉情報提供）の他、各連携機関・支援機
関のメールマガジン（MoTToメール、MOBIOメルマガ、けいは
んなポータル、中小機構近畿メルマガなど）を通して周知・募集す
る。

165

支援対象企業の
変化

支援企業が自社に関連のある環境法令とその対応方法やエネルギー課題への理解
を深め、受講企業が自社独自で環境法令対応や省エネ・省CO2の取り組み、また、
新エネルギー関連産業の参入などを進めていくための実務的基礎知識やスキルの習
得・向上を目標とする。

指標
当該事業で得た知識などを自社の課題解決や新
事業の展開などに役立てると回答した割合

数値目標 80%

その他目標値

目標値の内容⇒

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

標準事業費

20,200 165 1.0 3,333,000

算定基準
（行が足りない場合
は、⇒の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数

交付市町村等

②受益者負担 負担金の積算

3,333,000

3,333,000

【備考】

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説
明する代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

算 出 額

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

3,333,000 1.00 3,333,000 0

①市町村等補助

環境法令・エネルギー課題対応支援セミナー（№21）



○

○ (a)府施策連携 ○ (b)広域連携  (c)市町村連携  (d)相談事業相乗効果

社

４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 第4次産業革命分野における新規事業創出促進事業 新規/継続 継続

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

第４次産業革命技術の進展により、個別顧客のニーズに基づく新しい市場が創造
される中、現場力を有する中小企業には新たなビジネスチャンスの獲得が期待され
ている。その一方、第４次産業革命技術に関心はあるものの、取り組みには至って
いない中小企業も多い。そこで、府内中小企業の第４次産業革命技術活用を支援
し、新規事業創出につなげる。

支援する対象
（業種・事業所数等）

第４次産業革命技術を取り入れた新規事業創出を通じて、イノベーションに挑戦
する府内中小企業

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

第４次産業革命技術の活用に関心を持っている中小企業は多いものの、中小企業
庁が実施した「中小企業の成長に向けた事業戦略等に関する調査」では、その活用
状況（活用している、活用を検討していると回答した企業）は１割未満と低く、活
用に向けた支援のニーズは高いと考えられる。

想定する実施期間 2018 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

9月25日：セミナー「ロボットが拓く未来」（参加者数61人、支援企業数41社）
1１月19日：セミナー「AI技術の可能性」（参加者数81人、支援企業数55社）

反省点
大阪府が実施する「大阪共創ビジネスプログラム（OCBP）」と連携して実施し

たが、企画に時間を要し、同事業のハンズオン支援企業募集期間までの実施が間に
合わず、PR機会を十分に設けられなかった。

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこ
で・

何を・
どのよ

う
にする
のかを
明確に)

人材育成型 第４次産業革命技術に関する情報提供、企業によるシーズ（ツール）発表等（７
～９月頃を目途に２回実施）
 
＜概　要＞

有識者からの第４次産業革命技術に関する動向の解説や、第４次産業革命を支援
する企業（ＩＴベンダーなど）からの技術シーズ（ツール）説明、活用事例の紹介
により、府内中小企業の第４次産業革命を活用した新規事業創出を促進する。あわ
せて、参加者と技術シーズ発表企業とのマッチングも実施する。
＜講師案＞
　大学教授、コンサルタント、第４次産業革命技術を活用・提供している企業など
＜参加者数＞
　100人程度
＜支援企業数＞
　1回70社程度

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）

府施策連携商12番（IT/IoTなどの新技術を活用した新事業創出の支援）
(a)大阪府商工労働部中小企業支援室商業・サービス産業課新事業創造グループと共
同で実施する。セミナー参加者は、同グループの「大阪共創ビジネスプログラム
（OCBP）」への参加を促す。
(b)本商工会議所の広報ツール（大商ニュース、メールマガジン、ＦＡＸ案内など）
を広く活用し、あわせてMOBIOのネットワークや大阪府商工労働部中小企業支援室
商業・サービス産業課などのメールマガジンを活用し、府内事業者に広く周知・募
集を行う。

事
業
の
目
標

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒ 第４次産業革命技術に関心がある中小企業140社。商工会議所

の広報ツール（大商ニュース、メールマガジン、ＦＡＸ案内など）
の他、各連携機関のメールマガジンなどで周知・募集する。140

支援対象企業の
変化

第４次産業革命技術の動向や先進企業の活用事例などを通じて、第４次産業革命
技術を活用した新規事業創出を促す。

指標
各回のアンケートで「新規事業を企画・検討

するにあたって参考になった」との回答割合
数値目標 75%

その他目標値

目標値の内容⇒

第４次産業革命分野における新規事業創出促進事業（№22） 



４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 第4次産業革命分野における新規事業創出促進事業 新規/継続 継続

円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

計 円

円

円

○ (a)府施策連携 ○ (b)広域連携  (c)市町村連携  (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円） 　

代

円

円

円

円

円

0

2,828,000

2,828,000

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

標準事業費

20,200 140 1.0 2,828,000

0
算定基準

（行が足りない場合
は、⇒の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数

2,828,000 0

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 負担金の積算

【備考】

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説
明する代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

算 出 額

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

2,828,000 1.00

第４次産業革命分野における新規事業創出促進事業（№22） 



○

○ (a)府施策連携 ○ (b)広域連携  (c)市町村連携  (d)相談事業相乗効果

４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 水ビジネスの企業連携・海外展開支援事業 新規/継続 継続

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

排水処理などの水ビジネスへの新規参入や海外展開を目指す企業を対象に、現地
の市場・規制動向や、ニーズ、関係団体の水ビジネス支援事業など、様々な情報を
提供し、大阪・関西の優れた水関連技術の輸出強化を目指す。

支援する対象
（業種・事業所数等）

プラントメーカー、サプライヤー（部材・部品製造業者）、管理・運営サービス
企業など、水ビジネス分野において新規参入や海外展開を目指す企業

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

○産業水道関連や、上下水道関連分野の市場規模は、2013年時点で約50～60兆
円であるが、人口増加や、水不足による上下水道の需要増、新興国の経済発展・工
業化による工業用水の需要増などで、同市場は2025年頃に100兆円を超えると予
測されており、すぐに成果に結びつかないとしても、成長を続けている市場に今か
ら種をまいておく必要がある。
○本商工会議所は、水関連企業の海外展開を支援するプラットフォーム事業「関
西・アジア 環境・省エネビジネス交流推進フォーラム「Team E-Kansai」）の協
力機関に名を連ねている。同フォーラムには、府内中小企業など水・環境ビジネス
に関心を持つ企業がメンバーとして登録しており、企業ニーズは依然高いと思われ
る。

想定する実施期間 2011 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

「アジアの水ビジネス市場セミナー」7月20日開催（参加者数105人、支援企業数
44社）
「アジアにおける水・環境ビジネス連携セミナー」12月14日開催（参加者数94
人）

反省点

「アジアの水ビジネス市場セミナー」
100名以上の参加があったことから水ビジネスへの期待・関心は依然として高いこ
とが分かった。また、専門家からの市場動向の解説に加え、実際に水ビジネスにお
ける海外展開に取り組む企業に事例発表いただくことで、参加者に満足いただくこ
とができた。次年度も、幅広い企業に関心を持ってもらえるプログラム構成を心が
け、ビジネスに役立てていただける情報を提供できるよう努める。

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこ
で・

何を・
どのよ

う
にする
のかを
明確に)

人材育成型
【開催案】「アジアにおける水ビジネス関連セミナー」（年2回程度実施）
＜概　要＞

水ビジネスに関する国内外の市場動向、技術開発動向、海外展開の成功事例など
の情報を提供する。あわせて、企業間交流の機会も設ける。
　○参加者数　：1回８0人程度
　○支援企業数：1回６0社程度

◆プログラム案◆
①今後一層の水処理のニーズが見込まれる地域（台湾、中国、タイ、ベトナム、イ
ンドネシア、マレーシア、インドなど）に着目し、各国の環境規制や市場概況につ
いて解説する。
　（講師案）地球環境センター、ＪＩＣＡなど
②上記地域への展開に実際に取り組む日本企業より事例を紹介する。
　（講師案）未定
③関係団体より関連施策を紹介する。
　（講師案）大阪府、大阪市、地球環境センターなど
④交流会（１回４０人程度、年１回程度）

講演者と参加者の意見交換の場の提供。府内の水ビジネス関連企業の海外進出を
後押しする。

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）

府施策連携商22番（海外ビジネス展開希望企業の発掘・支援事業）
(a)本事業は、府内中小企業の水関連ビジネスを通じた海外展開・販路拡大を支援す
る事業であり、大阪ビジネスサポートデスクなどの大阪府の施策をＰＲする。
(b)商工会議所の広報媒体（大商ニュースやメールマガジンなど）を広く活用し、あ
わせてMOBIOのネットワークや大阪府環境農林水産総合研究所などのメールマガジ
ンも活用しながら、府下の中小企業に事業参加を積極的に呼び掛ける。また、必要
に応じ、Team E-KansaiやJETROなどの関係団体と協力して事業を実施する。

水ビジネスの企業連携・海外展開支援（№23）



４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 水ビジネスの企業連携・海外展開支援事業 新規/継続 継続

社

円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

計 円

円

円

○ (a)府施策連携 ○ (b)広域連携  (c)市町村連携  (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円） 　

代

円

円

円

円

円

事
業
の
目
標

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒

60社×2回
参加募集方法は、過去に水ビジネス関連セミナーに参加された

方々への一斉情報提供、大阪府商工関連ニュース、「関西・アジア
環境・省エネビジネス交流促進フォーラム」メンバーを中心に、
D-FAX・メールなどにより行う。

120

支援対象企業の
変化

セミナーへの参加を通して、府内中小企業などに対して水ビジネスの世界的な市
場動向や先進企業のビジネス手法を学び、今後のビジネス戦略の構築に役立てるほ
か、水関連分野への新規参入も促す。

指標
セミナーで得た知識などをもとに当該分野の海
外展開にさらに取り組みたいと回答した割合

数値目標 80%

その他目標値

目標値の内容⇒

0

2,424,000

2,424,000

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

標準事業費

20,200 120 1.0 2,424,000

0
算定基準

（行が足りない場合
は、⇒の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数

2,424,000 0

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 負担金の積算

【備考】

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説
明する代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

算 出 額

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

2,424,000 1.00

水ビジネスの企業連携・海外展開支援（№23）



○

○

○ (a)府施策連携 ○ (b)広域連携  (c)市町村連携  (d)相談事業相乗効果

これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

＜人材育成型事業＞医療機器産業への新規参入をテーマとしたセミナーを2回実施
し、いずれも計画を超える支援企業数を確保した（計89社）。
＜販路開拓型事業＞上記セミナーないしは医療機器関連事業への併設での企業展示
を行い、計8社の支援企業数を確保した。

反省点
販路開拓事業として実施している企業展示につき、「ブースに立ち寄るお客さん

が少ない」ないしは、「展示時間が短い」といった声が聞かれたため、次年度は展
示ブースによりたくさんの人が立ち寄る仕掛けを講じる。

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこ
で・

何を・
どのよ

う
にする
のかを
明確に)

人材育成型 ①医療機器産業事業化促進セミナー　＜人材育成型事業＞
　○年間2回
　○支援企業数1回35社程度
　企業が医療機器産業新規参入を含む事業化の際に必用な情報を提供する。

新規参入を計画している企業には、他の工業製品と同様に安価で革新的に新製品
を開発すれば、市場を確保できると考えている企業も少なくない。しかし、医療機
器産業には、医療現場との信頼構築、医療機器薬事承認手続き、健康保険手続き、
販売会社との関係、更には海外展開やデジタルヘルスなど業界独特の注意点があ
る。セミナーでは、これらの点を参入企業に理解してもらうため、本商工会議所で
医療機器開発相談をしているアドバイザーや、すでに参入を果たした企業などか
ら、具体的な事例を含めて説明する。

②自社PRのための出展　＜販路開拓型事業＞
　○年間２回（①の「医療機器産業事業化促進セミナー」などに展示を併設）
　○支援企業数１回３社程度

医療機器業界へ高い関心を持つ企業を主な対象に、各社の技術や取り扱う製品、
部素材の概要を展示し、医療機器事業化促進セミナー来場者や個別商談会参加者へ
ＰＲすることで、新たな商取引につなげる。

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）

府施策連携商3番（ものづくり中小企業の医療機器分野等への参入促進）
(a)大阪府とは、大阪のライフサイエンス産業の振興について、日常的に成長産業振
興室ライフサイエンス振興担当と情報交換、連携を行っている。
(b)府全域の企業との連携を可能とする事業で広く府内から参加企業を募集する。
（本商工会議所は当該支援については全国的にも先駆者であり、大阪府内を代表す
る支援機関としての実績がある。「次世代医療システム産業化フォーラム」を大阪
府下の東大阪、八尾、堺、豊中、北大阪、茨木、大東、守口門真、吹田の各地商工
会議所と共催で開催している。）

４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 医療機器産業事業化促進事業 新規/継続 継続

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

医療機器関連産業は日本国内のみならず海外も含め、今後、市場が拡大すること
が見込まれている。従来、自動車、電機産業に関わっていた製造業の中にも、医療
機器産業への参入に関心を持つ企業も少なくない。

しかし、医療機器産業は、医療現場との関係構築、医療機器関連の法律、販路の
確保など、参入にあたって他の産業とは異なる課題もある。

そこで、主にこれから医療機器産業に参入を検討する企業などを対象に、参入の
進め方や海外展開やデジタルヘルスを含めた事業化に関する情報を伝えるととも
に、本分野での具体的なビジネスを生み出すための機会を提供することで、大阪の
ライフサイエンス産業全体の振興につなげる。

支援する対象
（業種・事業所数等）

これから医療機器産業に参入するメーカー、すでに参入しているが、これから本
格的に事業展開を目指しているメーカーなど

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

大阪商工会議所は、医療機器開発支援事業を15年以上にわたり実施しており、新
規参入に対する問い合わせも少なくない。また、すでに参入している企業の中に
も、今後本格的に事業展開をはかるため、医療機器産業について基本的な知識を確
認したいという企業もある。

想定する実施期間 2018 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

医療機器産業事業化促進事業（№24）



４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 医療機器産業事業化促進事業 新規/継続 継続

社

円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

計 円

円

円

○ (a)府施策連携 ○ (b)広域連携  (c)市町村連携  (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円） 　

代

円

円

円

円

円

【備考】

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

算定基準
（行が足りない場合
は、⇒の行に挿入）

1,717,000

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

1,717,000 1.00 1,717,000 0

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説
明する代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

負担金の積算

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

算 出 額

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担

0

1,717,000

標準事業費

20,200 70 1.0 1,414,000

50,500 6 1.0 303,000

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数

事
業
の
目
標

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒

＜人材育成型＞70社
＜販路開拓型＞6社

大阪商工会議所が過去に独自で実施してきた事業の参加者を中心
に、大阪府内で医療機器産業に関心を持つ企業に参加を呼びかけ
る。

76

支援対象企業の
変化

①セミナーで得た有益な情報を今後の経営に活用することにより、経営改善・経営
革新に向けた第一歩を踏み出すことを目指す。
②府内中小企業の販路開拓につながることを目指す。

指標①
セミナーで得た知識・ノウハウ・ヒントを今後
の事業運営・経営に役立てると回答した割合

数値目標 70%

指標② 今後の販路開拓に効果があったとする割合 数値目標 70%

その他目標値

目標値の内容⇒

医療機器産業事業化促進事業（№24）



○

○

○ (a)府施策連携 ○ (b)広域連携  (c)市町村連携  (d)相談事業相乗効果

４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 中小企業の新規学卒者人材確保支援事業 新規/継続 継続

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

リクルートワークス研究所の「大卒求人倍率調査」を見ると、２019年3月卒業
予定の大学生･大学院生対象の大卒求人倍率は1.88倍（前年度1.78倍）と引き続き
高い水準で推移しており、７年連続の上昇となっている。また、大阪商工会議所が
平成28年10月に実施した「企業の新卒採用スケジュール等に関する調査」では、
中堅・中小企業が新卒者を採用するための主な取り組みとして、「就職サイトへの
掲載」に次いで「大学への訪問」「大学が学内で実施する企業説明会への参加」を
挙げており、その対策の１つして、大学との関係を深めたいという企業のニーズが
高い。

そこで、新卒採用を検討している、または、採用計画数を確保できていない中小
企業に対して「セミナー」や「企業と大学との情報交換会」を通して「人材獲得の
ためのノウハウ・手段」を身に付けるための支援を行う。

支援する対象
（業種・事業所数等）

　大阪府内で事業を営んでいる中小企業の経営者、人事担当者（全ての業種）

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

リクルートワークス研究所が実施した「ワークス大卒求人倍率調査（2019年
卒）」によると、従業員数が300～999名では求人倍率が1.43倍に留まるのに対
し、300人未満では9.91倍と昨年度（6.45倍）を大幅に上回っており、中小企業
での人材不足感が顕著となっている。

想定する実施期間 2017 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

①８月に「新卒採用実践セミナー」を開催し、61人の参加があった（支援企業数
58社）。２月には採用・定着の強化に向けたセミナーを開催予定。
②１０～１１月に「採用・定着・職場環境改善勉強会」を開催し、３０社が参加し
た（支援企業数24社）。
③11月５日に「大学などと企業との就職情報交換会」を開催し、主に関西圏の67
大学が出展。同事業に161社・256人が来場した。

反省点

①講師のスケジュールの関係もあり、セミナーを８月の盆明けに開催した。このた
め想定していた参加者数に満たず、集客に課題を残した。セミナー実施について
は、スケジュール設定に注意する必要がある。
②数多くの企業に情報を提供するため、少人数方式の勉強会（採用・定着・職場環
境改善勉強会）は廃止する。

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこ
で・

何を・
どのよ

う
にする
のかを
明確に)

人材育成型
本事業は、中小企業が採用戦略の構築や効果的な採用活動等、採用プロセス全般

にわたる取り組みに関する知識やノウハウ等を身に付けることができるセミナーを
開催する。また、大学から直接、学生の就職活動動向の情報収集を行って関係構築
を図り、効果的な採用活動等を展開できるよう、企業と大学の交流を促進する機会
を提供する。

○【セミナーの開催】（人材育成型）
セミナーでは新卒者採用の現状をはじめ、学生に対しどのようにアプローチすれ

ば自社の魅力を伝えられるか、また、中小企業に適した採用のプロセスや手法等、
中小企業が押さえくべき実務ポイントなどについて解説する。実施時期について
は、講師と十分な打合せを踏まえて実施する。支援企業数は50社。

○【就職情報交換会の開催】（人材交流型）
採用やインターンシップ等の取り組みに関して、大学の就職指導担当者と企業関

係者が一堂に会し、各大学が設置したブースに、企業の採用担当者が訪問する形式
の情報交換会を開催し、大学・企業間の情報交換・ネットワークづくり等の場を提
供する。2018年度と比較して出展大学数が増加しており、2019年度も同規模で
実施する。支援企業数は160社。

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）

府施策連携労３番（若手人材の採用・定着支援事業）
(a)大阪府就業促進課企業支援グループやOSAKAしごとフィールドなどと連携を図
り、実施する。
(b)各地商工会議所の経営指導員や商工会議所・商工会で共同運営するザ・ビジネス
モール（事務局：大阪商工会議所）などを通じて、事業PRリーフレットを配布し、
活用を促す。

中小企業の新規学卒者人材確保支援事業（№25）



４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 中小企業の新規学卒者人材確保支援事業 新規/継続 継続

社

円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

計 円

円

円

○ (a)府施策連携 ○ (b)広域連携  (c)市町村連携  (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円） 　

代

円

円

円

円

円

事
業
の
目
標

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒ ①セミナー：５0社

②就職情報交換会：160社
大阪府内の中小企業に広く参加を呼びかけるとともに、2018年度
に実施した「採用・定着支援セミナー」参加企業や「採用・定着・
職場環境改善に関する勉強会」参加企業など、若年者採用支援事業
への参加経験のある企業に個別に案内する。
※2018年度のセミナー申し込み（第1回：8月）は約60名の参加
があり、また大学などと企業との就職情報交換会には、大学67
校、企業161社・256名の参加があった。

210

支援対象企業の
変化

①セミナーに参加した事業者が、得られた有益な情報をもとに、自社を効果的にPR
できる方法を学び、新卒者採用に向けた新たな取り組みなどを検討することを目指
す。
②情報交換会は、大学の就職指導担当者や他の企業担当者と意見交換することを機
に、具体的な採用への取り組みに着手する。

指標①
アンケート回収事業所のうち、採用に対する自
社の課題が明確になった事業所の割合

数値目標 80%

指標②
情報交換会で大学と接触し、大学との新たな関
係を構築できた事業所の割合

数値目標 80%

その他目標値

目標値の内容⇒

0

7,474,000

標準事業費

20,200 50 1.0 1,010,000

40,400 160 1.0 6,464,000

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数

負担金の積算

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

算 出 額

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担

【備考】

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

算定基準
（行が足りない場合
は、⇒の行に挿入）

7,474,000

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

7,474,000 1.00 7,474,000 0

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説
明する代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

中小企業の新規学卒者人材確保支援事業（№25）



○

○

○ (a)府施策連携 ○ (b)広域連携 ○ (c)市町村連携  (d)相談事業相乗効果

４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 成長企業のための新戦力（女性）発掘・定着支援事業 新規/継続 継続

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

生産年齢人口が減少する時代には、中小企業において即戦力となる労働力の確保
がますます重要となる。近年は女性の社会進出が進み、企業は商品やサービス提供
において女性の視点やセンスを取り入れる必要に迫られているが、男性と比べる
と、女性の就業率は低く、女性管理職比率も低い状態が続いている。

そこで、女性労働者の定着と活躍を促進すべく、職場環境の整備や制度設計を支
援し、中小企業の経営力強化を図る。さらに、企業事例集の発行や女性活躍推進法
普及説明会など、2014年度からの取り組み成果に基づき、セミナー開催を通じて
先進事例の普及に努めるとともに、女性管理職などの交流の場を設け、女性従業員
の活躍・定着を支援する。加えてテレワークや育児・介護との両立支援など、職場
環境の整備を図る中小企業への情報提供の機会を設ける。

支援する対象
（業種・事業所数等）

大阪市内を中心に大阪府内に存する、質の高い即戦力となる人材を確保・定着さ
せたい中小事業者、ならびに女性従業員の活躍促進を図り、組織強化をしたい中小
事業者（経営者、管理職、女性就業者）また、テレワークなど多様な働き方や、企
業主導型保育施設などを活用した育児や介護などの両立支援に関心がある中小事業
者

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

女性の活躍推進は政府の成長戦略の中核におかれ、働き方改革の一端を担ってい
る。生産年齢人口が減少し労働力確保が難しくなるなか、女性従業員に期待が寄せ
られる。さらに、仕事と家庭の両立を目指した働き方を支援し広めることで、生産
性の向上も期待できる。受入側の中小企業においては未だに「女性の活用方法がわ
からない」などの声があるほか、育児や介護との両立支援、テレワーク等多様な働
き方の促進など、質の高い人材の定着に必要な就業環境の整備など課題も多い。

想定する実施期間 2014 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

2018年度は、①５月に企業主導型保育事業の制度説明会・９月に共同利用セミ
ナー＆マッチング会、６月に女性リーダー育成フォーラム、９月にテレワーク
フォーラムを開催し、合計180社を支援した。②女性活躍推進のための対象別セミ
ナーを２回開催し、42.5社を支援した。③５月、７月に女性管理職など交流会を開
催し、28社を支援した。

反省点
８月のセミナーは台風と重なり、申込者の半数がキャンセルした。次年度は開催

時期を再検討する。女性管理職等交流会は、日中より夜間の方が多く参加した。日
中の開催でも企業が社員を参加させやすいよう、告知を工夫する。

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこ
で・

何を・
どのよ

う
にする
のかを
明確に)

人材育成型 (1)テレワークなど多様な働き方の推進、保育サービスや介護支援の充実などによる
働き方改革によって、人材の確保・定着や女性活躍推進につながった企業の経営者
などを招き、女性従業員の活躍推進メリットを紹介するフォーラムの開催や、企業
主導型保育事業などの施策を紹介する説明会などを開催し、企業の人材確保・定着
を支援する。＜フォーラム・説明会120社＞

(2)企業における女性活躍推進にあたっての課題別に、セミナーや交流会を開催す
る。＜セミナー40社、交流会1０社＞
①経営者・人事担当者向けセミナー
②育児・介護などにより時間の制約のある社員や管理職・人事担当者向けセミナー
③ロールモデルとなる女性役員・管理職などと働く女性の交流会

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）

府施策連携労７番（中堅・中小企業における女性の活用・戦力化支援事業）
(a)雇用推進室就業促進課や女性プロジェクトチーム、OSAKAしごとフィールドと
事業連携を行うとともに、事業の時期や内容の調整に関する連絡を密にとり、連携
をはかる。特に就業促進課から要望の強い、企業主導型保育事業を活用した企業の
保育環境整備については、連携を継続する。また、OSAKA女性活躍推進会議の構
成員として適宜連携する。テレワーク関連事業については、労政課とも連携を図り
進める。
(b)大阪府のポータルサイトやメールマガジンなどを通じて、大阪府内広域に周知を
はかり、関心企業の募集を行う。OSAKAしごとフィールド事業への誘導を図る。
(c)大阪市と「大阪市きらめき女性応援会議」の構成団体の一員として企業向け事業
について連携を行うとともに、大阪市女性活躍促進リーディングカンパニー事業や
女性活躍推進企業調査とも適宜連携する。

成長企業のための新戦力（女性）発掘・定着事業（№26）



４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 成長企業のための新戦力（女性）発掘・定着支援事業 新規/継続 継続

社

円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

計 円

円

円

○ (a)府施策連携 ○ (b)広域連携 ○ (c)市町村連携  (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円） 　

代

円

円

円

円

円

事
業
の
目
標

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒

フォーラム・説明会120社、セミナー40社、交流会10社
※商工会議所会員を中心に大阪府市・関係団体と連携し広報集客す
る。170

支援対象企業の
変化

指標③
交流会に参加し、アンケートで「女性（自身も
含む）の活躍推進に向けて前向きに検討した
い」と回答した企業数

数値目標 ８社

その他目標値

目標値の内容⇒

(1)女性従業員を確保・定着し、活躍を推進する意欲が高まる。
(2)①成功事例などを知り、自社における人材の確保・定着や活躍推進に向けた検討
が可能になる。②育児や介護などと仕事を両立するための制度やノウハウなどを知
り、両立するための方策の検討が可能になる。③ロールモデルとなる女性役員や管
理職などと働く女性が交流することで働く意欲が高まり、女性（自身も含む）の活
躍推進に向けて前向きに検討することが可能になる。

指標①
フォーラム・説明会に参加し、アンケートで
「今後、女性の定着・確保や活躍推進に向け
て、前向きに検討したい」と回答した企業割合

数値目標 80%

指標②
セミナーに参加し、アンケートで「女性（自身
も含む）の活躍方法や環境整備について前向き
に検討したい」と回答した企業割合

数値目標 80%

404,000

3,636,000

3,636,000

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

標準事業費

20,200 120 1.0 2,424,000

20,200 40 1.0 808,000
算定基準

（行が足りない場合
は、⇒の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数

40,400 10 1.0

3,636,000 0

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 負担金の積算

【備考】

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説
明する代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

算 出 額

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

3,636,000 1.00

成長企業のための新戦力（女性）発掘・定着事業（№26）



○

○ (a)府施策連携 ○ (b)広域連携  (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

社

４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 中小企業に対する高年齢者雇用サポート事業 新規/継続 継続

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

高年齢者が年齢にかかわりなく働き続けることができる生涯現役社会の実現に向
け、65歳までの安定した雇用を確保するため、企業に「定年制の廃止」や「定年の
引上げ」、「継続雇用制度の導入」が法律で義務付けられている。人手が不足して
いる中小企業にとって、労働力の確保のみならず、限られた人員の中で高年齢者の
柔軟で多様な働き方のニーズを踏まえた人材戦略構築は、重要かつ喫緊の課題と
なっている。セミナーにて、高年齢者の賃金・人事処遇制度のあり方、65歳以上の
継続雇用年齢の引き上げに向けた企業の環境整備の動向や、働き方にあった成果重
視の評価体系の導入方法などを解説し、中小企業の高年齢者雇用を支援する。

支援する対象
（業種・事業所数等）

　大阪府内の中小企業の経営者・経営幹部、人事担当者（すべての業種を対象）

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

2018年度に市内５支部でセミナーを実施。セミナー終了後に行ったアンケート
調査ではすべての参加者が「高年齢者が活躍できる労働環境を整えたい」と答え、
高年齢者の賃金制度や人事処遇制度の見直しを検討している事業者が多く、それに
関連した支援ニーズは高い。

想定する実施期間 2013 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

2018年度は市内５支部で10～11月に「高年齢者活用のための賃金・人事制
度」セミナーを実施。社会保険労務士が「働き方改革などの最新動向を踏まえた継
続雇用後の高年齢者に関する人事処遇の構築」を解説した（参加者：206名、支援
企業数：191社）。

反省点

2018年度のセミナー参加者からは「高年齢者の柔軟な働き方を検討し役立てた
い」「60歳以降の賃金をどうするのか、難しいテーマだが検討したい」「無期転換
ルールへの対応に留意しつつ、助成金についても検討を進めたい」との声があった
ため、2019年度は、65歳以上の継続雇用の取り組み方を含めた高年齢者の活用戦
略についても説明するとともに、企業からのニーズの高い高年齢者の雇用管理、賃
金体系・評価制度、企業向け助成金の活用などについて、事例を交えて説明する。

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこ
で・

何を・
どのよ

う
にする
のかを
明確に)

人材育成型 市内5支部にて高年齢者の継続雇用の進め方と企業の最新動向に関するセミナーを
開催する。
（内容）

高年齢者を戦力として活用し事業を安定的に継続していけるよう、高年齢者の雇
用管理、賃金体系や評価制度のあり方、雇用のための助成金の活用の仕方などを最
新の企業の動向や事例を交えながら解説する。
（実施方法）

大阪府社会保険労務士会と共催し、同会に講師の派遣を依頼する。セミナー終了
後は、必要に応じて本商工会議所の専門相談（人事・労務関連）につないで個別支
援も行う。事業実施にあたっては、OSAKAしごとフィールドに開催広報などの協
力を得る。

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）

府施策連携労9番（中小企業に対する高年齢者雇用サポート事業）
(a)大阪府商工労働部雇用推進室就業促進課就業支援グループと連携して実施する。
また、開催広報などについて、OSAKAしごとフィールドと大阪市域労働ネット
ワーク事務局（大阪府総合労働事務所）に協力を得る。
(b)本商工会議所や他の産業支援機関、上記機関のメール配信などにより府内全域を
対象に参加募集をする。
(d)経営指導員が経営相談を受ける中で、高年齢者雇用を推進したい、または推進す
ることによりさらなる事業の安定化がのぞめる事案があった場合など、当該事業へ
の参加を勧める。

事
業
の
目
標

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒

支援数は、過去事業実績（2017年度：172.5社、2018年
度：191.0社）から設定。大阪府内の中小企業にD-FAXを活用し
た案内チラシの配布やHPでの告知、メール配信等により、参加者
を募集する。140

支援対象企業の
変化

継続雇用者の評価制度や処遇水準の新たな設定方法などについて理解し、見直し
を図ることで、健全な労働環境の整備、労使関係の安定を図る一助としてもらう。

指標
セミナーで得た知識を、自社の今後の労働環境
や処遇の見直しなど労務改善につなげる・役立
てると回答した割合

数値目標 85%

その他目標値
目標値の内容⇒

中小企業に対する高年齢者雇用サポート事業（№27）



４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 中小企業に対する高年齢者雇用サポート事業 新規/継続 継続

円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

計 円

円

円

○ (a)府施策連携 ○ (b)広域連携  (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円） 　

代

円

円

円

円

円

0

2,828,000

2,828,000

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

標準事業費

20,200 140 1.0 2,828,000

0
算定基準

（行が足りない場合
は、⇒の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数

2,828,000 0

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 負担金の積算

【備考】

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説
明する代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

算 出 額

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

2,828,000 1.00

中小企業に対する高年齢者雇用サポート事業（№27）



○

○

○ (a)府施策連携 ○ (b)広域連携  (c)市町村連携  (d)相談事業相乗効果

想定する実施期間 2017 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 中小企業のための外国人材採用支援事業 新規/継続 継続

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

○外国人留学生は年々増加し、現在約30万人が日本で学んでいる。卒業後、約6割
が日本国内の企業への就職を希望しているものの、実際に就職しているのは3割程度
に留まっている。人材不足に悩む企業にとっては大きなチャンスだが、留学生を採
用するには、価値感の違い、求人募集方法などわからないことが多く、採用に踏み
だせない企業も多い。
○そこで、中小企業の経営者や人事担当者を対象に、留学生を採用している企業の
事例を紹介するセミナー等を開催し、留学生の採用について知識を深めてもらう。
○また、外国人留学生の採用を具体的に検討している企業には、他機関・団体との
共催も含め、外国人留学生を対象とした「合同企業説明会」を開催し、企業と留学
生の出会う場を提供、採用を後押しする。

支援する対象
（業種・事業所数等）

人手不足やグローバル化、ダイバーシティ等に対応するため、外国人留学生の採
用に関心をもつ大阪府内の中小企業

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

民間調査機関が毎年11月に実施している外国人留学生採用見込み調査では、従業
員数300人未満の企業では、2015年度は47.4%、201６年度50.6％、2017年
度51.9％と増加傾向にある。その一方で、「社内の受入体制が未整備」「優秀な外
国人社員の採用ルートがわからない」「在留資格の変更手続きなどが負担」といっ
た課題が浮き彫りになっている。

これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

2017年度に実施した外国人留学生採用支援事業の実績は、企業向けセミナーと
留学生との交流会出席件数62件、留学生のインターンシップ受入れマッチング企業
数4件、合同企業説明会出展企業35件（他機関・団体との共催含む）であった。30
年度は、これまでのところ、インターンシップ受入れ企業3件、合同企業説明会出展
企業数は42件である。

反省点
インターンシップは、内容や実施日数等の関係で、実施企業と留学生とのマッチン

グが不十分で目標未達成のため、次年度より取りやめる。また、合同企業説明会に
ついては、他機関・団体と共催し、効率的な運営を図る。

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこ
で・

何を・
どのよ

う
にする
のかを
明確に)

人材育成型 （１）セミナー・シンポジウムの開催
外国人留学生の採用実績がある企業の経営者や人事担当者等を招き、事例紹介を

行うセミナーやシンポジウムを開催し、企業の留学生採用に関する知識を深めても
らう。
　支援企業数：50社

（２）外国人留学生対象「合同企業説明会」の開催
外国人留学生の具体的な採用計画のある企業に対して、他機関・団体と共催し

て、外国人留学生対象「合同企業説明会」を開催、企業の出展を呼びかける。
　支援企業数：3０社

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）

府施策連携労２番（中小企業のための、グローバル人材（外国人留学生）確保・定
着支援事業）
(a)2010年12月に策定された「大阪府国際化戦略」に「海外の企業や人材を受入れ
る都市」の実現に向けた施策・取り組みが掲げられており、そのひとつに、『外国
人高度専門人材としての留学生と中小企業等とのマッチング支援を行う』と示され
ている。この施策を推進している大阪府就業促進課とも連携し、相乗効果が発揮で
きるような事業とする。また、合同企業説明会は、大阪労働局や近畿経済産業局
等、他機関・団体とも連携して実施する。
(b)セミナーの参加や合同企業説明会の出展企業募集は、留学生採用に関心を持つ大
阪府内の中小・ベンチャー企業に広く案内する。

【変更後】中小企業のための外国人材採用支援事業（№28）



４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 中小企業のための外国人材採用支援事業 新規/継続 継続

社

円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

計 円

円

円

○ (a)府施策連携 ○ (b)広域連携  (c)市町村連携  (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円） 　

代

円

円

円

円

円

事
業
の
目
標

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒ ①セミナー：5０社

②合同企業説明会：30社（他機関・団体との共催による）
大阪府内の中小企業に広く参加を呼びかける。「合同企業説明会」
では、過去に実施した外国人留学生採用支援事業に参加した企業を
中心に出展を呼びかける。

80

支援対象企業の
変化

外国人留学生の採用に関心があるが、どのように進めたらよいかわからない、優
秀な外国人留学生との出会いの場がない、といった中小企業の課題解決を図るとと
もに、具体的な採用活動につなげる。

指標①
セミナー・フォーラムに参加し、「外国人留学
生の採用について理解できた」と回答した企業
の割合

数値目標 80%

指標②
合同企業説明会に参加し、「外国人留学生の採
用を検討したい」と回答した企業の割合

数値目標 70%

その他目標値
目標値の内容⇒

0

2,222,000

標準事業費

20,200 50 1.0 1,010,000

40,400 30 1.0 1,212,000

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数

2,222,000 1.00 2,222,000 0

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説
明する代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

負担金の積算

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

算 出 額

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担

【備考】

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

算定基準
（行が足りない場合
は、⇒の行に挿入）

2,222,000

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

【変更後】中小企業のための外国人材採用支援事業（№28）



○

○ (a)府施策連携 ○ (b)広域連携  (c)市町村連携  (d)相談事業相乗効果

４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 中小企業の若年者人材確保支援事業 新規/継続 継続

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

生産年齢人口が急速に減少する中、中小企業の人材確保・定着は急務である。と
くに国の施策である「働き方改革」への対応などが求められている中小・小規模企
業が取り組むべき対策を明確にするため、先進的な「働き方改革」を実現している
企業の事例などを学ぶ。また、若年求職者に対して訴求する自社や自社の仕事の魅
力を発見することで、若年者人材の確保と職場定着率の向上を図る。

支援する対象
（業種・事業所数等）

　大阪府内で事業を営んでいる中小企業の経営者、人事担当者（全ての業種）

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

2017年3月に中小企業庁がとりまとめた「中小企業・小規模事業者人手不足対応
ガイドライン」によれば、中小企業の人材不足は経営上の不安要素として年々増大
している。

また、2018年２月に大阪商工会議所が実施した「中小企業の人手不足に関する
アンケート調査」では、回答企業の７割超が「人手不足」と回答しており、そのう
ち、不足している従業員の階層（重複回答あり）については、66.9%が「20～30
歳代の若年層の不足」が66.9％と最多の回答を示した。

さらに、大阪労働局が発表した2018年9月の有効求人倍率は1.83倍と依然高水
準を示す一方、新規の求職者数は24,734人で前年同月比マイナス19.9%と、求人
数と求職者数のかい離はますます大きくなっており、中小・小規模企業の人材確
保・職場定着に関する問題は、深刻さを増している。

想定する実施期間 2018 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

①「中小企業・小規模事業者人手不足対応ガイドライン解説セミナー」を５月に開
催し、７6人が参加した（支援企業数67.5社）。
②７月に若年者採用を対象とした「若手人材採用・定着 実践セミナー」を、１０月
に中堅社員採用を対象とした「中小企業・小規模企業のための中堅社員採用セミ
ナー」を開催。それぞれ38人、33人が参加した（支援企業数33.5社、27社）。

反省点

①中小企業庁が発行した「中小企業・小規模事業者人手不足対応ガイドライン」に
掲載された２社企業に事例発表を行ったが、うち１社が大阪府外の企業であったこ
とから、大阪府内の企業で実施する。
②周知期間を十分に取り、申込者の確保を図る。

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこ
で・

何を・
どのよ

う
にする
のかを
明確に)

人材育成型 　以下の通り2種類のセミナーを開催し、上記目的の達成を図る。

①若年人材確保に向けた「働き方改革」関連セミナー（仮称）（人材育成型）
若手人材の採用・定着に大きく関係する「働き方改革」への取り組みについて、と
くに中小企業が取り組むべき対策（時間外労働、休暇制度など）などに関する解説
や、これらの取り組みを通じて、若手人材の採用・定着につながった企業の経営者
などによる事例発表（府内企業による）などから構成するセミナーを開催する。支
援企業数は70社。

②若年人材確保支援セミナー（仮称）（人材育成型）
若手人材の採用ひいては定着のため、求職者に対して、自社の魅力や仕事の魅力、
自社が求める人材の将来像などをどのように見つけ、伝えていくのか。その課題を
見つけるため、専門家による解説やグループワークなどから構成するセミナーを開
催する。支援企業は30社。実施にあたっては、十分な周知期間を取り、多くの参加
企業を集める。

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）

府施策連携労３番（若手人材の採用・定着支援事業）
(a)大阪府就業促進課企業支援グループやOSAKAしごとフィールドと連携を図り実
施する。
(b)各地商工会議所の経営指導員や商工会議所・商工会で共同運営するザ・ビジネス
モール（事務局：大阪商工会議所）を通じて、事業PRリーフレットを配布し、活用
を促す。

中小企業の若年者人材確保支援事業（№29）



４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 中小企業の若年者人材確保支援事業 新規/継続 継続

社

円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

計 円

円

円

○ (a)府施策連携 ○ (b)広域連携  (c)市町村連携  (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円） 　

代

円

円

円

円

円

事
業
の
目
標

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒

大阪府内の中小企業に広く参加を呼びかけるとともに、201８
年度に実施した「採用関連セミナー」や「大学などと企業との就職
情報交換会」への参加企業など、若年者採用支援事業への参加経験
がある企業にも個別に案内する。100

支援対象企業の
変化

セミナーに参加した事業者が、得られた有益な情報や紹介された事例をもとに、
今後の若年者人材確保に向けた課題に気づき、自社で新たに取り組むための方策を
見出して取組を進めるための契機となることを目指す。

指標
アンケート回収事業所のうち、自社に若年者人
材確保を進める上で、その課題が明確になった
事業所の割合

数値目標 70%

その他目標値

目標値の内容⇒

0

2,020,000

2,020,000

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

標準事業費

20,200 70 1.0 1,414,000

20,200 30 1.0 606,000
算定基準

（行が足りない場合
は、⇒の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数

2,020,000 0

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 負担金の積算

【備考】

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説
明する代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

算 出 額

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

2,020,000 1.00

中小企業の若年者人材確保支援事業（№29）



○

○

←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名
大阪クリエイトフェア

（旧称：OSAKA STYLING EXPO LIVING部門）
新規/継続 継続

想定する実施期間 2013 年度～ 年度まで

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

才能あるプロダクトデザイナー・クリエーターをはじめ、デザイン性の高いリビ
ング用品を製造・販売する中小・小規模企業などは、規模が小さいために認知向上
や販路開拓に苦戦している。在阪もしくは大阪にゆかりのある、新たな取り組みへ
の意欲の高い事業者を発掘し、百貨店などの展示・販売イベントへ出店する機会を
提供。当該催事期間中の売上増だけでなく、消費者や業界関係者への認知度向上、
今後の取引拡大や販路開拓につなげていく。さらに、一般消費者と普段接触する機
会がないプロダクトデザイナーやメーカーなどが、当該催事期間中の接客を通じて
来場客のニーズなどを直接把握できるので、エンドユーザーを意識した新製品の企
画や開発などにつながることも期待できる。また、優秀なプロダクトデザイナーや
中小・小規模企業の成長を促し、業界全体の活性化につなげるだけでなく、単にデ
ザインが優れているだけでなく、商品や出展者の「大阪らしさ」をPRできるよう注
力する。

支援する対象
（業種・事業所数等）

主に大阪府内のプロダクトデザイナー・クリエイターや生活雑貨の製造業者・卸
売業者・小売業者など

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

［2017年度出展者アンケート（抜粋）］
全体的な評価→満足・やや満足：全18社中17社
各出展者の応募動機と結果→①自社ＰＲ（14社中14社が「できた」）、②来場者
との対話を通じた意見・情報収集（16社中16社が「できた」）、③新商品開発の
きっかけを得ること（11社中10社が「できた」）、④販路開拓のきっかけを得る
こと（11社中7社が「できた」）など

これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

高島屋大阪店にて過去４回、あべのハルカス近鉄本店では過去３回実施。
<2017年度>

11月29日（水）～12月5日（火）の7日間、あべのハルカス近鉄本店ウイング
館９階催会場（メイン催事場）で本事業を実施。応募企業は67社、出展企業は18
社、売上高は468万円。府施策連携の一環で、同催事エリアの一角に「大阪製ブラ
ンド認証製品コーナー」（19社出展）を初設置した。
<2018年度〉

11月21日（水）～27日（火）の7日間、あべのハルカス近鉄本店ウイング９階
催会場にて実施。応募企業は49社、出展企業は26社。

反省点

2017年度は百貨店かき入れ時の１２月に、メイン催事場となる「ウイング９階
催会場」で開催できたため、１出展社あたりの集客・売上げで前回を大きく上回っ
た。一方でスペースは窮屈になり、出展社数（支援対象企業数）も減少せざるを得
なかった。多数の企業を支援したい主催者（大阪商工会議所）の意思と個々の出展
社の成果・満足が相反する形となった。

百貨店との交渉の末、2018年度はスペースの拡大により売り上げが見込めるメ
イン催事場で26社の出展が可能となった。

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこ
で・

何を・
どのよ

う
にする
のかを
明確に)

人材育成型 【実施プロセス】
１）大阪・関西に縁のある専門家（編集者、プロデューサーなど）を、本事業の
コーディネータ役に任命する。
２）今年度のコンセプトをコーディネータ役と協議の上、決定する。
３）決定したコンセプトに基づき、プロダクトデザイナーやクリエイター、その他
生活雑貨製造業者・卸売業者・小売業者などから出展プロダクトを募集する。
４）大阪府の「大阪製ブランド」と連携を図り、認定・採択企業への応募を呼びか
けるとともに、同認定の処遇とプロモーションにつきタイアップする百貨店と相談
する。
５）コーディネータ役と大手百貨店などの担当者による2度の選考（１次選考：書
類、最終選考：現物）で出展プロダクトを決定する。
６）出展プロダクトにつき、大手百貨店など（近鉄百貨店を想定）の販売促進担当
者およびリビング用品担当バイヤーから、品質、スペック表示、価格表示、効果的
な販売方法と陳列などを、個別面談形式でアドバイスしてもらい、販売前の段階で
も、具体的かつ実践的な販売力アップの機会を設ける。
７）大手百貨店など（近鉄百貨店を想定）で展示・販売イベントを開催（7日間）。
出展者（プロダクトデザイナーやクリエイター本人、または出展企業の従業員な
ど）には、期間中、販売員として売場に常駐していただくことで、接客を通じて一
般消費者から直接ニーズなどをヒアリングし今後の商品開発の参考にしてもらうと
ともに、大手百貨店の顧客対応のマナーや個人情報の管理などを学んでもらう。

人材交流型

販路開拓型

大阪クリエイトフェア（№30）



４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名
大阪クリエイトフェア

（旧称：OSAKA STYLING EXPO LIVING部門）
新規/継続 継続

○ (a)府施策連携 ○ (b)広域連携  (c)市町村連携  (d)相談事業相乗効果

社

人

円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

（小計） 円

計 円

円

円

○ (a)府施策連携 ○ (b)広域連携  (c)市町村連携  (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円） 　

代

円

円

事
業
の
目
標

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒

平成28年度28社→平成29年度18社→平成３０年度２６社
※平成29年度は上記とは別に「大阪製ブランド認証製品コー
ナー」に19社出展24

支援対象企業の
変化

その他目標値

目標値の内容⇒ 支援数（1,400）：来場者数ではなく、実際の商品購入件数の過
去3年平均（1,229：27年度859、28年度1,663、29年度
1,165）1,400

自力では大手百貨店などに出店が難しい小規模事業者が、本事業を通じて百貨店
での出店の実績をつくることができる。そのプロセスを通じて大手百貨店からさま
ざまな助言やノウハウの習得、ならびに販売経験の蓄積に加え、消費者や業界関係
者に広く認知されることによって、今後の信用拡大、取引拡大、販路開拓につなが
ることが期待できる。また、一般消費者と普段接触する機会がないプロダクトデザ
イナーなどが、百貨店催事場での接客を通して消費者ニーズを直接把握し、新製品
の企画や開発などに活かすことが期待できる。

指標 売上合計 数値目標 450万円

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）

府施策連携商18番（中小企業における自社商品開発の促進（「大阪製」ブランド連
携推進事業））
(a)「大阪製」ブランド認定企業に出展応募を呼びかけるべく、大阪府ものづくり支
援課の販路開拓支援Ｇ・製造業振興Ｇと連携を図るとともに、出来る限り出展でき
るよう百貨店側に働きかける（2018年度も同課の協力を得て同認定企業が5社出
展）。加えて、「大阪製」ブランド認定企業の中でも比較的直近に認定を受けた企
業に対して重点的にアプローチし、「大阪製」ブランド認定製品そのものをクロー
ズアップできるよう工夫する。また、実施した「大阪製」ブランド認定企業の本事
業出展費を免除するなどのインセンティブの継続も検討する。
(b)府内全域をカバーする業界団体などと連携して実施する。府内のリビング関連
メーカーなどに応募要項をＤＭするとともに、リビング関係の展示商談会などのイ
ベントにて出展者を開拓していく。

50,500 1,400 0.05 3,535,000

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

算定基準
（行が足りない場合
は、⇒の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数

②受益者負担 負担金の積算

標準事業費

101,000 24 1.0 2,424,000

算 出 額

①市町村等補助 交付市町村等

5,959,000

5,959,000

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

係数（0.05）：①ヒアリングなどにより各出展者が販売を通じて学び得た内容や今
後の課題の把握に努めるなど、個々の出展者に対して密接なフォローアップを行う
こと、②過去に本事業での出展を機に、別の百貨店催事への出展要請を受けた事業
者が出るなど、百貨店などへの出展により実績とノウハウをつけることが実際の販
路開拓につながることから、BtoBに準ずるものとして補正係数を0.05とする。

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

5,959,000 1.00 5,959,000 0

【備考】
※百貨店側の意向もあり、単にデザインが優れているだけでなく、商品や出展者の「大阪らしさ」をPRでき
る出展に注力する必要がある。一方、本事業の出展者には、新規開業者や初めて百貨店で販売する事業者が
多い。そのため、販売商品の開発戦略、表示方法や接客技術など、トータルで大手百貨店の販売レベルにま
で出展者をハンズオン型で支援する。
※大阪府の「大阪製ブランド」とも連携を図り、同認定企業（商品）に積極的に応募案内を行うとともに、
そうした事業者が出展できるよう百貨店と協議する。

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説
明する代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

大阪クリエイトフェア（№30）



○

○

○ (a)府施策連携 ○ (b)広域連携  (c)市町村連携  (d)相談事業相乗効果

社

４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 クラウドファンディング活用サポート事業 新規/継続 継続

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

クラウド・ファンディングは、起業・ベンチャー、中小企業などの新事業展開に
必要な資金の調達手段として着目されているが、その仕組みなどを理解していない
事業者は多い。そこで、クラウドファンディングに関する基本情報やプロジェクト
起案に向けた具体的なアドバイスを提供し、活用を啓発・促進する。

支援する対象
（業種・事業所数等）

　大阪府内の中小企業や小規模事業者、創業希望者

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

クラウドファンディングの国内市場は着実に規模拡大を続けている。事業者に
とって、クラウドファンディングは単に商品製造・サービス提供の資金確保にとど
まらず、新製品・サービスのマーケティングやＰＲなどにも活用が広がっている。

想定する実施期間 2014 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

【2017年度】支援企業数＝人材育成型112、人材交流型15
7月26日と2月７日に「クラウドファンディング活用セミナー＆個別相談会」を実
施。大阪府担当者から概要を説明していただき、ファンド運営事業者が活用や成功
のポイントを解説。加えて、2月は活用事業者に体験談を語ってもらった。セミナー
終了後に個別相談会を実施。
【2018年度】
11月27日に「クラウドファンディング活用セミナー＆個別相談会」を実施（支援
企業数：人材育成型47、人材交流型10）

反省点
投資型クラウドファンディングの情報提供を計画し、大阪に拠点を置く唯一の運

営事業者に依頼するも、協力が得られず実施に至らなかった。運営事業者が多く、
中小企業や創業者が比較的取り組みやすい購入型に注力して実施する。

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこ
で・

何を・
どのよ

う
にする
のかを
明確に)

人材育成型 ＜クラウドファンディング活用を促進するためのセミナー開催と個別相談の実施＞
○＜人材育成型＞セミナーは年度中１回（秋頃）開催。大阪府商工労働部中小企業
支援室商業・サービス産業課、購入型クラウドファンディングサイト運営事業者の
協力を得て、クラウドファンディングの仕組み・種類、メリット、留意すべきリス
ク、プロジェクト成功のポイント、事例紹介など、活用のための基本情報を提供す
る。また、アイデアを整理しプロジェクト案を作成する個人ワークを取り入れ、具
体的な取り組みにつなげる。
○＜人材交流型＞個別相談は上記セミナー開催時等に実施し、購入型クラウドファ
ンディングサイト運営事業者等が相談に対応する。相談に際しては、事前にプラン
などをまとめたシートを提出してもらうなどして、当日の相談を効率的に行う。個
別相談は、ある程度具体的なプランを持つ事業者（創業希望者）がプロジェクト起
案（サイトへ掲載し、支援を募集）に導くことに主眼を置く。

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）

府施策連携商13番（クラウドファンディングの活用促進）
(a)大阪府商工労働部中小企業支援室商業・サービス産業課新事業創造グループと連
携して企画・運営する。
(b)大阪府や中小企業基盤整備機構近畿本部などにメールマガジンへの開催告知の掲
載やクラウドファンディングサイト運営事業者に情報発信（SNS）を依頼するなど
して、大阪府内の中小企業、小規模事業者、創業希望者の参加を得る。

事
業
の
目
標

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒

（人材育成型）クラウドファンディング活用セミナー40社
（人材交流型）個別相談8社

大阪商工会議所のWebサイト、メールマガジン、機関紙などを
通じて参加募集する。また、大阪府や中小企業基盤整備機構などの
メールマガジン、クラウドファンディング運営事業者などを通じて
開催を広報する。

48

支援対象企業の
変化

クラウドファンディングを活用するための基本情報を得て、クラウドファンディ
ングを活用したい、活用を検討したいというニーズが生まれる。

指標①
＜人材育成型＞セミナーで得た知識や情報は今
後の事業展開に役立つ（役立てたい）とする回
答の割合

数値目標 90%

指標②
＜人材交流型＞個別相談で受けたアドバイス等
が今後の事業展開に役に立つ（役立てたい）と
する回答の割合

数値目標 90%

その他目標値
目標値の内容⇒

クラウドファンディング活用サポート事業（№31）



４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 クラウドファンディング活用サポート事業 新規/継続 継続

円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

計 円

円

円

○ (a)府施策連携 ○ (b)広域連携  (c)市町村連携  (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円） 　

代

円

円

円

円

円

0

1,131,200

標準事業費

20,200 40 1.0 808,000

40,400 8 1.0 323,200

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数

負担金の積算

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

算 出 額

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担

【備考】

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

算定基準
（行が足りない場合
は、⇒の行に挿入）

1,131,200

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

1,131,200 1.00 1,131,200 0

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説
明する代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

クラウドファンディング活用サポート事業（№31）



○

○ (a)府施策連携 ○ (b)広域連携  (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 経営革新関係事業 新規/継続 継続

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

経営課題を抱える中小企業に対し大阪府との連携のもと、(1)経営革新計画の概要
と申請方法、公的支援策などの紹介、(2)経営革新計画承認企業による、同計画立案
や計画承認の意義および事業展開の紹介、(3)本商工会議所や大阪府などによる、新
事業展開に役立つ各種支援事業の情報提供を通じて、経営革新の承認や本商工会議
所専門相談サービスなどの公的支援サービス・制度の活用を促進するとともに、企
業の経営力向上を支援し、大阪府内のビジネス活性化に資する。また、(4)新規事業
に取り組もうとする中小企業に、指導経験豊富な講師から事業展開のヒントを与え
る。

支援する対象
（業種・事業所数等）

大阪府内の小規模事業者、中小企業者など。本商工会議所の会員・特定商工業者
などにおいて事業者の関心項目について、営業・販売・取引先開拓、経営改善に記
載のあった事業者および新商品開発や新事業開発への経営課題が把握できた事業者
など

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

2018年度の「経営革新」窓口相談件数は10月末時点で約160件あり、新商品開
発や新事業展開などへの取組みに関心を持つ事業者は多く、経営革新計画策定の
ニーズは高い。また、過去に国のものづくり補助金の申請において「経営革新計
画」承認が評価加点項目になるなど、補助金申請の際にメリットがある点からも同
計画に高い関心が寄せられている。

想定する実施期間 2011 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

7月26日に「新規事業展開セミナー ～『経営革新計画』活用の先進事例に学ぶ
～」を開催、支援実績は37.5社。セミナー受講を契機に「経営革新」専門相談窓口
を2社が延2回活用している。大阪府への経営革新計画の申請紹介件数は11月16日
時点で2件(承認件数1件)。

反省点

2017年度の反省を活かし内容企画や資料については改善を見た。しかし、PRス
ケジュールが例年に比し後手になり申込方法にも制約があったため、集客が落ち込
んだため、早めの準備に努める。また、計画申請を希望する企業の発掘に向け、日
本政策金融公庫との連携を図る。

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこ
で・

何を・
どのよ

う
にする
のかを
明確に)

人材育成型 ＜経営革新計画紹介セミナー＞
７月頃実施予定。内容は以下のとおり。
１．経営革新計画の概要

経営革新計画の立案方法、申請書の作成、経営革新承認企業の新事業計画策定・
展開実例解説、公的支援策の紹介など
２．経営革新計画承認企業事例紹介

経営革新計画の承認企業（法人事業者）から申請の背景、立案経過、承認後の事
業進捗状況などを紹介。
３．大阪府などの中小企業支援策（説明）
　経営革新計画の承認後や新事業展開に際して活用できる公的支援策を紹介。

専門相談（創業・経営革新）をはじめ大阪府、大阪商工会議所など各団体の支援
事業紹介。

開催案内の広報にあたっては、府内公的機関および業界団体などにおける案内
リーフレット設置や広報媒体を通じてPRする。

　計画申請を希望する企業の発掘に受け、日本政策金融公庫との連携を図る。

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）

府施策連携商5番（経営革新の支援）
(a)大阪府商工労働部経営支援課経営革新グループと上記記載のとおり連携を図り、
実施する。
(b)大阪府内事業者などを対象に実施。大阪府内の金融機関、ビジネス支援機関など
の協力を得て参加募集・PRを実施する。
(d)実施にあたっては、専門相談と連動して、ビジネス支援成果や承認企業の新事業
展開手法、公的支援策活用の実例提示を通じ相談利用の増進を図る。

経営革新関係事業（№32）



４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 経営革新関係事業 新規/継続 継続

社

円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

計 円

円

円

○ (a)府施策連携 ○ (b)広域連携  (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円） 　

代

円

円

円

円

円

事
業
の
目
標

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒

大商ニュースやＨＰによる広報、本所主催セミナーなどでの配布、
地域金融機関府内支店などを通じてのチラシ配布、大阪府ほか各種
団体のメール配信などにおけるＰＲなどを実施予定。55

支援対象企業の
変化

新商品・新事業展開への具体的なヒントを得ることができる。公的支援策につい
ては整理した形で情報を得ることができ、相談窓口や各種公的支援機関の利用した
い・検討したいというニーズが生まれる。経営革新へのモチベーションが高まる。

指標
大阪府への経営革新計画の申請紹介件数（年
間）

数値目標 5社

その他目標値

目標値の内容⇒

0

1,111,000

1,111,000

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

標準事業費

20,200 55 1.0 1,111,000

0
算定基準

（行が足りない場合
は、⇒の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数

1,111,000 0

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 負担金の積算

【備考】

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説
明する代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

算 出 額

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

1,111,000 1.00

経営革新関係事業（№32）



○

 (a)府施策連携 ○ (b)広域連携  (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 中小企業のためのビジネス講演会 新規/継続 継続

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

中小企業が当面する経営課題の解決や経営力の向上などに役立つ講演会を開催す
る。企業家精神を発揮して経営革新や企業成長をもたらした経営者の経営戦略・経
営理念、変化する経営環境への対応事例、注目されるビジネストレンドなどを取り
上げ、中小企業が自らの事業の実践に役立ててもらう。

支援する対象
（業種・事業所数等）

　大阪府内の中小企業・小規模事業者、創業（予定）者

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

企業幹部らの関心は高く、2017年度の支援企業数はビジネス講演会1,098社、
大商夕学講座1,276社、支部経済講演会1,077社の合計3,451社であった。参加者
にアンケートを実施し、関心の高いテーマなどを企画化している。

想定する実施期間 2011 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

　2018年度11月現在の実施状況は次の通り。
(1)ビジネス講演会（3回開催）
　　白ハト食品工業・永尾俊一社長　参加者167人、支援企業数147社
　　ＷＩＬＬＥＲ・村瀬茂高社長　　参加者190人、支援企業数173.5社
　　吉野家ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ・安部修仁会長　参加者317人、支援企業数286.5社
(2)大商夕学講座（7回開催）　＊主な状況・支援企業数
　　「100年企業の人事大改革」カゴメ・有沢正人常務執行役員CHO　148社
　　「東京五輪後の日本経済」慶應義塾大学・白井さゆり教授　 95社　など
　　「人工生命研究からみる未来のかたち」東京大学大学院・池上高志教授 106社
(3)支部経済講演会（8回開催）　参加者のべ629人、支援企業数555.5社

反省点
中小事業者の経営支援につながるよう、経営環境や時代の潮流を踏まえ、講師や

テーマ設定を絶えず工夫している。引き続き、より多くの中小事業者に参加いただ
けるよう、集客力のある講師発掘に努める。

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこ
で・

何を・
どのよ

う
にする
のかを
明確に)

人材育成型
(1)ビジネス講演会

2018年度の成功とそうでない原因を分析し、世のトレンドと経済情勢を踏まえ
ながら、より早い時点で各種事業を通じて中小企業経営者の関心の高いテーマを的
確に把握し、相応しい著名な経営者及び専門家を招き、年度内に4回程度開催する。

中小企業経営者の関心が高い「収益増につながる新規事業の開発」「新商品の開
発」「売上増につながるマーケティング戦略」「経営困難を克服する経営者マイン
ド」などのテーマについて、相応しい著名な企業経営者及び専門家を招き、経営に
役立つタイムリーな内容で開催する。

(2)大商夕学講座
慶應義塾大学MCC主催の「夕学五十講」と提携し、企業経営に関するテーマのほ

か、事業者の関心の高く、経営判断に影響を及ぼす政治・経済関連のテーマを中心
に、大阪ではなかなか受講できない著名人による講演をサテライト配信にて受講し
てもらう。
　○定員：各回300人
　○回数：前期（４～9月）、後期（１０～3月）にそれぞれ5回計10回開催
　○時刻：各回とも18:30～20:30（2時間、うち質疑応答30分含む）

(3)支部経済講演会
経営改善や新事業創出、新市場開拓に役立つテーマのほか、地元の商工業者によ

る講師などを選定し、市内５支部にて年間10回程度を開催する。また、支部管轄内
事業者の意見を柔軟に取り入れ、事業者のニーズの高いテーマを設定する。

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）

(b)大阪府内の産業支援機関（MOBIO、産業デザインセンター、よろず支援拠点な
ど）、大阪府内の商工会議所、地域金融懇談会及び独立行政法人中小企業基盤整備
機構などの協力を得て大阪府内全域の様々な業種の企業に向けて参加募集・ＰＲを
実施する。また、大商の独自事業である「大商プレミアム融資」に参画する地銀、
信用金庫等の協力を得て、広く大阪府内の中小企業に案内状を配布する。
(d)アンケートで中小企業の経営課題を把握し、今後の相談支援先の候補として活用
する。また、既支援先については、同講演会への参加勧奨を行い、相談事業と地域
活性化事業の相乗効果の向上を目指す。

中小企業のためのビジネス講演会（№33）



４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 中小企業のためのビジネス講演会 新規/継続 継続

社

円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

計 円

円

円

 (a)府施策連携 ○ (b)広域連携  (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円） 　

代

円

円

円

円

円

事
業
の
目
標

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒

(1)ビジネス講演会700社、(2)大商夕学講座1,200社、(3)支部経
済講演会830社

2017年度の実績及び2018年度の進捗状況より算出。HP掲
載、大商ニュース、メール配信、各種事業での配布、大商事業協力
金融機関及び各地商工会議所などにより配布、広く案内、募集す
る。

2,730

支援対象企業の
変化

受講した経営者が、自社の経営課題に気付き、講演会で得た有益な情報を今後の
経営に活用することにより、経営改善・経営革新に向けた契機となることを目指
す。

指標
講習会で得た知識・ノウハウ・ヒントを今後の
資質向上・事業運営・経営に役立てると回答し
た割合

数値目標 90%

その他目標値

目標値の内容⇒

16,766,000

55,146,000

55,146,000

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

標準事業費

20,200 700 1.0 14,140,000

20,200 1,200 1.0 24,240,000
算定基準

（行が足りない場合
は、⇒の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数

20,200 830 1.0

41,359,500 141,480

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 141,480 負担金の積算

参加費
ビジネス講演会
　＠5,000円×20
大商夕学講座
（9月まで）＠5,140円×4
(10月から）＠5,230円×4

【備考】

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説
明する代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

算 出 額

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

55,146,000 0.75

中小企業のためのビジネス講演会（№33）



○

 (a)府施策連携 ○ (b)広域連携  (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

過去13回開催。のべ3,693社が出展、のべ115,189名が来場、のべ36,797件
の商談が行われてきた。昨年度の実績は下記の通り。
【2018年度】 出展者数：373企業・団体（過去最多）384ブース（過去最
多）、来場者数：7,924名（２日間のべ）、商談件数：3,123件（２日間合計）、
名刺交換：22,017件（２日間合計）

反省点

・来場者の母数は微増であったが、来場者1人当たりの商談数、名刺交換件数は大き
く増加した。確度の高い来場者を獲得できたが、さらなる来場者の増進を目指し、
効果的なＰＲ方法を検討する。
・展示商談会に初めて出展する小規模事業者が多く、出展方法に改善の余地があ
る。事前説明会の際に研修を併設し啓発を行っており、今後も充実していく。

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこ
で・

何を・
どのよ

う
にする
のかを
明確に)

人材育成型 ＜多業種型総合展示商談会「大阪勧業展201９」（案）＞
会期：2019年10月1６日（水）・1７日（木）
会場：マイドームおおさか　１～３階展示ホール
出展者数：約3３0企業・団体（大阪府外・大企業を一部含む）

○来場者数・商談件数の増加が平成3１年度の課題。
その解決方法として、
①来場促進を更に強化する。新聞広告、交通広告、大阪市内オフィスへのチラシ配
布、インテックス大阪近辺でのチラシ配布等に加え、本年より事業者がDMハガキの
郵便代金の助成を実施した。今後も、より事業者に直接届く来場促進を強化する。
②ロビーエリアを活用した新しい施策を実施して話題性を出し、集客につなげる。
③出展者の出展内容のレベルアップを図る。
などが考えられる。

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）

(b)大阪府内の商工会議所・商工会を共催団体とし、これらの団体と連携して出展者
募集・来場者促進を行う。
(d)勧業展参加を契機として、販路開拓支援が展開できる。あるいは販路支援を展開
する中で勧業展への参加を勧めることができる。

４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 大阪勧業展 新規/継続 継続

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

中小企業の今後のさらなる成長を促すために提携先開拓による新たな事業分野へ
の進出や販路拡大が肝要となる。本展示商談会は、展示商談会への出展経験が少な
い事業者を中心に、普段出会う機会のない他業種の企業との商談や情報交換を
フェースツーフェースで行う機会を提供し、販路拡大や異業種間での交流を促すこ
とで、地域経済の活性化に資する。

支援する対象
（業種・事業所数等）

主に中小企業（企業間での取引などを希望することが前提のため、出展者は小売
業などは除く）

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

＜2018年度出展者（373社）からの事業評価＞
出展者のうち82.6％（308社）がプラス評価。
（内訳＝満足20.4％（76社）、やや満足62.2％（232社））
発展する可能性がある案件が「ある」の回答85.0％（317社）
＜2017年度出展者（370社）からの事業評価＞
出展者のうち81.6％（302社）がプラス評価。
（内訳＝満足16.8％（62社）、やや満足64.9％（240社））
発展する可能性がある案件が「ある」の回答91.1％（337社）
＜201７年度来場者（7,751名）からの事業評価（回答者3,862名、回収率
49.8%）＞
来場者のうち80.4％（3,103名）がプラス評価。
（内訳＝満足22.0％（849名）、やや満足58.4％（2,254名））

想定する実施期間 2010 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

大阪勧業展（№34）



４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 大阪勧業展 新規/継続 継続

社

社

円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

計 円

円

円

 (a)府施策連携 ○ (b)広域連携  (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円） 　

（①市町村等＋②受益者負担）

65,650,000 0.75 43,402,000 22,248,000

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 22,248,000 負担金の積算
出展料
小ブース64,800円×170
大ブース86,400円×130

0

65,650,000

65,650,000

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

算定基準
（行が足りない場合
は、⇒の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数

算 出 額

標準事業費 補助率

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

標準事業費

50,500 300 1.0 15,150,000

50,500 20,000 0.05 50,500,000

事
業
の
目
標

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒

大阪府外の企業の出展が30社程度想定されることを踏まえ、支援
対象企業数を設定。（30年度は373企業のうち支援対象中小企業
は364社）
府内全ての商工会議所・商工会と協力して出展者を募集。主催・共
催団体による出展審査会を経て出展を決定する。

300

支援対象企業の
変化

参加支援企業は、企業のPR、製品・商品の市場調査、販路開拓、来場者との情報
交換等の場として、本展示商談会を利用することで、売上を拡大するとともに業績
向上をはかる。

指標 商談件数 数値目標 2,600件

その他目標値

目標値の内容⇒ 名刺交換数
（過去実績に基づく。平成28年度21,757社、29年度20,134
社、30年度22,017社）20,000

大阪勧業展（№34）



４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 大阪勧業展 新規/継続 継続

代

○ 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円大阪府商工会連合会 1,792,705

【備考】

泉南市商工会 25,250

豊能町商工会 25,250

熊取町商工会 25,250

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説
明する代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

大阪商工会議所 36,786,590 １．直接支援
展示商談会出展企業を300社と想定
し、各商工会・商工会議所の申請に応
じて配分。直接支援については、幹事
商工会議所以外の支援機関について
は、１社当たりの補助率に関しては単
独事業の0.5を適用する。のこり支援
企業数×0.25の補助金は幹事商工会
議所に配分する。

２．間接支援
来場者数に基づく間接支援企業数につ
いては、主催団体（大阪商工会議所、
堺商工会議所、大阪府商工会連合会）
で按分する。

なお、主催する堺商工会議所と大阪府
商工会議所連合会は、中核として主催
する大阪商工会議所の要請に従い、相
応の業務負担ならびに支出に係る事業
費負担を分担する。

※実際の受益者負担（出展料収入）総
額が計画の金額を上回った場合は、出
展料収入全額を収受する幹事商工会議
所（大阪商工会議所）への配分額から
当該超過額を差し引く。

堺商工会議所 2,853,205

能勢町商工会 25,250

大阪狭山市商工会 25,250

四條畷市商工会 25,250

羽曳野市商工会 25,250

阪南市商工会 25,250

岬町商工会 25,250

摂津市商工会 75,750

富田林商工会 75,750

島本町商工会 25,250

柏原市商工会 25,250

河内長野市商工会 25,250

藤井寺市商工会 25,250

和泉商工会議所 75,750

大東商工会議所 50,500

忠岡町商工会 25,250

松原商工会議所 75,750

高石商工会議所 25,250

箕面商工会議所 25,250

泉佐野商工会議所 25,250

北大阪商工会議所 50,500

守口門真商工会議所 353,500

八尾商工会議所 50,500

豊中商工会議所 50,500

池田商工会議所 25,250

貝塚商工会議所 25,250

茨木商工会議所 101,000

吹田商工会議所 50,500

328,250

泉大津商工会議所 25,250

高槻商工会議所 75,750

岸和田商工会議所 50,500

東大阪商工会議所

大阪勧業展（№34）



○

○

○

○

 (a)府施策連携 ○ (b)広域連携 (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 商店街ショッピングツーリズム振興と個店の集客支援事業 新規/継続 継続

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

近年、外国人観光客数は年間2000万人を超え、また団体旅行客から個人旅行客
に移っている。こうした中、日本の良質の商品のみならず、日本の文化や暮らし、
店主とのコミュニケーションなどの体験を楽しむ「コト」消費に関心が移りつつあ
る。最近では、これまで外国人観光客がいなかった地域にも旅行客がみられるよう
になった。

しかしながら、大阪でも大部分の商店街では、外国人観光客による購買増がまだ
目に見える形で表れておらず、外国人観光客の恩恵は一部の商店街に留まってい
る。今後、インバウンドの流れを大阪全体に広げていくことが期待されている。

そこで、商店街などがもつ対面販売（商店主との交流）をひとつの「体験」とし
てととらえ、これまでに100円商店街を府内に広めたノウハウを進化させ、観光客
のあまり訪れていない商店街に対して、地域住民も含めて、新しい来場者層・顧客
層の開拓を目指す。また、商店街のショッピングツーリズムのあり方を提唱する。

支援する対象
（業種・事業所数等）

大阪府内商店街（30商店街程度）、活性化への意欲のある商店街振興組合、商店
会、専門店の集まった商業施設（地下街など）

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

①ミナミなどの特定の地域を除けば、外国人観光客の恩恵を得ている商店街は限
定的。本商工会議所と外国人観光客の受け入れ環境整備に取り組んできた商店街へ
のヒアリングでは外国人観光客が実際に来街するような広報を求める声が上がって
いる。②100円商店街実施商店街からは、継続実施を希望する店舗がほとんど。

想定する実施期間 2017 年度～ 2019 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

2018年度は、外国人観光客接遇出前講座（９団体）、外国人留学生ロールプレ
イング研修（８団体）、商店街版おもてなし会話帖・ウェルカムステッカーの配
布。大阪観光局「大阪周遊パス」ガイドブックへの商店街特集掲載（６団体）。

反省点
100円商店街実施については、マンネリ化や参加個店の減少を課題にあげる団体

が多く、検討が必要。

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこ
で・

何を・
どのよ

う
にする
のかを
明確に)

人材育成型

１．海外からの集客（商店街ショッピングツーリズム振興）
外国人観光客があまり訪れていない商店街などをメンバーに、大阪府内にショッ

ピングツーリズムを普及させるための検討会を結成。各団体加盟店舗の、外国人観
光客受け入れ態勢を整えるとともに、新しい地域資源・観光商品・観光ルートなど
を開発・海外発信する。
①-(a) 外国人観光客接遇研修の実施。（昨年度からの継続）

検討会のメンバー地域を中心に、外国人観光客への対応力を強化する。接客に関
する出前講座や留学生ロールプレイング研修など。
①-(b) 商店街を海外に発信。（昨年度からの継続＋新規）

商店街店舗で外国人観光客向けの体験プログラムを開発。大阪観光局「大阪周遊
パス」ガイドブックの商店街特集ページに、商店街と体験プログラムを掲載し、海
外に発信する。さらに2019年度は、商店街・体験プログラムを海外向けの旅行口
コミサイトに掲載するなど、商店街の魅力の海外発信に重点を置いて取り組む。
①-(c) 商店街相互の意見交換会（「商店街わいがや会議」の開催）

２．国内広域エリアからの集客（個店の集客支援）
②従来から商店街で展開している、100円商店街イベント、まちゼミ、バルなどの
継続実施を促す。（商店街振興組合からの要請により専門家を商店街に派遣するな
どしてブラッシュアップを行う。）
③商店街空き店舗・遊休地活用方策の普及（昨年度からの継続）

商店街全体の魅力向上に向け、商店街の空き店舗・遊休不動産について、現状の
課題分析に基づいた実現可能な課題解決モデル、全国の成功事例などを広く情報発
信し、商店街への導入を提案する。

3.その他
　府内商工会議所・商工会には、適宜、ＳＮＳなどを通じて情報提供を行う。

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）

(b)大阪府を支援対象とする大阪観光局と連携し、「大阪周遊パス」を活用した商店
街の海外PRを実施する。
(d)100円商店街などがきっかけで事業所カルテ化など、相談事業につながってい
る。また、商店街の実務についても、会計や労務管理上の課題があれば、適宜専門
家を派遣する。空き店舗問題については研究会を設置し、調査や先進事例の研究を
行い、情報共有に活かす。

商店街ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞﾂｰﾘｽﾞﾑ振興と個店集客支援（№35）



４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 商店街ショッピングツーリズム振興と個店の集客支援事業 新規/継続 継続

団体

円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

計 円

円

円

 (a)府施策連携 ○ (b)広域連携 (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円） 　

代

円

円

円

事
業
の
目
標

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒

①外国人観光客誘致支援　商店街・商業施設：10団体
②広域観光客誘致支援　大阪府内　商店街・商業施設：20団体
③商店街の空き店舗問題支援 大阪府内 商店街・商業施設：30
団体60

支援対象企業の
変化

指標③
シンポジウムまたはセミナーでのアンケートに
より、今後の空き店舗対策の参考になると答え
た回答割合

数値目標 80%

その他目標値

目標値の内容⇒

①訪日外国人観光客の受入環境が整備される。
②新しい顧客層の開拓や広域からの集客を促す。商店街のイベント企画力や集客力
を高める。
③空き店舗対策を講じることで、魅力的な個店・商店街の実現につなげる。

指標①
年度末の参画商店街へのアンケートにより、こ
の1年で訪日外国人観光客の受入れ環境整備が進
んだとの回答割合

数値目標 70%

指標②
事業が新しい世代の来場を促す・個店の情報発
信に役立つと回答した団体の割合

数値目標 80%

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

①10団体には、外国人向け観光ルートの開発と情報発信に取り組むため、ハンズオ
ン支援を申請する。
②今年度、４月から12月末までに本商工会議所が大阪市内商店街と実施する「100
円商店街」は、10地域26商店街（実数）、20地域39商店街（のべ）となってい
る。年間各商店街が複数回実施しており、開催のたびに支援していることから、団
体補正10×1.2増補正で計数を12とした。

標準事業費

101,000 10 10.0 10,100,000

50,500 20 12.0 12,120,000
算定基準

（行が足りない場合
は、⇒の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数

20,200 30 1.0

交付市町村等

②受益者負担 220,000 負担金の積算

商店街わいがや会議交流会参
加費＠3,000円×40
大阪周遊パス掲載費商店街店
舗負担＠10,000円×10

606,000

22,826,000

22,826,000

【備考】

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説
明する代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

算 出 額

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

22,826,000 0.75 17,119,500 220,000

①市町村等補助

商店街ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞﾂｰﾘｽﾞﾑ振興と個店集客支援（№35）



１．趣旨
近年、訪日外国人数は年間3000万人を超え、またインバウンドの主役は団体旅行客から個人

移っている。こうした中、日本の良質の商品のみならず、日本の文化や暮らし、店主とのコミュニ
ン等の体験を楽しむ「コト」消費に関心が移りつつある。最近では、これまで外国人観光客がいな
域にも旅行客がみられるようになった。

しかしながら、大阪でも大部分の商店街では、外国人観光客による購買増がまだ目に見える形で
らず、外国人観光客の恩恵は一部の商店街に留まっているのが現状である。今後、インバウンドの
阪全体に広げていくことが期待されている。

とりわけ、外国人観光客は、商店街等での対面販売（大阪の事業者との交流）等の体験を好む
り、商店街にとってビジネスチャンスとなりうる。これまで外国人観光客があまり訪れていない商
け入れ環境整備や情報発信によって、新たな販路開拓を支援する。また、本事業を通じて、大阪で
ピングツーリズムを振興する。
　
２．事業展開イメージ
(１)外国人観光客の集客については、外国人観光客の訪れていない地域の商店街関係者・商業施設経
メンバーに、大阪府内ショッピングツーリズム普及会を結成、接遇力の向上をはかるとともに、新
資源・観光商品・観光ルートを開拓する。
(２)普段商店街を利用していない地域住民に向けては、100円商店街、まちゼミ、バル等の継続と情
より集客を図る。また、安定してにぎわう商店街基盤を整備するため、空き店舗問題の解消に向け
む。
　【支援対象】：大阪府内の商店街・商業施設等

３．３か年の具体的な事業案
【2017年度】
（１）外国人観光客の集客について
○＜１年目＞大阪府内で、まだ、あまり外国人観光客の訪れていない地域の商店街関係者・商業施
等をメンバーに、「大阪府内ショッピングツーリズム普及検討会」を結成し（10商店街・商業施設
受け入れ基盤を整備する。
・ 主に普及会を中心に、外国人接遇対応力の基盤整備
・ 商店主・接客担当者への接遇研修、多言語指差しシートの開発・普及
・ 近隣宿泊施設・観光コンテンツに関する調査の実施
・ 検討会内で成功事例の情報共有

（２）普段商店街を利用していない地域住民の集客について
○＜１年目＞イベントの内容充実とＳＮＳ広告を活用した情報発信
・100円商店街・バル・まちゼミ等の継続実施、専門家によるワークショップ研修
・ＳＮＳやＩＴ、アプリ等の活用によるイベントの企画・検討（次年度に向けて）
（３）その他　大阪府内の支援機関との情報共有、開発ツールの提供、出前研修ほか

【2018年度】
（１）外国人観光客の集客について
○＜２年目＞各商店街の体験コンテンツを開発・海外発信準備
 検討会の商店街で出張相談会を実施し、体験コンテンツの開発に取り組む。それらのコンテンツ
人観光客に人気が高い大阪観光局「大阪周遊パス」に掲載し、発信する。
 体験コンテンツを販売し、外国人観光客を受け入れる商店街店舗に向けて、受け入れ準備の相
ニュー表等のツールを提供する。
（２）普段商店街を利用していない地域住民の集客について
○＜２年目＞イベントの内容充実とＳＮＳ広告を活用した情報発信
  100円商店街等の継続実施、専門家によるワークショップ研修
○＜２年目＞空き店舗問題解消に向けた支援策の研究
 子育て世代や若手世代等、普段商店街を利用していない層を集客していくためには、商店街の真
が必要であるという観点から、現在、商店街の深刻な問題となっている空き店舗問題の解消に向け
について調査・研究を行う。
（３）その他　大阪府内の支援機関との情報共有、開発ツールの提供、出前研修ほか

【2019年度】
（１）外国人観光客の集客について
○＜３年目＞商店街と体験コンテンツの海外発信強化
・受け入れ態勢の整備（研修等）と商店街・コンテンツ海外発信（大阪周遊パスへの掲載）を継続
もに、旅行口コミサイトやSNS等を活用し、海外プロモーションを強化していく。
（２）普段商店街を利用していない地域住民の集客について
○＜３年目＞イベントの内容充実とＳＮＳ広告を活用した情報発信
  100円商店街等の継続実施、専門家によるワークショップ研修
○＜３年目＞空き店舗問題解消に向けた支援策の普及
・空き店舗問題の解消に向けた支援策についての普及、モデル商店街での空き店舗対策事業を展開
（３）その他　大阪府内の支援機関との情報共有、開発ツールの提供、出前研修ほか

商店街ショッピングツーリズム振興と個店の集客支援事業（複数年事業計画）
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 (a)府施策連携 ○ (b)広域連携  (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 小規模事業再生サポートセンター事業 新規/継続 継続

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

大阪府内全域を対象に、特に小規模事業者の資金繰り難への対応、融資条件の見
直しやその後の経営の安定化、清算などに特化したサポート事業を展開すること
で、小規模事業者の事業再生を促し、大阪府内の廃業率の改善に資することを目指
す。事業の実施にあたっては、案件内容に応じて「大阪府中小企業再生支援協議
会」とも連携を行う。

支援する対象
（業種・事業所数等）

大阪府内小規模事業者（約12万事業者）のうち、およそ3分の1にあたる約4万事
業者がその潜在的支援事業者

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

大阪商工会議所などが実施した2018年9月の「経営・経済動向調査」（対象：
1,629 社）によると、7-9月期の自社業況は、企業全体では調査開始以来初めて8
期連続プラスで推移、企業規模別にみても、中小企業が調査開始以来初めて6期連続
のプラスとなるなど、回復傾向が続いている。ただ、経常利益は足もとでマイナス
が続き、先行きも水面下での推移が続くとみるなど、弱さも見られる。こうした
中、厳しい経営状況の続く小規模事業者に対する経営安定化や資金繰りの円滑化な
どといった支援のニーズは引き続き高い。

想定する実施期間 2010 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

【2018年度】同センターには上半期、新規64社、継続45社の相談が寄せられて
いる。そのうち､支援の結果、融資等により資金繰りが改善した事業者は12社にの
ぼっている。一方、やむなく事業を廃止せざるを得ない事業者も数社あり、現在整
理に向けたアドバイスを行っている。「大阪府中小企業再生支援協議会」とは、案
件に応じて双方で紹介を行っている。
【2017年度】ハンズオン198社（新規：122社、継続：76社）

反省点

わが国経済が「緩やかな景気回復基調」といわれて久しいが、規模の大きい企業
はともかく、小規模事業者にその恩恵が及んでいるとは言い難く、経営環境は依然
として厳しい状況が続いている。このような状態において、残念ながら「危機を回
避し、経営が安定した」と判断できる事業者はほとんど見られない。当相談室のア
ドバイスにより危機的状況から一時的に持ち直した後も、その状態が長続きせず、
再び危機に陥る事業者が後を絶たないことから、支援期間が長期化する傾向は相変
わらず続いている。本商工会議所としては、早めの相談、継続的な相談を積極的に
喚起し続けつつ、専門家などとの連携を深め、的確な支援に努める。

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこ
で・

何を・
どのよ

う
にする
のかを
明確に)

人材育成型 ◆以下の(1)～(4)の支援を年間を通じて事業者に対して継続的に実施する。
(1) 資金繰り難や経営難に陥っている小規模事業者に対し、同サポートセンター経営
指導員が再生に向けた事業計画書作成や資金繰り対策、金融機関との折衝方法など
について助言を行う。
(2) 経営難など相談内容に応じ、専門家の助言を得て再生に向けた対策や事業計画書
作成支援などを行う。
(3) 危機回避後は、経営の安定化を図るため各種支援を継続的に行う。
(4) やむなく事業を整理せざるを得ないと判断される事業者については、速やかな清
算に向けての指導を行う。

本事業の実施にあたり、大阪市外の事業者については必要に応じて府内各地商工
会議所・商工会と連携するとともに、案件の内容によっては「大阪府中小企業再生
支援協議会」との連携を密にして事業効果の拡大を狙う。「大阪府中小企業再生支
援協議会」との連携については、同協議会のスキームを活用するのが適切と判断で
きるものは同協議会へつなぎを行い、また、同協議会から紹介を受けた事業者の相
談については当サポートセンターにて対応を行う。

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）

(b)大阪市外の事業者については府内商工会議所・商工会と、また案件に応じて大阪
府中小企業再生支援協議会との連携を密にして事業を実施する。
(d)相談支援で対応できない資金繰りの高度な課題に対応することで、相談支援から
地域活性化事業への参加という相乗効果が図られる。他の商工会議所・商工会から
相談案件をつないでもらうことで、他団体の「支援機関へのつなぎ」実績に貢献で
きる。

小規模事業再生サポートセンター事業（№36）



４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 小規模事業再生サポートセンター事業 新規/継続 継続

社

円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

計 円

円

円

 (a)府施策連携 ○ (b)広域連携  (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円） 　

代

円

円

円

円

円

事
業
の
目
標

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒

新規支援企業120社、前年度支援企業55社
※設定数は2017年度実績、2018年度進捗状況を考慮して算出。
［募集方法］本事業の周知は、大商ニュースやHP・メール案内な
どによる広報、案内パンフレット・リーフレットの配布、府内業界
団体の機関誌への掲載などを通じて行う。

175

支援対象企業の
変化

①相談事業の倒産回避および経営の安定化、②資金繰りの改善、③やむをえない場
合の円滑な事業整理の実行、を支援し、懇切丁寧なサポートで事業者に満足いただ
き、また「危機回避」を実現する。

指標
「融資・資金調達などによる資金繰りの改善実
績」および「危機回避と判断した事業者数」

数値目標 30件

その他目標値

目標値の内容⇒

0

14,897,500

14,897,500

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

標準事業費

101,000 120 1.0 12,120,000

101,000 55 0.5 2,777,500
算定基準

（行が足りない場合
は、⇒の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数

11,173,125 0

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 負担金の積算

【備考】

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説
明する代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

算 出 額

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

14,897,500 0.75

小規模事業再生サポートセンター事業（№36）



○

 (a)府施策連携 ○ (b)広域連携  (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

社

４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 買いまっせ！売れ筋商品発掘市 新規/継続 継続

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

中堅・中小・零細の製造業、卸売業が、大手流通業と商談を行う機会は限られて
いる。そこで、本事業の実施により、多数の大手流通業のバイヤーと効率的に直接
商談をし、かつ自社商品についての意見やアドバイスを聞くことができる機会を提
供し、販路の拡大や自社の商品開発力の向上を支援する。

支援する対象
（業種・事業所数等）

大手流通業と取引を望む中堅・中小・零細の製造業、卸売業、および希少性の高
い特産・銘産物の仕入を望む流通業

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

「売れ筋商品発掘市」参加者へのアンケート調査では、売り手企業・買い手企業
とも毎回満足度が80％を超えており、大手流通業社、中小・零細企業ともに本事業
へのニーズは極めて高い。また、全国の都道府県行政・支援団体からも、「自県の
農業者、製造・卸売業者の販路拡大に役立つ商談会であるので、是非とも継続して
ほしい」との声が寄せられている。

想定する実施期間 2015 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

2018年度は11月15日に実施。買い手は過去最多となる77社がブース出展し、
約300名のバイヤーが商談に応じた。売り手企業は46都道府県801社から申込が
あり、最終的に44都道府県758社1213人（うち府下企業は320社549人）が参
加した。

反省点

人気の買い手企業及び一部の分野が混雑する一方で、商談件数の奮わないブー
ス、売り込みが少ない分野もあった。また、午前中に混雑が集中するブースが見ら
れた。売り手企業・買い手企業それぞれのニーズが合致するよう、双方のバランス
を調整する必要がある。

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこ
で・

何を・
どのよ

う
にする
のかを
明確に)

人材育成型
11月に本事業を実施し、約800社（府内事業者約240社）の参加を得る。

　１．買い手企業への参加勧奨依頼　(4～9月）
　　①バイヤーの招請（過去参加バイヤーへの参加招請活動・新規先の開拓）
　　②海外バイヤーの招請協力
　　　　Ｏ－ＢＩＣ、JETRO、開催食輸出推進事業協同組合に依頼
　２．売り手企業への参加勧奨依頼(4～10月）
　　①過去参加者への案内状送付
　　②全国の商工会議所、商工会、行政関係に参加勧奨協力の依頼
　　③金融機関との連携強化　（協力要請）
　　③参加勧奨DMを送付、インターネット広告等の実施
　３．直前準備、当日の運営（10月～11月）
　４．効果測定 (11月～翌年３月)
　　①当日の参加アンケートの実施
　　②成約事例アンケートの実施　（商談後のフォローアップを実施）
　　③成果レポートの作成、実績報告書の作成、来年度の勧誘準備等
　　④次年度運営の企画・検討

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）

(b)事業効果をあげるため、より売り手企業の認知度の高い企業や海外企業からバイ
ヤーを招聘し、全国規模の事業として実施する。売り手企業は大阪府内にとどまら
ず全国から募集するほか、大阪府内事業者においては、ＦＡＸやＤＭによる個別案
内等や商工会議所・商工会、金融機関のネットワークを活用して参加招請を行う。
(d)相談支援先に当該事業に参加を勧めることで販路開拓支援のひとつのメニューと
して活用することができる。

事
業
の
目
標

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒

242社
売り手企業は、大商ニュース、FAX、DM、e-mail等による個別

案内等で募集する。また、行政や、各地商工会議所・商工会、地
銀・信用金庫等にも参加勧奨の協力を求める。242

支援対象企業の
変化

「買いまっせ！売れ筋商品発掘市」では、バイヤーとの商談を通じ、支援企業の
販路を拡大や取引のきっかけをつかむ。また、自社商品等に対するバイヤーの意見
を参考に、今後の商品開発等に弾みがつく。

指標 全商談件数（府外企業も含む） 数値目標 6,000件

その他目標値

目標値の内容⇒

買いまっせ！売れ筋商品発掘市（№37）



４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 買いまっせ！売れ筋商品発掘市 新規/継続 継続

円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

計 円

円

円

 (a)府施策連携 ○ (b)広域連携  (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円） 　

代

円

円

円

円

円

0

14,665,200

14,665,200

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

「買いまっせ 売れ筋商品発掘市」は、全国の企業約800社が参集し繰り広げら
れる全国レベルの事業であり、その広域的性格から小規模事業者が参加を望む大手
バイヤーが、国内はもとより海外からも多数参加している。広域的な事業実施が大
手バイヤーの参加意欲を高め、府内事業者に大手とのビジネスチャンスを創造する
等高付加価値が認められることから、0.2の増補正を行った。

標準事業費

50,500 242 1.2 14,665,200

0
算定基準

（行が足りない場合
は、⇒の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数

10,998,900 2,904,000

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 2,904,000 負担金の積算
参加費
会員　8,000円×121人
非会員16,000円×121人

【備考】

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説
明する代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

算 出 額

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

14,665,200 0.75

買いまっせ！売れ筋商品発掘市（№37）



○

○

○

 (a)府施策連携 ○ (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 町工場ネットワークの構築事業 新規/継続 継続

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよう

な状態にしたいか）

大阪市内には機械・金属関連の町工場が集積し、地元のみならず日本のものづく
りを支えてきた。しかし、経営者の高齢化や生産・加工の海外移転などで廃業が進
展し、大阪市内の従業員数50人未満の事業所に限っても平成23年から２８年まで
の5年間に9285ヵ所から7869ヵ所へ減少している（大阪市統計書）。これまで地
域で培ってきた協業・技術補完のネットワークが損なわれるおそれが出つつあるこ
とから、これら町工場同士の新たな連携を促進し、受注工程を域内で完結させる
“横請け”ネットワークの再構築と取引拡大を支援する。

支援する対象
（業種・事業所数等）

取引拡大に取り組む機械・金属関連の中小企業・小規模事業者、あるいは取引先
数を拡大して経営リスクを分散して経営の安定を志向する事業者、他社と情報を交
換して経営力の強化を図る事業者、取引先・関係先の強化や事業承継前に業界知識
の蓄積を図る若手後継者候補など

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

「仕事を出す」側も町工場の廃業が相次ぐ中、加工先の確保に苦慮している。こ
れまでの「ものづくり加工ネットワーク強化交流会」の参加者から、「外注先が高
齢化して先行きが不安。新たな加工業者の発掘が急務」「信頼できるパートナーは
インターネットでは見つからない。経営者に人柄に触れ、工場を見に行かないと判
断できない」などの意見が寄せられている。

想定する実施期間 2012 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

○ものづくり加工ネットワーク強化交流会［平成24年度開始］
＜平成29年度＞ 3回開催 のべ参加数100社109人、のべ面談件数1,037件
（「取引につながった」46件、「取引の可能性あり」111件）
＜平成30年度＞ 4回開催 のべ参加数141社152人、のべ面談件数2,046件
（「取引につながった」160件、「取引の可能性あり」94件）
○ものづくり加工商談会［平成30年度開始］
＜平成30年度＞ 1回開催 発注側参加企業6社、受注側参加企業41社、のべ商談
件数82件

反省点

＜ものづくり加工ネットワーク強化交流会＞参加したものの取引先が見つからず不
満を感じたり、さらなる交流数のアップを希望する事業者があり、常に新規参加者
を募りバージョンアップさせる必要がある。いずれの参加者も意欲があるが、規模
や精度、対応ロット数のレベルが異なり、混淆した参加者ニーズへの対応が課題。
＜ものづくり加工商談会＞さらに受注側企業が申し込みやすい商談案件を揃え、検
討しやすい情報を提供することが必要。

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこ
で・

何を・
どのよ

う
にする
のかを
明確に)

人材育成型 (1)中小ものづくり事業所が抱える経営課題に対する情報提供（人材育成型）
直面する経営課題（人材育成、技能伝承、効果的な自社ＰＲ、BCP策定など）に

対応する情報をタイムリーに提供する。
(2)ものづくり企業の技術ＰＲと特定の課題を軸とした相互交流（人材交流型）

西支部管内の企業群が事業・加工技術を広く地域にPRする機会を設ける（大正も
のづくりフェスタ）。また、製造業、特に下請け金属加工業が直面する人材育成や
技術向上を専門家やエキスパート技術者（大阪市認定による大阪テクノマスター）
を交えてディスカッションする会合を開催する。
(3)「ものづくり加工ネットワーク強化交流会」の開催（販路開拓型）

町工場同士が“顔の見えるネットワーク”を構築し、取引を拡大するため、自社
の保有設備や得意技術、連携を求める案件情報を交換する交流会を4支部管内で開催
する。
(4)「ものづくり加工商談会」の開催（販路開拓型）

機械・金属関連の外注加工や資材調達などの発注案件を有する大手・中堅メー
カーなどがブースを設け、中小企業・小規模事業者が自らの技術や製品を売り込む
商談会を開催する。

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）

(b)MOBIO、中小企業基盤整備機構近畿本部などのメールマガジンへの開催告知の
掲載、日本政策金融公庫の府内支店との連携などにより府内事業者の参加を募る。
(c)大阪市をはじめ、西淀川、東成、大正、港、平野などの区役所が実施するものづ
くり支援事業と協働する。
(d)取引拡大に伴う経営改善に取り組むにあたって経営指導員が介在して事業所カル
テ化される可能性は大きい。また、自社の技術特性を外部にアピールする方法、展
示商談会などでの効果的な展示やブース内での来場者とのコミュニケーションなど
を助言することも事業所カルテ化につながると考えられる。

町工場ネットワークの構築事業（№38）



４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 町工場ネットワークの構築事業 新規/継続 継続

社

円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

計 円

円

円

 (a)府施策連携 ○ (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円） 　

代

円

円

事
業
の
目
標

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒

人材育成型：80社、人材交流型：80社、販路開拓型：ものづくり
加工ネットワーク交流会135社、ものづくり加工商談会50社
［募集方法］支部経営指導員による個別勧誘、大阪商工会議所の各
種広報媒体や他団体のメールマガジンへの開催告知掲載など345

支援対象企業の
変化

指標③
当該事業が販路開拓、新規取引先拡大に役立つ
と回答した割合

数値目標 80%

指標④ 商談件数 数値目標 80件

①人材育成型：個社では取り組みにくい経営改善を進めるきっかけとなる。
②人材交流型：同業企業間で情報交換を進め、ものづくり企業が地域活性化へ参画
する基礎を構築する。
③販路開拓型（交流会）：搬送コストを抑えられる近隣加工ネットワークの活用を
通じて参加企業の競争力向上が図られる。
④販路開拓型（商談会）：取引先候補と接点を持つことができ、商談成立によって
受注が拡大する。

指標①
当該事業が今後の事業活動、企業経営に役立つ
と回答した割合

数値目標 80%

指標②
当該事業が今後の販路拡大、取引先の増加に役
立つと回答した割合

数値目標 80%

その他目標値

目標値の内容⇒

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

算定基準
（行が足りない場合は、

⇒の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数

50,500 30 1.0 1,515,000

50,500 30 1.0 1,515,000

標準事業費

20,200 80 1.0 1,616,000

40,400 80 1.0 3,232,000

50,500 50 1.0 2,525,000

14,190,500

50,500 45 1.0 2,272,500

50,500 30 1.0 1,515,000

負担金の積算
ものづくり加工ネットワーク
強化交流会参加費
＠1000円×25人

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

14,190,500

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

算 出 額

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 25,000

【備考】

14,190,500 0.75 10,642,875 25,000

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核団
体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説明す

る代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

町工場ネットワークの構築事業（№38）



○

○

 (a)府施策連携 ○ (b)広域連携  (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

社

４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 ザ・ベストバイヤーズ 新規/継続 継続

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

大手の流通業やものづくり企業などへの販路開拓を目指す中小企業は多いが、そ
のニーズや取引方法、担当窓口がわからず商談の「きっかけ」さえ得ることができ
ていない現実がある。そこで、大手流通業のバイヤー・担当者による事前選考を実
施し、「買い手」「売り手」双方のニーズを合致させ、中小零細企業の販路開拓を
促進させる。

支援する対象
（業種・事業所数等）

　大手流通業などと取引を望む、主として大阪府下の中小製造業、卸売業

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

①本商工会議所主催の商談会開催後のアンケートにおいて、1社とより深く商談でき
る機会を数多く設けてほしいという声が大半である。
②過去に開催した個別商談会では、概ね定員の倍以上の申し込みがある。
③各回の企業によるセミナーも好評で、もっと企業の枠を超えて、業界全体のトレ
ンドや商談のノウハウについての情報提供を求める意見が寄せられている。

想定する実施期間 2017 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

2018年11月現在、ザ・ベストバイヤーズ（8回）、ザ・ライセンスフェア（2
回）を計10回実施済みで、191社（うち府下企業125社）が参加。参加企業の
93.5％が「満足」、「やや満足」と回答している。今回はホテルチェーンや免税店
を運営する空港系列企業など新たな業態の仕入れ担当者を招いた。

反省点

買い手企業によっては選考が厳しく、多数の申込があるものの選考を通過する企
業数が伸び悩んだ。買い手企業が売り手企業に求めるレベルが年々高くなる傾向が
ある。今後は買い手企業のニーズや取引条件など、売り手への事前情報提供の際に
留意する。

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこ
で・

何を・
どのよ

う
にする
のかを
明確に)

人材育成型

（内容）
大手流通業やライセンス保有企業などから毎回1社のバイヤーや担当者を招き、事前
マッチング方式で1商談25分程度の商談会を10回程度開催する。また、売り手企
業・買い手企業の発掘を目的に、金融機関とも連携した商談会なども必要に応じて
開催する。
（事業運営にあたっての視点）
○大手流通業に加え、中堅規模の流通業、職域販売、中食・給食業者、ホテル、免
税店など今まであまり招請してこなかったバイヤーの開拓にも努める。
（スケジュール）
①募集

開催の2～3カ月前から募集。商談希望者の募集にあたっては、バイヤーやライセ
ンス担当者の希望商談分野を明示。
②事前セレクション

開催の3週間前に、当日の商談がスムーズに運ぶよう、参加企業のリストをバイ
ヤー・ライセンス担当者に提供し、事前選考を実施。
③時間予約制
　開催の2週間前に参加確定および商談時間について参加企業に連絡。
④成果把握・フォローアップ
　開催後、成約状況のフォローアップを行う。

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）

(b)商談希望企業は、主に大阪府内事業者に、FAXやDM、e-mailによる個別案内な
どで参加募集を行う。また、府内商工会議所・商工会にも協力を要請し参加勧奨す
る。さらに、各都道府県庁や府外の商工会議所などとも連携し、広く全国から商談
希望企業を募る。

事
業
の
目
標

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒

商談会参加企業　160社
（大商ニュース、FAX、DM、e-mailなどによる個別案内などで募
集する。また、各都道府県庁や、各地商工会議所・商工会、地銀・
信用金庫などにも参加勧奨の協力を求める。）160

支援対象企業の
変化

①商談を通じて、販路開拓のきっかけをつかむことができる。さらに、バイヤーら
との商談を通じて、意見や考えを今後の商品開発に役立てることができる。
②特に最近注目を集めるＥＣの活用について、取り組み意欲を高める。

指標① 全商談件数 数値目標 260件

指標②
大手流通業界への売り込み方や、ネット通販に
ついて理解できた、今後の販路開拓に役立つと
回答した企業の割合

数値目標 80%

その他目標値
目標値の内容⇒

ザ・ベストバイヤーズ（№39）



４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 ザ・ベストバイヤーズ 新規/継続 継続

円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

計 円

円

円

 (a)府施策連携 ○ (b)広域連携  (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円） 　

代

円

円

円

円

円

9,696,000

標準事業費

50,500 160 1.20 9,696,000

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数

負担金の積算

参加費
会員＠8,000円×８社×10
回、非会員＠16,000円×８
×10回

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

算 出 額

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担

【備考】

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

算定基準
（行が足りない場合
は、⇒の行に挿入）

9,696,000

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

大手バイヤーを毎回恒常的に招聘するには、価値のある商品を集める必要があ
る。大手バイヤーからは府内はもとより広く全国から事業者を集めてほしいという
希望が強い。よって、同事業では広く府外からも事業者を集めることで、大手バイ
ヤーの参加意欲を高めている。大手バイヤーのこうした参加は、府内事業者に大手
とのビジネスチャンスを創造するなど、高付加価値が認められることから、0.2の増
補正を行う。

1,920,000

9,696,000 0.75 7,272,000 1,920,000

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説
明する代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

ザ・ベストバイヤーズ（№39）



○

 (a)府施策連携 ○ (b)広域連携  (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 販路・取引先開拓マッチング事業 新規/継続 継続

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

景気の回復傾向が続く中にあっても、中小企業・小規模事業者は引き続き売上低
迷に苦しんでいるのが実情である。こうした事業者にとって、販路の新規開拓とそ
れに伴う取引先・仕入先の確保は業績回復のための必要条件である。そこで本商工
会議所は、そのための情報やヒントを探す事業者に対し、「ビジネスモール」な
ど、本商工会議所が持つ様々なツールや情報を駆使して適宜情報提供するととも
に、専門相談の「営業・マーケティング相談」などとも連携しながら、販路開拓に
関するアドバイスを行うことで、その商取引の促進と経営基盤の強化を支援する。

支援する対象
（業種・事業所数等）

大阪府内の中小企業・小規模事業者。2017年度相談実績及び2018年度の進捗
状況を勘案して、年間220社を想定

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

本商工会議所会員および特定商工業者を対象とした関心事項調査（2018年度実
施、回答数14,581社）によれば、「営業・販売・取引先開拓」を挙げる企業は
33.5%に上り、「経営全般」と「人事・労務・人材確保育成」に次ぐ高い割合と
なっている。また、本商工会議所が実施する、大阪府内の中小企業・小規模事業者
を対象とした各種セミナー・講演会などで実施しているアンケート調査において
も、「販路開拓」「取引先確保」を経営課題に挙げる事業者は多く、「専門家派
遣」や「企業OB活用相談」においても販路拡大支援や営業力強化を希望する企業が
多数を占める。中小企業・小規模事業者の本事業に対するニーズは十分高いと考え
られる。

想定する実施期間 2011 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

【2018年度実績（10月末現在）】
相談数：117社　マッチング数：70社
【2017年度実績】
相談数：231社　マッチング数：113社

反省点

「販路・取引先開拓」を経営課題に挙げる企業については、本商工会議所主催の
セミナー・講演会・交流会などの各種イベントにおいて実施する参加者アンケート
などにより把握に努めている。一方、事業者のニーズにマッチした支援を行うた
め、本商工会議所の専門相談（営業・マーケティング相談）、専門家派遣や、金融
機関などの外部協力機関と連携し対応している。今後も事業者の要望する内容に応
じたマッチングを質量ともに充実させるべく、「販路・取引先拡大」関心事業者へ
のアプローチにより当事業の利用勧奨を行う。また、各種制度や機関と連携しなが
ら事業者の要望に対応するとともに、支援した事業者へのフォローアップを通じた
紹介後の状況把握にも努める。

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこ
で・

何を・
どのよ

う
にする
のかを
明確に)

人材育成型
販路開拓や仕入先の取引照会に関する中小企業・小規模事業者からの相談に対

し、本商工会議所が持つ様々なツールや情報に基づいて対応する。具体的には、取
引先情報、業界団体や関係機関を適切に紹介するとともに、マーケティング手法の
活用を通じたBtoBのビジネスマッチングのアドバイスを行う。
＜マッチングの実施＞

本商工会議所が保有する企業データや、ビジネスモール・商談モールなどといっ
た事業者検索ツールなどをフルに活用し、販路・取引先開拓・仕入先照会を希望す
る事業者のニーズに応じて検索・照会を行い、具体的なＢtoＢのビジネスマッチン
グを進める。さらに、営業・マーケティングの相談窓口及び金融機関や各地商工会
議所などの支援機関との連携をより一層緊密化するなど、事業者単体では持ちえな
い、商工会議所ならではの広範なチャンネルを駆使して、販路や仕入先探しにあた
る。
＜事後フォローの実施＞

紹介後の進捗状況を適切に把握し、必要に応じて専門家派遣につなぐなど、継続
的にサポートする。
＜その他＞

「販路・取引先開拓」を経営課題に挙げる企業を大商各種事業のアンケートなど
で具体的に把握するとともに、より広い範囲で本事業の案内、周知を行う。

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）

(b)大阪府内の商工会議所経営指導員、協力金融機関及び本商工会議所のほかの事業
担当者に事業PRリーフレットを配布し、活用を促進する。
(d)直接に販路・取引先開拓の相談に応じる中で経営課題を把握することによって、
専門家派遣型経営相談など他の支援メニューの提供につなげ、事業所カルテ化を
図っていく。

販路・取引先開拓マッチング事業（№40）



４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 販路・取引先開拓マッチング事業 新規/継続 継続

社

円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

計 円

円

円

 (a)府施策連携 ○ (b)広域連携  (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円） 　

代

円

円

円

円

円

事
業
の
目
標

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒ 2017年度実績、2018年度進捗状況より算出。

［募集方法］ホームページ、大商ニュース、各協力金融機関や各地
商工会議所による案内配布、メール配信などで広報、募集を行う。220

支援対象企業の
変化

販路開拓を求める事業者は、本商工会議所の支援を受け、ビジネスモールなどの
検索ツールの活用を含めた販売先探しによって新たな販路を開拓する。また、専門
相談（営業・マーケティング相談）と連携した支援によりマーケティング手法を学
び、営業スキルの向上により販売促進を図る。

仕入先を探している事業者は、要望に合致する先を本商工会議所から紹介を受
け、新たな商取引の機会創出につなげる。

指標
販路開拓に向けた情報提供やマーケティング支
援、仕入先などの紹介を行ってマッチングにつ
なげた件数

数値目標 90件

その他目標値

目標値の内容⇒

0

8,888,000

8,888,000

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

標準事業費

40,400 220 1.0 8,888,000

0
算定基準

（行が足りない場合
は、⇒の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数

6,666,000 0

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 負担金の積算

【備考】

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説
明する代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

算 出 額

標準事業費 補助率 （①市町村など＋②受益者負担）

8,888,000 0.75

販路・取引先開拓マッチング事業（№40）



○

○

(a)府施策連携 ○ (b)広域連携  (c)市町村連携  (d)相談事業相乗効果

４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名
大阪ファッション産業振興フォーラム

（旧「大阪スタイリング構築・普及事業」から分離）
新規/継続 継続

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

大阪の繊維業界はOEM生産が中心となっている企業が多く、自社ブランドの育成
のほか、競争力のある新たなビジネスモデルを構築することが必要である。このた
め、新たな社会課題の解決など、今後需要が見込まれる分野への製品開発やビジネ
スモデルの創出のきっかけとなる場を定期的に提供し、他業種との連携によって繊
維関連企業全体の競争力強化につなげる。

支援する対象
（業種・事業所数等）

ファッション・アパレル関連業界団体、業界団体の傘下企業をはじめとする
ファッションクリエイターやアパレルメーカー、その関連企業（素材メーカー、
バッグなどの小物関連、美容関連など）。また、ファッション関連企業との連携を
求める企業

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

服が売れない時代にあっても、ニーズをとらえた商品は売り上げを伸ばしてい
る。また、他業種との連携により新たなビジネスモデルを構築することが求められ
ているが、繊維ファッション事業者は主導権を取れないケースも多い。こうした課
題の解決を図っていくことが、業界の発展につながる。

想定する実施期間 2010 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

大阪に蓄積の大きい服飾専門学校生の力によって、在阪素材メーカーから提供さ
れた生地を活用したファッション製品を制作。産学コラボによる大阪発の独創的な
ファッション製品として、11月28日開催の「ファッション・イノベーション展」
に出品。また2月に開催される首都圏での合同展示会にも出品する予定。若き才能の
実務的な人材育成につながっている。

反省点
産業界側のプロモーションや企業成長支援につながる取り組みにも力を入れる必

要があったが、事業内容の大きな転換期でその途上にある。

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこ
で・

何を・
どのよ

う
にする
のかを
明確に)

人材育成型
＜人材育成型事業＞　計１８０社
■例会の開催　（年間３回）
支援企業数：１回６0社程度
　・ファッション産業をめぐる新たな動き、ビジネスモデルなどの情報提供
　・ＥＣ進出やAＩ、ＩＯＴ活用の事例紹介
　・IoT活用ツールの紹介

＜人材交流型事業＞　計９団体
■新ビジネス創出支援の意見交換会ならびに交流会の開催
　例会にあわせて年２回程度開催し、業界団体とその傘下企業にも参加いただく。
　[ 実施内容例 ]
　・例会のテーマ関心企業同士の交流
　・例会で紹介した提案などにむけた個別相談
　・その他連携策についての意見交換

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）

(b)府内の全域をカバーする、アパレルをはじめハンドバッグや帽子・靴下といった
服飾雑貨などの各業界団体・組合と連携して事業を実施する。関西ファッション連
合も参画の予定。

事
業
の
目
標

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒

　60社×3回、9団体
　関西ファッション連合をはじめ、各業界団体や組合を通じて、新
分野事業などへの参画に意欲的な事業者の例会参加を募り、その中
から事業連携に向けた個別相談を受け付ける。

支援対象企業の
変化

例会を中心に参加企業、団体の参加を募るとともに、随時、団体との密なコミュ
ニケーションを通じて、繊維関連企業などからの事業提案、事業連携の希望を掘り
起こす。

指標１
例会参加を通じて、新事業開発の参考にしたい
と回答した割合

数値目標 70%

指標２ 新ビジネス開発に向けた連携に参画した企業数 数値目標 のべ9社

その他目標値
目標値の内容⇒

180社・9団体

大阪ファッション産業振興フォーラム（№41）



４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名
大阪ファッション産業振興フォーラム

（旧「大阪スタイリング構築・普及事業」から分離）
新規/継続 継続

円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

計 円

円

円

(a)府施策連携 ○ (b)広域連携  (c)市町村連携  (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円） 　

代

円

円

円

円

円

0

7,272,000

標準事業費

20,200 180 1.0 3,636,000

40,400 9 10.0 3,636,000

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数

負担金の積算

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

算 出 額

①市町村等補助 1,800,000 交付市町村等
事業協力・協賛金
＠200,000円×9社・団体

②受益者負担

【備考】

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

算定基準
（行が足りない場合
は、⇒の行に挿入）

7,272,000

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

7,272,000 0.75 5,454,000 1,800,000

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説
明する代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

大阪ファッション産業振興フォーラム（№41）



○

○

○

 (a)府施策連携 ○ (b)広域連携  (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 大阪食彩ブランド事業 新規/継続 継続

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

富裕層から大衆層まで、また食のジャンルを問わず、多様な人が多様な食を楽し
めるのが本来の大阪の魅力であるが、タコ焼きに代表される大衆食ばかりが強調さ
れているのが現状である。そこで、富裕層でも楽しめる大阪の食の魅力に光を当て
るとともに、増え続けているインバウントに対しても大阪の食の魅力を効果的に伝
えることで、総合的な大阪の食の魅力向上につなげる。

支援する対象
（業種・事業所数等）

飲食業、仕出し・弁当業、惣菜店、食品加工業、スイーツ・菓子の製造小売店、
宿泊施設など

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

飲食業は一般に廃業率が高いといわれており、原材料高などの影響により経営環
境が非常に厳しく、競合も激しい。今後の小規模飲食店は、職人的閉鎖性を打破し
て経営的視点を積極的に採り入れ、他店との差異化を図り、地域性や物語性を加え
て商品アイテムの充実や高単価化を促進することが求められている。

想定する実施期間 2010 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

＜201７年度実績＞
①「食の都・大阪グランプリ」：総応募店数111店（支援企業数92社）
　※ご参考　応募者数215人。応募作品数247。うち197作品は、コンテストへの
　　　　　　応募をきっかけに新たに考案されたもの。
②「食の都・大阪レストランウィーク」：総参加店数40店（支援企業数は31社）
③「講演会」：総参加人数65人（支援企業数は50社）
④「飲食店独立開業支援発表会」：総参加人数33人（支援企業数は23社）

※201８年度はグランプリ及び併催事業を10月28日に実施し、現在アンケート収
集・集計中、レストランウィークは2019年2月に開催予定。

反省点
料理コンテスト「食の都・大阪グランプリ」では、作品そのものが追求され、大

阪の名物料理人・名物料理店の輩出につながりにくい状態である。大阪の食の魅力
向上を図るためには、実施事業のテコ入れが必要。

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこ
で・

何を・
どのよ

う
にする
のかを
明確に)

人材育成型

①料理コンテスト「食の都・大阪グランプリ」の実施
大阪の名物料理人・名物料理店の発掘を目指し、2019年度は「食の都・大阪グ

ランプリ」の歴代部門別優勝者を対象に、グランドチャンピオン大会として実施す
る。また、ホームページの制作を通じて「食の都・大阪グランプリ」の受賞者自身
や店舗のPRを行うことを通じ、店舗の売上増加の契機とするとともに、「食の都・
大阪」のブランドを広く発信する。

②「食」に関するイベントへの出店、「大阪割烹」のPR
「オオサカ・オクトーバーフェスト」や「大阪産大集合」など「食」に関するイ

ベントにブース出店し、「食の都・大阪グランプリ」歴代入賞作品などの販売機会
を設ける。

また、ぐるなびが中心となり、本商工会議所も参画し実施している「大阪割烹体
験」の案内パンフやＨＰ（日英２ヵ国語）を活用し、食への関心が高い国内外の消
費者に大阪の割烹店で提供される料理や店舗情報などを発信することで、大阪割烹
の魅力を広くPRし、割烹店の知名度アップと集客力強化につなげる。

③飲食店等を主なターゲットとする大阪の食トレンドや飲食店経営などに関する講
演会など繁盛店や著名シェフ、生産関係者等を講師に招き、大阪での消費者嗜好、
商品開発･集客ノウハウ等に関する講演会を実施。

④飲食店独立開業支援
独立開業経験者を講師とする実例発表会ならびに交流会を年１回開催。また、希望
があれば随時開業支援を行う。

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）

(b)当事業の実施時および実施後において経営相談等を希望する飲食店等は、府内各
地商工会議所・商工会と随時緊密に連携して実施。
(d)本商工会議所経営相談室や支部、日本政策金融公庫や外部の飲食店コンサルタン
トならびに独立開業経験のある飲食店経営者等と連携して実施し、相談事業の支援
先から同事業への参加を促すとともに、開業支援等を経営相談事業として事業所カ
ルテ化につなげる。
※環境農林水産部と緊密に連携して、大阪産(もん)のブランド化と実需拡大の取組
み、府内の１次産業と飲食業（３次産業）が円滑かつ有機的につながるような手法
にて開催する。

大阪食彩ブランド事業（№42）



４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 大阪食彩ブランド事業 新規/継続 継続

社

円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

計 円

事
業
の
目
標

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒

①料理コンテスト：10社、ホームページ制作：部門別優勝2社
歴代部門別優勝者もしくは、所属店の料理長に対し、訪問・電話等
により参加を依頼する。
②オクトーバーフェスト・大阪産大集合への出店：4社
②大阪割烹のPR：40社
③講演会・勉強会：20社
④飲食店独立開業支援：20社
設定根拠はいずれも過去の実績より算定。

96

支援対象企業の
変化

指標③
講演会などで“気付いたこと”“店で実践して
みようと思ったこと”が参加を通じてあったと
回答した割合

数値目標 70%

指標④
開業の参考となる情報やノウハウの習得、人脈
拡大につながったと回答した割合

数値目標 70%

①料理コンテストは、客単価の向上とストアコンセプトの明確化を促し、新商品開
発と料理人のスキルアップ、大阪産（もん）を取り入れた地産地消メニューの推進
を促す。審査委員から応募者に作品のコメントを付与し、料理ならびに経営の改善
の糸口をつかんでもらう。
②オクトーバーフェスト・大阪産大集合への出店は、料理コンテストの受賞作品を
実際にお客様に提供することにより、商品開発や売り方の改善点を発見する機会と
なるようにする。また、当該作品の開発を巡る着想源やコンセプトを紹介して、当
該店舗の新規顧客獲得・既存顧客の再来増加を目指し、大阪産(もん)の実需拡大に資
する事業とする。割烹店に対しては、「大阪割烹体験」への参加を通じて、接客や
メニュー開発、インバウンド客の受け入れ体制や接客についての改善点を見出して
もらう。
③講演会・勉強会は、繁盛店や著名料理人など業界のリーダー格を講師などに迎
え、商品開発、人材育成、業界最新動向などにつき自らの経験談や受講者への激励
などを交えて講話することにより、受講者の育成を図る。
④飲食店独立開業支援は、開業経験者の体験事例やノウハウを聴いて開業の参考に
してもらうのみならず、発表者である先輩開業者をはじめ、同事例発表会に参加す
る他の開業希望者との人脈づくりの場としてもらう。

指標①

「食の都・大阪グランプリ」応募作品の考案
が、各店の新メニュー開発に役立った、審査委
員コメントが今後の新メニュー開発・人材育成
に役立ちそうであると回答した割合

数値目標 70%

指標②

食イベントでコンテスト受賞作品を実際に販売
することで、売上増進、所属店のＰＲ、士気向
上につながったと回答した割合。また、割烹店
にはキャンペーンに参加することで、売上増
進、所属店のＰＲ、士気向上につながったと回
答した割合

数値目標 70%

その他目標値

目標値の内容⇒

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

算定基準
（行が足りない場合
は、⇒の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数 標準事業費

40,400 10 1.0 404,000

50,500 2 0.5 50,500

20,200 20 1.0 404,000

40,400 20 1.0 808,000

50,500 4 1.0 202,000

50,500 40 0.75 1,515,000

3,383,500

3,383,500

大阪食彩ブランド事業（№42）



４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 大阪食彩ブランド事業 新規/継続 継続

円

円

 (a)府施策連携 ○ (b)広域連携  (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円） 　

代

円

円

円

円

円

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

割烹店のＰＲは、インバウンド対策のため、ホームページを日本語版・英語版の
２種類を作成するので、増補正1.5を（0.5に）掛け、係数を0.75とする。オクトー
バーフェスト・大阪産大集合は、主催者としてブースを設け、各店に実売上も発生
するので1.0とする。

算 出 額

①市町村等補助 800,000 交付市町村等 協賛金＠100,000円×８社

②受益者負担 負担金の積算

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

3,383,500 0.75 2,537,625 800,000

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説
明する代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

【備考】

大阪食彩ブランド事業（№42）



○

 (a)府施策連携 ○ (b)広域連携  (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 専門家連携型経営相談 交流会 新規/継続 継続

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

中小企業・小規模事業者が抱える高度専門的な経営課題に対応するため、本商工
会議所では「専門家派遣」による支援を行っている。経営指導員と各種専門家がお
互いの強みを活かして連携強化を図り、より効果的な経営支援サービスを提供する
ことで、支援先からも高い評価を受けている。そこで、本事業を通じて、中小企
業・小規模事業者に対し、自社の課題解決に役立つ制度として「専門家派遣」「企
業OB活用事業」などを周知・紹介するとともに、交流会を開催し、自社の課題解決
にふさわしいパートナー（専門家など）との出会いの場を提供する。

支援する対象
（業種・事業所数等）

さまざまな経営課題を抱えている、あるいは「専門家派遣」「企業OB活用事業」
などに関心を持つ大阪府内の中小企業・小規模事業者

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

2018年度のエキスパート、アドバイザー派遣など、専門家派遣事業は、例年ど
おり派遣予算枠（エキスパート314回、アドバイザー100回）に向け順調に推移し
ており、専門家派遣事業への関心や、専門家への支援ニーズは高い。

想定する実施期間 2014 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

【2018年度】11月1日に開催。第1部：①営業力強化セミナー、②事業利用案内
／第2部：交流会（支援実績：55社）

反省点

台風接近による順延により、開催が例年より約2カ月遅れたが、中小企業・小規模
事業者に関心の高い「営業力強化」をテーマに講師を選定したことで、支援事業者
数は目標を達成することができた。また、交流会では参加事業者15社以上からその
場で専門家派遣や企業OB活用相談の申込を受けるなど、具体的成果を挙げることが
できた。ただ、専門家と事業者の交流をよりスムーズに進める一層の工夫が次回の
課題である。また、事例紹介を行う専門家について、参加事業者の幅広い支援ニー
ズに応えるため、様々な専門分野や年齢層の方から選び、新たな参加者層を開拓で
きるようにする必要がある。

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこ
で・

何を・
どのよ

う
にする
のかを
明確に)

人材育成型

◆「専門家との交流会」（＜セミナー＞と＜交流会＞の2部構成）
(1) セミナー・事業紹介（1時間15分）
①「専門家派遣」で利用ニーズの高い「販路開拓」「マーケティング戦略」「Ｉ
Ｔ」などをテーマに専門家が講演、情報提供するとともに、参加者の経営改善に役
立ててもらう。
②「専門家派遣」の説明を行うとともに、派遣事例を紹介し制度の普及と利用促進
を図る。
(2) 交流会（1時間45分）
○「販路開拓」「マーケティング戦略」「IT」の他、「人材育成」「経営戦略」
「創業支援」「製品開発」「生産管理」などのジャンルの専門家と、参加事業者、
支部経営指導員が集い、中小企業・小規模事業者などが経営課題を気軽に相談でき
る関係構築を支援する。
○各分野の専門家が最初に各々の得意分野を交えて自己紹介する。支部経営指導員
が企業および専門家とそれぞれ交流を行いながら、参加企業と専門家との交流の仲
立ちを行い、参加企業がニーズに見合った専門家を見つけられるようマッチングを
支援する。
○交流の活発化を促すため、専門家が会場全体をまんべんなくまわって交流時間を
できるだけ平準化するよう配慮する。
○専門家と支部経営指導員がそれぞれの役割を果たせるよう働きかけ、成果があが
るよう留意する。
○その場で経営相談利用への高い意欲を持つ参加企業を把握し、利用につなげるよ
うフォローするほか、同相談の利用申込にかかわらず、大商に支援を求める参加者
に対しても支部経営指導員が対応する。
○交流会終了後は、アンケートなどで把握した「専門家派遣」「企業OB活用事業」
の利用希望や検討の用意のある企業に関しては、経営指導員がアプローチして経営
課題を把握し、分析を行った上で最適な専門家とともに伴走支援を行う。経営指導
員は指導内容を可能な限りカルテ化し、一過性の支援にとどまらず、引き続き、自
己が関与する支援先としてその他の経営課題を含め、課題解決をサポートする。

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）

(b)地域金融支援ネットワーク事業を推進している大阪府や保証協会、日本政策金融
公庫、地元信用金庫（大阪、大阪シティ、大阪商工、北おおさか）、近畿大阪銀行
（4月から関西みらい銀行）の協力を得てPRをお願いするとともに、大阪府内の各
商工会議所にも協力依頼し、府内全域から集客を図る。
(d)交流会の開催を通じて専門家連携型経営相談の制度普及と利用促進を図る。本交
流会の参加者は様々な経営課題を抱えていると想定される。本交流会には経営指導
員も出席するので、参加者の経営課題を把握し、その解決に向けた支援をすること
によって事業所カルテ化につなげていく。

専門家連携型経営相談　交流会（№43）



４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 専門家連携型経営相談 交流会 新規/継続 継続

社

円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

計 円

円

円

 (a)府施策連携 ○ (b)広域連携  (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円） 　

代

円

円

円

円

円

事
業
の
目
標

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒

　2017、2018年度の実績を参考に算出。
［募集方法］ホームページ、大商ニュース、各協力金融機関などに
よる案内配布、メール配信、ＦＡＸ送信などの広報、募集を行う。55

支援対象企業の
変化

自社の経営資源として「専門家派遣」を活用することのメリットを理解し、その
活用についても前向きに検討する。

指標

「専門家派遣」ならびに「企業OB活用事業」に
申し込んだ案件のうち、「成果があった」「や
やあった」あるいは「課題が解決できた」「課
題への取組みの方向性が明らかになった」と回
答する件数

数値目標 10社

その他目標値

目標値の内容⇒

0

2,222,000

2,222,000

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

標準事業費

40,400 55 1.0 2,222,000

0
算定基準

（行が足りない場合
は、⇒の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数

1,666,500 0

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 負担金の積算

【備考】

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説
明する代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

算 出 額

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

2,222,000 0.75

専門家連携型経営相談　交流会（№43）



○

 (a)府施策連携 ○ (b)広域連携  (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

社

４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 中小企業の生産性向上支援事業 新規/継続 新規

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

セミナー等の開催を通して、ロボット活用、現場改善、効率的な人事戦略等に関
する情報を提供し、人手不足解消や省力化へつなげ、中小企業の生産性向上を後押
しする。

また、ロボットビジネスは今後も成長性が期待される数少ない市場である。ロ
ボットビジネスの新たな動きを紹介し、中小企業の新規参入や産学連携を促す。

支援する対象
（業種・事業所数等）

旭区、城東区、鶴見区、都島区、東成区、生野区のモノづくり企業約2千社・団体
をはじめ、大阪府内全域の企業を対象にする。

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

本商工会議所が2018年3月に行ったアンケート調査によると、7割を超える企業
が「人手不足」と回答。うち7割に「受注機会の逸失」があるなど、人手不足の解消
及び対策は中小企業にとって喫緊の課題になっている。

また、本商工会議所がロボット活用をテーマに2018年8月に開催したセミナー＆
個別相談会では、台風の影響で交通機関が乱れていたにもかかわらず、個別相談利
用企業７社、セミナー参加者132人を集め、個社支援対象先18件を発掘することが
できた。専門家派遣を活用した体制を新たに構築してロボット導入相談も試行的に
実施した。企業訪問によるヒアリングを通じて、人が集まらないことを理由に生産
現場の自動化を求めるニーズは強いと感じている。

想定する実施期間 2019 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

反省点

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこ
で・

何を・
どのよ

う
にする
のかを
明確に)

人材育成型
○ セミナー　＜ロボット等を活用した製造現場の生産性向上＞
他業種からロボット事業に参入した事例を紹介し、ユーザー目線にたったロボット
等の活用方法やロボットビジネス進出について情報提供する。9月頃、大阪工業大学
梅田キャンパスにて開催する予定。

○ セミナー　＜攻めの人事戦略による生産性向上＞
残業削減のアイデア、モチベーションを高める人事評価制度や教育など、組織の生
産性向上を図る具体的な方策について、専門家を招いて情報提供する。11月頃、開
催予定。
　
※ セミナーで掘り起こした案件を個別にフォローし、相談事業との相乗効果を図
る。

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）

(b)近隣の八尾市や東大阪市も含め、大商ニュースやＤ－ＦAX、ＨＰ、メールス
テーションなどを活用し、広く大阪府内に案内する。大阪府のものづくり支援課な
どにもPR協力をお願いする。
(d)セミナー後のアンケートで、製造現場や人事において、参加者の意向を確認しロ
ボット導入や生産性向上など（人手不足対策を含む）に対するニーズを把握し、個
別にフォローする。また、経営相談を希望する事業者に対しても個別にサポートす
る。加えて、高度専門的な知見が必要な分野については、MOBIOが実施する産学連
携オフィスの活動と連携して課題解決にあたる。

事
業
の
目
標

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒

セミナー2回合計100社
　大商ニュースやメールステーション等を活用して、広く事業者に
案内する。100

支援対象企業の
変化

生産性向上に関する情報や知識を得ることができ、ロボットの導入や活用、現場
改善、ロボットビジネスへの進出、人材戦略の見直しなどを考えるきっかけを提供
する。

指標

講演等で得た知識や情報をもとに、「今後のモ
ノづくりや企業経営に活用する」「生産性向上
等への取り組みにつなげる」「ロボットビジネ
ス進出を検討したい」「人事戦略の見直しを検
討したい」「今後さらに情報収集に努めたい」
と回答した割合

数値目標 70%

その他目標値

目標値の内容⇒

中小企業の生産性向上支援事業（№44）



４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 中小企業の生産性向上支援事業 新規/継続 新規

円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

計 円

円

円

 (a)府施策連携 ○ (b)広域連携  (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円） 　

代

円

円

円

円

円

0

2,020,000

2,020,000

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

標準事業費

20,200 100 1.0 2,020,000

0
算定基準

（行が足りない場合
は、⇒の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数

1,515,000 0

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 負担金の積算

【備考】

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説
明する代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

算 出 額

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

2,020,000 0.75

中小企業の生産性向上支援事業（№44）



○

 (a)府施策連携 ○ (b)広域連携  (c)市町村連携  (d)相談事業相乗効果

社

４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名
ファッショントレンドセミナー

（旧「大阪スタイリング構築・普及事業」から分離）
新規/継続 継続

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

近年は、川上・川下の垣根がなくなりつつあり、いずれの立ち位置の企業におい
ても商品政策を踏まえた積極的な提案が求められている。本セミナーを継続的に実
施し、市場動向を体系的に解説することで、企業の商品政策を支援する。

支援する対象
（業種・事業所数等）

アパレル企業を中心に、OEMやテキスタイル、雑貨等、ファッション性が求めら
れる企業

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

多くの企業は、自社の商品軸にファッショントレンドの要素を掛け合わせて鮮度
のある商品を企画しており、商品開発の参考情報として、客観的なトレンド情報の
ニーズがある。また、商品サイクルが短期化し、需要予測が難しくなるなか、経営
者や売り場担当者、営業からもトレンド情報を求める声がある。

想定する実施期間 2010 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

2018年５月30日、11月22日にトレンドセミナーを実施。５月の回の参加者は
150名程度参加し、今後も実施してほしいとの声をいただいている。

反省点
本セミナーの存在をもっと早く知りたかったという声があった。専門性が高く、

継続受講や他者への紹介も考えられるため、FAX等の一斉案内のみならず、会員訪
問の際に説明を入れるなど、関心層へのアプローチ手段を増やす。

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこ
で・

何を・
どのよ

う
にする
のかを
明確に)

人材育成型 ＜人材育成型　８０社＞
　年間２回セミナーを開催予定。
　・開催時期とテーマ
　　　５月頃　　２０２０年春夏ファッショントレンド
　　　１１月頃　２０２０年秋冬ファッショントレンド
　・会場
　　　OMMビル会議室

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）

(b)協同組合関西ファッション連合と連携し、大阪府内の関連事業者に案内する。

事
業
の
目
標

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒ 　定員１５０人。１社で複数名参加するケースが多く、支援対象企

業は各回４０社を想定する。
80

支援対象企業の
変化

セミナーを通じて、商品政策を強化する。商品内容、タイミング、場所、量、価
格等、トレンド情報や需要予測に基づいて適正化し、業績向上を図る。

指標
参加者アンケートにおいて商品政策の強化など
の参考にしたいと回答した企業の割合

数値目標 70%

その他目標値

目標値の内容⇒

ファッショントレンドセミナー（№45）



４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名
ファッショントレンドセミナー

（旧「大阪スタイリング構築・普及事業」から分離）
新規/継続 継続

円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

計 円

円

円

 (a)府施策連携 ○ (b)広域連携  (c)市町村連携  (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円） 　

代

円

円

円

円

円

0

1,616,000

1,616,000

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

標準事業費

20,200 80 1.0 1,616,000

0
算定基準

（行が足りない場合
は、⇒の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数

1,212,000 80,000

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 80,000 負担金の積算 参加費＠1,000円×80

【備考】

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説
明する代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

算 出 額

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

1,616,000 0.75

ファッショントレンドセミナー（№45）



○

 (a)府施策連携 ○ (b)広域連携  (c)市町村連携  (d)相談事業相乗効果

４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 Ｍ＆Ａ市場 新規/継続 継続

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

近年、後継者難を背景としたＭ＆Ａ（会社・事業の譲渡）が中小企業で増加して
いるが、自社の成長のために、あえて大手企業などとＭ＆Ａ（譲渡）を行う「成長
戦略としてのＭ＆Ａ」を考える中小企業も決して少なくない。

2018年版中小企業白書によれば、今後のＭ＆Ａ実施意向について「積極的に取
り組む」「よい話があれば検討する」という企業は30.9%、このうち売り手側とし
てＭ＆Ａに関心ある企業は33%だが（売り買い両方に関心ありを含む）、その際の
目的・想定する効果は、後継者がいる企業群では「事業の成長・発展」が53.7%と
高い。

また、過去にＭ＆Ａ経験のある企業のうち相手先（譲渡側）の目的が「事業の成
長・発展」と回答した企業は28.4%（複数回答〉で、特に経営者の年齢が50代以下
では35%と高い。これらのことから、後継者のいる企業、また年代の若い経営者の
方が、成長戦略としてのＭ＆Ａを前向きに検討・活用していることが伺える。

後継者難の解決策としてのＭ＆Ａを支援・促進する取組みは、国においても事業
引継ぎ支援センターを全国に設置するなど活発化している一方、大手企業の傘下に
入ったり、スポンサー企業との資本提携などにより、中小企業やベンチャー企業な
どの成長・発展を支援する取組みは、特に公的機関ではほとんど行われていない。

そこで、商工会議所という公的機関の取り組みにより、成長・発展のためのＭ＆
Ａを目指す中小企業や、ベンチャー／スタートアップの出口としてのＭ＆Ａに関心
ある若手企業に対し、Ｍ＆Ａの進め方やメリット、留意点などを十分理解してもら
うとともに、そうしたＭ＆Ａに向けた準備や具体的な取組みを促進するのが本事業
の目的である。

支援する対象
（業種・事業所数等）

譲渡側としてＭ＆Ａに関心ありと思われる中小企業 約30,500社。その中でも、
ハンズオン支援では純資産の小さい企業（ベンチャー／スタートアップを含む）で
も利用しやすい仕組みを採用し、幅広く支援を行う。

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

大阪府内の中小企業約30万社のうち、30.9%の約92,700社がＭ＆Ａの意向を有
すると推定され、そのうち33%の約30,500社が譲渡側として関心を持っているも
のと思われる。

本事業では、公的機関による運営で一定の実績を挙げていることと、「成長・発
展のためのＭ＆Ａ」という前向きな視点を広くＰＲすることで、企業の潜在的なＭ
＆Ａニーズの掘り起し・顕在化を促し、支援につなげていく。

想定する実施期間 2015 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

【2018年度支援企業実績】（11月22日現在）
　Ｍ＆Ａセミナー　1回開催：40.5社
【2017年度支援企業実績】
　Ｍ＆Ａセミナー　2回開催：104.5社

反省点

Ｍ＆Ａ関連のセミナーは民間企業（Ｍ＆Ａ専門会社など）で数多く開催されてい
るほか、国も事業引継ぎ支援センターを全国に設置するなど力を入れており、特に
後継者難の解決策としてのＭ＆Ａ支援は、官民まじえて重複感が出始めている。

そこで当事業では、成長戦略としてのＭ＆Ａ、ベンチャー／スタートアップの出
口としてのＭ＆Ａにコンセプトを移行することで他機関と差別化を図り、より多く
のニーズ・関心を持つ中小企業経営者などに参加してもらえるように努める。

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこ
で・

何を・
どのよ

う
にする
のかを
明確に)

人材育成型 成長戦略としてのＭ＆Ａ、ベンチャー／スタートアップの出口としてのＭ＆Ａに
関心を有する大阪府内の事業者に、Ｍ＆Ａの進め方やポイント、メリットなどを広
く周知し、今後のアクションにつなげてもらうため、Ｍ＆Ａセミナーを開催する
（年2回・年度の前半、後半と時期を分けて本商工会議所で開催）。

 テーマ・講師（案）
  ①「成長戦略型のＭ＆Ａ」
      （講師：Ａ氏）
  ②「自社の成長・発展のためのＭ＆Ａとは」
     （講師：Ｂ氏）

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）

(b)本商工会議所が保有するデータを活用し、大阪府内の事業者を対象としてセミ
ナー案内のＦＡＸ・メール送信、機関紙（大商ニュース）へのチラシ挟込を行うほ
か、ホームページでも広く参加を募る。

Ｍ＆Ａ市場（№46）



４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 Ｍ＆Ａ市場 新規/継続 継続

社

円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

計 円

円

円

 (a)府施策連携 ○ (b)広域連携  (c)市町村連携  (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円） 　

代

円

円

円

円

円

事
業
の
目
標

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒

セミナー1回40社×2回
大阪府内の事業者に、セミナー案内のＦＡＸ・メール送信、機関

紙（大商ニュース）へのチラシ挟込を行うほか、ホームページでも
広く参加を募る。80

支援対象企業の
変化

セミナー参加企業に対し、Ｍ＆Ａの実情や進め方、活用メリット、留意点などに
ついて理解を深めてもらい、成長戦略としてのＭ＆Ａ、ベンチャー／スタートアッ
プの出口としてのＭ＆Ａへの気付きを促すとともに、自社の方向性についてのヒン
トを与え、今後のアクションにつなげてもらう。

指標

アンケートで「セミナーで得た情報を基に、Ｍ
＆Ａを具体的に進めていきたいと思う」「セミ
ナーで得た情報を参考にして、Ｍ＆Ａについて
検討しようと思う」「セミナー以外でも情報を
集めて、Ｍ＆Ａについて知識を深めようと思
う」と答えた企業の割合

数値目標 85%

その他目標値

目標値の内容⇒

0

1,616,000

1,616,000

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

標準事業費

20,200 80 1.0 1,616,000

0
算定基準

（行が足りない場合
は、⇒の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数

1,212,000 0

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 負担金の積算

【備考】

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説
明する代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

算 出 額

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

1,616,000 0.75

Ｍ＆Ａ市場（№46）



○

 (a)府施策連携 ○ (b)広域連携  (c)市町村連携  (d)相談事業相乗効果

社

４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 観光産業への新規参入・販路拡大支援 新規/継続 新規

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

一大成長産業である観光産業への新規参入・販路拡大は大きなビジネスチャンス
となり得るが、とりわけ中小・零細企業が特段の支援なきまま同分野での事業展開
を進めることは容易でない。2019年１０月、観光業界をはじめ様々な業界関係者
が「観光」を軸に一堂に会し、国内外から約13万人の来場および6,600件以上の商
談が見込まれる世界最大級の観光総合イベント「ツーリズムEXPOジャパン」が大
阪で初開催される。通常では費用面や人員派遣などにより出展が難しい在阪事業者
などに同イベントへの出展機会の提供、出展支援及び旅行関連業者やバイヤーなど
との商談を支援することで、観光産業への新規参入・販路拡大を促進する。

支援する対象
（業種・事業所数等）

観光・インバウンド分野に携わる、もしくは参入を検討している大阪府内の事業
者（業種は問わない。アプリ・システム開発、物販、健康産業など）

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

2017年の来阪外国人客数が1,111万人にのぼるなど、インバウンドの増加趨勢
のもと観光産業は大阪においても一大成長産業となっており、関心も高まってい
る。大阪商工会議所主催インバウンドビジネスセミナーの参加者数も増加してお
り、関心も高まっている同分野、マーケットへの新規参入、販路拡大支援は在阪事
業者がビジネスチャンスを広げる上で重要な観点である。

想定する実施期間 2019 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

反省点

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこ
で・

何を・
どのよ

う
にする
のかを
明確に)

人材育成型 「ツーリズムEXPOジャパン2019大阪」ブース出展支援
開催期間：2019年10月24日（木）～27日（日）
開催場所：インテックス大阪
支援内容例：
１．大阪商工会議所特別ブース限定出展形式の選択が可能／通常出展料の割引

出展形式を３種別設定し、うち２種別は、事業者が個別に同イベントに出展する
場合より小規模かつ少額での出展が可能となる（大阪商工会議所ブース限定）。ま
た、通常ブースと同規模の出展の場合も、通常申込より割安での出展が可能とな
る。
２．出展フォロー

大阪商工会議所特別ブース出展事業者限定の説明会を実施するほか、個別相談を
受け付ける。
３．広報支援

大阪商工会議所機関紙「大商ニュース」特集ページ、大阪商工会議所Facebook
ページなどで出展企業をＰＲする。

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）

(b)商工会議所会員企業のほか、商工会議所主催のインバウンド関連セミナーなど参
加の府内事業者、（公財）大阪観光局の賛助会員にも出展を呼びかける。

事
業
の
目
標

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒ 「ツーリズムEXPOジャパン2019大阪」大阪商工会議所特別ブー

スへの出展枠26社（３種類のブース設定有）
26

支援対象企業の
変化

　「ツーリズムEXPOジャパン2019大阪」に出展することで、観光・インバウン
ド分野のバイヤーとの商談でき、同分野におけるビジネスチャンス、海外を含めた
販路開拓の機会が生じる。

指標 バイヤーなどとの商談件数 数値目標 52件以上
（1社平均2件）

その他目標値

目標値の内容⇒

観光産業への新規参入・販路拡大支援（№47）



４－２．地域活性化事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 観光産業への新規参入・販路拡大支援 新規/継続 新規

円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

計 円

円

円

 (a)府施策連携 ○ (b)広域連携  (c)市町村連携  (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円） 　

代

円

円

円

円

円

0

1,313,000

1,313,000

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

標準事業費

50,500 26 1.0 1,313,000

0
算定基準

（行が足りない場合
は、⇒の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数

963,000 350,000

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 350,000 負担金の積算
出展費　30,000円×4社、
20,000円×8社、
5,000円×14社

【備考】

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説
明する代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

算 出 額

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

1,313,000 0.75

観光産業への新規参入・販路拡大支援（№47）



事業承継相談デスク

概要

大阪府内の商工会、商工会議所と連携し、中小企業経営者、
小規模事業者による親族・従業員承継などの相談を受け付
け、課題整理、簡単な助言、他の支援機関への橋渡しなどを
行う。

事業名 金額（円）

7,500,000

５－１．商工会等支援事業一覧 大阪商工会議所



○

社

5－２．商工会等支援事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 事業承継相談デスク 新規/継続 継続

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

この20年間で経営者年齢の山は47歳から66歳に移動。今後10年間の間に、70
歳を超える中小企業・小規模事業者の経営者は、全体の６割を超える。スムーズな
事業承継が行われずに、この状態を放置すると経済的に大きな損失になる。事業承
継を先延ばしすることなく、スムーズな事業承継が行われるように促すのが本事業
の目的である。

大阪府内には13万社の法人企業（従業員数300人未満）がある。このうちの約
５割の７万社が60歳以上の経営者であると推計される。ここから廃業を予定してい
ない企業の割合、事業承継の準備のできていない企業の割合、廃業予定であるが成
長が期待できる企業の割合等を考慮すると、約１万社が本事業の対象となる。この
１万社に対して、スムーズな事業承継を促すのが、本事業の目的である。

支援する対象
　大阪府内に所在する、事業承継の支援が必要と思われる中小企業・小規模事業者
1万社

事業に対する
ニーズ

（内容・把握方法等）

今後10年間の間に、70歳を超える中小企業・小規模事業者の経営者は、全体の
6割を超える。また、国が策定した「事業承継ガイドライン」では、60～80歳代
の経営者で、事業承継の準備ができているものは全体の半数に満たないというアン
ケート結果が示されている。

想定する実施期間 2018 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

事
業
の
目
標

支援対象数

設定根拠及び
募集方法⇒ ・大阪府内の商工会議所等の経営指導員が作成した事業承継診断

ヒアリングシートを回収、「事業承継相談デスクでの相談を希望
する」とした中小企業、小規模事業者の相談対応を行う。
・事業承継相談デスクを広くＰＲし、相談対応を受け付ける。
・電話での相談対応を10社行う（電話連絡の結果、面談での相談
対応になったものを含む）。

47

支援対象の
変化

　事業承継の専門家から課題整理、簡単なアドバイス、支援機関への橋渡しなどを
受け、これまでより、事業承継を意識するようになる。

指標

これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

週２日（火・金曜日）、事業承継相談デスクを開設し、事業承継実務に詳しい専
門家が相談対応にあたっている。本商工会議所支部、府内商工会議所などからあ
がってくる事業承継診断ヒアリングシートに関しての相談対応がメイン。10月末ま
でに53社の相談対応を行った。

反省点
　事業承継診断ヒアリングシートで、事業承継相談デスクでの相談を希望する、ど
ちらでもよい、と回答した企業に面談アポイントの電話をしていた。電話してみる
と、やはり、相談対応は不要との回答もあり、非効率であった。

具体的
な実施
内容・
手法

人材育成型 　事業承継相談デスクを大阪商工会議所内に設置・運営する。

　４月～３月にかけて、事業承継に詳しい専門家等を配置、大阪府内の商工会議所
等の経営指導員が作成した事業承継診断ヒアリングシートを回収し、それをもとに
相談対応を行うのがメイン。事業承継相談の総合窓口として、親族・従業員承継な
どについての相談を受け付け、課題整理、簡単なアドバイス、他の支援機関への橋
渡し、専門家との連携などを行う。

　事業承継診断ヒアリングシートを修正し、事業承継相談デスクへの相談企業の有
無については、どちらでもよいという回答項目は削除する。

　事業承継相談デスクへの橋渡しを行った経営指導員には相談時の同席を依頼する
などして、支援先の課題について情報共有する。

人材交流型

販路開拓型

面談での相談対応後のアンケートで事業承継を
意識することができた旨の回答をした企業の割
合

数値目標 70%

その他目標値

目標値の内容⇒

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業承継相談デスク



5－２．商工会等支援事業　事業調書 大阪商工会議所

事業名 事業承継相談デスク 新規/継続 継続

円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

円

（小計） 円

円

計 円

円

円

円 × ＝ 円 （ 円） 　

代

円

円

円

円

円

7,500,000

7,500,000

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

事業承継の経営課題を整理、分析するとともに、経営者･後継者･関係者等に個別
対応することは非常に困難。また、経営者にとっては初めての経験であり、どこに
も相談できず事業承継の対策を先送りにするなど、なかなか着手しないのが現状。
よって、事業承継の課題は多岐にわたり適切に対応できる経験を持った専門家が支
援するため200,000円とした。

標準事業費

200,000 37 1.0 7,400,000

10,000 10 1.0 100,000

算定基準

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援対象数 係数

（①市町村等＋②受益者負担）

7,500,000 1.00 7,500,000

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 負担金の積算

【備考】

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説
明する代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

算 出 額

標準事業費 補助率

事業承継相談デスク



大阪商工会議所

事業所数/回数 単 価（円） 計
1,600 25,000 40,000,000

50 10,000 500,000

100 30,000 3,000,000

900 40,000 36,000,000

5 20,000 100,000

490 20,000 9,800,000

12 25,000 300,000

5 20,000 100,000

2 20,000 40,000

20 20,000 400,000

180 20,000 3,600,000

560 50,000 28,000,000

10 20,000 200,000

10 20,000 200,000

10 20,000 200,000

600 10,000 6,000,000

2 10,000 20,000

20 20,000 400,000

0 10,000 0

50 20,000 1,000,000

0 5,000 0

1,600 10,000 16,000,000

145,860,000 145,860,000

Ⅱ　専門相談支援事業

計
24,192,000

7,536,000

1,728,000

1,440,000

34,896,000 34,896,000

合　　　　計

小　計

Ⅲ　地域活性化事業

小　計

小　計

Ⅳ　商工会等支援事業

Ⅴ　合計

算 定 基 準

別紙事業調書のとおり 354,120,832

補助金額

別紙事業調書のとおり

補助金額

542,376,832

専門相談（窓口）

財務分析支援

５Ｓ支援

ＩＴ化支援

債権保全計画作成支援

災害時対応支援

結果報告

小　計

人材育成計画作成支援

－

Ⅰ　経営相談支援事業

区　　　分

事　業　名

マーケティング力向上支援

販路開拓支援

事業計画作成支援

創業支援

7,500,000

補助金額

算 定 基 準

決算申告指導

補助金額

補助金額算　定　基　準
支援日数

事業所カルテ・サービス提案

支援機関等へのつなぎ

金融支援（紹介型）

1,454

算　定　基　準

6．経費支出計画書（経費内訳）

1,008

72

314

60

専門相談（派遣）

支部専門相談（派遣）

事業継続計画(ＢＣＰ)作成支援

コスト削減計画作成支援

事業承継支援

金融支援（経営指導型）

マル経融資等の返済条件緩和支援

資金繰り計画作成支援

記帳支援

労務支援


